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序   文 

 

独立行政法人国際協力機構は、南スーダン共和国（以下「南スーダン」）に対する無償資金協力

「ジュバ市における廃棄物管理改善計画」に係る協力準備調査を実施することを決定し、同調査

を八千代エンジニヤリング株式会社に委託しました。 

調査団は、令和 2 年 3 月から令和 3 年 7 月まで南スーダンの政府関係者と協議を行うとともに、

日本から現地傭人を活用した遠隔指導による計画対象地域における現地調査を実施し、相手国政

府機関とのオンライン会議による協議を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

令和 3 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 

部長 岩崎 英二 
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要   約 

① 国の概要 

南スーダンは 2011 年 7 月にスーダン共和国（以下「スーダン」）より独立した世界で最も新

しい国である。独立までの武力衝突や、独立後 2013 年から 2018 年にかけての断続的な内戦と

治安悪化により、多数の死傷者及び難民が生じた。 

南スーダンは、国土のほとんどがケッペン気候区分で熱帯性気候に属し、雨季（4 月～10 月）

と乾季（11月～3月）を有する。首都ジュバ市の気象は、年間降雨量1,052.9 mm、最高気温37.2 ℃、

最低気温 19.9 ℃、そして年間平均風速 6 km/h である 1。北はスーダン、東はエチオピア連邦民

主共和国（以下「エチオピア」）、南はケニア共和国（以下「ケニア」）とウガンダ共和国（以下

「ウガンダ」）、南西はコンゴ民主共和国、そして西は中央アフリカ共和国と国境を接する。国

土の広さは 64 万 ㎢（日本の約 1.7 倍）である。 

南スーダンの人口は約 1,100 万人（2020 年推計、世界銀行（以下、「WB」）であり、ジュバ市

は約 40 万人（2019 年推計、国連）である。主な産業は、原油、農業、林業、畜産業、及び漁業

であり、GDP 推定値は 119 億米ドル（United States Dollar、以下「USD」）（2015 年、WB）、一人

当たり GNI は 1,090 USD（2015 年、WB）、そして経済成長率は 3.2 %（2019 年推定、WB）であ

る。主要輸出品目は原油等、主要輸入品目は車両等である。国内の平和と安定を促進するため

恒久的停戦を含むハルツーム宣言（2018 年）の採択以降、南スーダンの治安は回復傾向にある。

一方、政府収入の大部分を原油生産・輸出に依存しており、油価の低迷と不安定な治安が影響

し、高い物価上昇率と失業率に困窮している 2。 

② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

南スーダンでは、独立後も部族間の対立や政治的な対立を背景とした武力衝突が何度も勃発

し、水道や衛生施設等の基礎的なインフラの整備や公共サービスの提供が行われず、その一部

である廃棄物管理事業も停滞していた。廃棄物は道路沿いへ不法投棄され、夜間に野焼きが行

われる等、不適正な廃棄物管理に起因する健康被害や環境問題が危惧されている。 

ジュバ市の廃棄物収集はジュバ市役所（Juba City Council、以下「JCC」）のジュバ市環境衛生

局（Department of Environment and Sanitation, JCC、以下「DES-JCC」）と民間収集業者によって

なされているが、廃棄物発生量 427 トン（2020 年推計、調査団）に対して DES-JCC の収集率は

7.1 %、民間収集業者の収集率は 6.3 %と非常に低い。DES-JCC が保有する車両は老朽化が著し

く、保有 20 台中、稼働しているのは 10 台のみである。機材不足により、すべての家庭ごみの

収集を実施できないため、家庭ごみの一部が含まれた幹線道路沿いに排出されたごみのみを収

集している。民間収集業者は、主にジュバ市内の事業者と個々に契約を締結し、収集サービス

を行っており、ジュバ市に登録しなければならないが、登録制度は徹底されていない。収集さ

                                                        
1 出典：C/P 提供データ（2009-2015）（年間降雨量、最高気温、最低気温）及び weatherbase（年間平均風速） 
2 物価上昇率 273 %（2016 年推定、WB）及び失業率 11.5 %（2017 年推定、WB） 
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れた廃棄物の大半は、ジュバ市に隣接する地方自治体であるレジャフパヤムの管理するジュバ

最終処分場（Juba Controlled Dumping Site、以下「JCDS」）に搬入されているが、一部の廃棄物

はモゴロ不法投棄場へ運搬されている。DES-JCC 及び民間収集業者が収集しきれなかった廃棄

物は市中に放置されており、衛生環境の悪化をもたらしている。 

また、南スーダンでは廃棄物管理に関する法制度が十分に整備されておらず、監督官庁と地

方自治体が果たすべき責任や役割が明確になっていない。そのため、廃棄物管理の責務の大半

はジュバ市等の地方自治体によって担われており、監督省庁である環境・林業省（Ministry of 

Environment and Forestry、以下「MoEF」）は十分に機能を果たしていない。 

このような背景から、ジュバ市の衛生環境・都市環境の向上に資する廃棄物管理改善が喫緊

の課題となっており、南スーダン側は我が国に対して本無償資金協力（以下「本プロジェクト」）

を要請した。これに応じて、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、

以下「JICA」）ではジュバ市及びジュバ郡レジャフパヤムを対象とした廃棄物管理改善に関する

準備調査の実施及び調査においてジュバ市廃棄物管理計画の更新案の作成を支援することを決

定した。 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は、2020 年 3 月から現地調査を予定していたが、新型コロナウイルス（Coronavirus Disease 

2019、以下「COVID-19」）の世界的な流行を受けて、現地渡航を延期せざるを得ない状況であ

った。そのため、本プロジェクトの準備調査（以下「本調査」）は日本から現地傭人を活用した

遠隔指導による現地調査とカウンターパート（Counterpart、以下「C/P」）と本プロジェクトの調

査団（以下「調査団」）とのオンライン会議による協議にて実施した。協議結果に基づき合意し

た事項については、協議議事録（Minutes of Discussion、以下「M/D」）や覚書（Memorandum of 

Understanding、以下「MOU」）を締結し、南スーダン側と日本側の両者で確認を行った。 

上記の結果を踏まえ、本プロジェクトでは、ジュバ市において、廃棄物収集運搬機材及び最

終処分場重機等の機材並びに基本的な車両整備ワークショップの整備を行うことにより、廃棄

物収集運搬及び最終処分場運営の強化を図り、廃棄物管理サービスが持続的に実施され、もっ

て同市の衛生環境向上に寄与する。 

表 1 本プロジェクトの計画内容 

機材/施設名 計画内容 備  考 

1. 車両整備ワークショップ 
車両整備ワークショップ 1 棟  

2. 廃棄物収集車両 
コンパクター12 m3 20 台  
コンテナキャリア 8 m3 10 台 リフトタイプ 
コンテナ 8 m3 29 基  
ダンプトラック 10 m3、3.5 トン（廃棄物運搬用） 4 台  
廃棄物収集車両用スペアパーツ 1 式  

3．最終処分場運営機材 
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機材/施設名 計画内容 備  考 

ブルドーザー 1 台  
バックホウローダー 1 台  
ダンプトラック 10 m3、15 トン（覆土運搬用） 1 台  
最終処分場運営機材スペアパーツ 1 式  

4. 整備機材 
車両整備ワークショップ用整備機材 1 式  

出典：調査団、2021 年 

ソフトコンポーネントは、本プロジェクトで整備する機材の円滑な導入及び長期間にわたり

適正に運営・維持管理するための支援を通じ、対象地域における廃棄物管理能力の向上を図る

とともに、効率的かつ労働安全衛生に配慮した廃棄物収集サービスの提供及び適切な埋立処分

の実施を実現し、協力成果の持続性を確保することを目的とする。 

ソフトコンポーネントで達成すべき成果は、以下 4 項目である。 

成果① 廃棄物管理従事者が予防保全技術を習得する。 

成果② 車両整備ワークショップの整備士が車両及び重機の故障時対応の手順及び修理技術

を習得する。また、JCDS 監督職員が最終処分場運営機材故障時の対応手順及び委託

管理を習得する。 

成果③ 車両整備ワークショップ及び JCDS におけるスペアパーツ・消耗品の保管・管理体制

が整う。 

成果④ 廃棄物管理従事者が労働安全衛生の知識を習得する。 

④ プロジェクトの所要期間及び概略事業費 

本プロジェクトの所要工期は我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき、実施設計から引

き渡しまで 23 ヵ月である。機材引き渡しは 2 ロットに分けて実施し、車両整備ワークショップ

用整備機材、ブルドーザー及びバックホウローダーを先行納品する。詳細設計・入札管理を 6.0

ヵ月、現地における施設建設工期を 8.5 ヶ月、機材調達・据付工期を 17 ヵ月とし、ソフトコン

ポーネントを第 1 ロットの機材引渡し後に 0.93 ヵ月、第 2 ロットの機材引渡し後の 0.93 ヵ月と

する。本プロジェクトの概算事業費は 7.85 億円（日本の負担：7.71 億円、南スーダンの負担：

0.14 億万円）と見積もられる。また、南スーダン側の負担事項は、銀行手数料、本機材駐機場

の整地、既存建屋・樹木撤去及び塀新設、車両整備ワークショップ建設予定地の整地、既存建

屋（仮設トイレ）・樹木撤去、既存フェンス撤去、塀新設及び電力供給等である。 

⑤ プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、以下に示すとおり、我が国の無償資金協力による対象事業として妥当で

あると判断される。 

1) プロジェクトの裨益対象 
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裨益対象は、ジュバ市内の住民約 50 万人（2025 年推計）であり、本プロジェクトで整備され

る機材により収集サービスを受ける人口は約 26.1 万人である。 

2) 緊急性 

南スーダンでは、度重なる武力衝突による治安悪化や経済停滞により、機材や運営資金が不

足し、適切な収集・処分が実施されていない。発生ごみ量に対する収集率は 7.1 %（2020 年推

計）と低く、ジュバ市内では廃棄物がいたるところに投棄され、異臭を放ち衛生面で深刻な問

題となっており、廃棄物収集体制の早期確立は喫緊の課題となっている。 

3) 南スーダンの中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

南スーダンでは廃棄物管理に特化した法制度は確立していないが、「地方自治法」（2009 年）

では、廃棄物管理は地方自治体による公共サービスの 1 つであると位置づけられている。「国家

環境保護法」（2015 年）では、関連省庁や地方自治体には廃棄物の適正管理に向けた政策やガイ

ドラインを策定する責任があること、3R や分別収集によってごみの減量化を促進する必要性

があることが記載されている。本プロジェクトは、収集・運搬及び処分に必要な機材を調達す

ることにより、上記項目の達成に向けた基盤構築に資するものである。 

4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国の対南スーダン共和国事業展開計画（2011 年）では、日本政府の掲げる「平和の定着」

の実現にむけて、南スーダンの長期的な開発に貢献することを目指し、「新国家建設支援（イン

フラ整備・ガバナンス能力強化）」、「基礎生活の向上支援」及び「農業開発・生計向上支援」を

重点分野としている。本プロジェクトは重点分野の一つである「基礎生活分野支援」に位置付

けられる。また、第 7 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development、

以下「TICAD」）横浜行動計画でその意義が再確認された「アフリカのきれいな街プラットフォ

ーム（African Clean Cities Platform、以下「ACCP」）」の活動の推進にも資するものである。従っ

て、本プロジェクトは衛生・都市環境の改善及び行政の廃棄物管理能力・サービス向上に貢献

するものであり、我が国の援助政策・方針とも合致している。 

5) 国際的な開発目標達成への寄与 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals、以下「SDGs」）のうち、本プロジェクト

は、目標 11「包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現す

る」及び目標 12「持続可能な消費生産形態を確保する」に関連する。特に、都市部での廃棄物

管理改善を目指す本プロジェクトは、ターゲット 11.6「2030 年までに、大気の質及び一般並び

にその他の廃棄物管理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上

の悪影響を軽減する。」という目標達成に直接資するものである。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

本プロジェクト実施により期待される定量的効果は、以下の通りである。 
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表 2 プロジェクト実施で期待される定量的評価 

指 標 名 基準年（2020 年実績値） 目標値（2025 年） 
ごみ収集率（%） 7 50 
ジュバ最終処分場への廃棄物運搬量（トン/日） 0 291 
出典：調査団、2021 年 

 ごみ収集率 

本調査で作成を支援したジュバ市更新廃棄物管理計画案（以下「M/P 案」）では、2020 年を基

準年次とし、中期計画の目標年次を 2025 年、長期計画の目標年次を 2030 年としており、2025

年の JCC の目標収集率は 50 %、2030 年には 80 %とそれぞれ設定している。中期計画は長期計

画の準備期間と位置づけており、最終目標である 2030 年の収集率 80 %を目指す経過点として

2025 年の目標収集率を 50 %と設定した。 

 ジュバ最終処分場への廃棄物運搬量 

JCDS は、数次にわたる武力衝突以前は一部コントロール処分が実施されていたが、武力衝突

時に施設や機材が破壊され、修理ができない状態である。そのため、機材不足により適正な運

営維持管理ができず、武力衝突後はオープンダンプとなってしまっている。本プロジェクトの

機材調達及び想定される技術協力プロジェクトでの技術支援により、コントロール処分に改善

予定である。 

2025 年の JCDS のごみ搬入量は 291 トン/日 3と想定され、全量をコントロール処分する計画

であることから、コントロール処分による最終処分量の目標を 291 トン/日と設定した。 

2) 定性的効果 

本プロジェクトを実施することにより、次に示す定性的効果が期待できる。 

 廃棄物管理行政サービスの向上 
 廃棄物適正処理による都市衛生環境の改善 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

 

                                                        
3 本プロジェクト目標収集量（286 トン/日）＋民間収集量（41 トン/日）－資源化量（36 トン/日）= JCDS ごみ搬

入量（291 トン/日） 
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1-1 

第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 人口とごみ発生量 

ジュバ市全体及びジュバ市を構成する 3 つの行政区であるブロック（ジュバブロック、ムヌ

キブロック及びカトールブロック）毎の人口を表 1-1 に示す。2020 年推計人口は約 40 万人で

あり、各ブロックの人口分布は JICA「南スーダン共和国ジュバ廃棄物管理情報収集・確認調査

（2017 年 2 月～2018 年 8 月）」（以下、「情報収集・確認調査」）実施時の分布割合を参考とし算

定した。 

表 1-1 ジュバ市の人口（2020年） 

 ジュバブロック ムヌキブロック カトールブロック ジュバ市全体 
2020 年人口（推計） 120,900 人 181,350 人 100,750 人 403,000 人 

出典：World Population Prospects（United Nations, 2019）をもとに一部加筆 

本調査を通じて作成を支援したジュバ市更新廃棄物管理計画案（2020 年）（Master Plan、以下

「M/P 案」）に基づいて、基準年次は 2020 年、中期目標年次は 2025 年、長期目標年次は 2030

年であり、各年次の人口及びごみ発生量の推計結果を表 1-2 に示す。 

表 1-2 M/P 案に基づくジュバ市人口予測及びごみ発生量の推計結果 

年 
人口

（人） 
発生原単位

（kg/人/日） 

合計廃棄物 
発生量 

（トン/日） 

JCC 民間 目標収集率

（%） 
（JCC ＋民

間） 

目標収集量 
（トン/日） 

目標収集率

（%） 
目標収集量 
（トン/日） 

目標収集率

（%） 

2020 403,000 0.65 427 30 - 27 - - 
2025 500,000 0.68 547 286 52 41 6 58 
2030 617,000 0.73 705 529 80 53 8 88 

出典：M/P 案（2020） 

1-1-1-2 収集・運搬 

(1) ごみ処理フロー 

2020 年時点のごみ処理フローを図 1-1 に示す。原単位（0.65kg/人/日）、ジュバ最終処分場（Juba 

Controlled Dumping Site、以下「JCDS」）における搬入量（57.4 トン/日）、不法投棄場における搬

入量（0.9 トン/日）及び JCDS からウェストピッカー等により回収され、リサイクル業者へ売却

される資源物量（鉄：0.05～0.3 トン/日、アルミ缶：0.1～0.2 トン/日、ペットボトル：0.15～0.2

トン/日、硬質プラスチック：0.05～0.2 トン/日）は、実際の現地調査から得られたデータであ

る。「原単位」は 2017 年 9 月に実施したごみ量調査から、「JCDS における搬入量」については

2020 年 4 月から 2020 年 6 月にかけて JCDS 及びモゴロ不法投棄場にて実施した搬入車両調査

から、「リサイクル業者へ売却される資源物量」についてはウェストピッカー及びリサイクル業
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者へのヒアリング調査からそれぞれ算出した。その他については現地調査にて実測データを取

得することが困難であったことから試算結果を示している。  

ジュバ市におけるごみ発生量は427.1トン/日と推定され、そのうち 262.0トン/日が家庭から、

54.0 トン/日が食品や日用雑貨を扱うマーケットから、そして 111.1 トン/日がホテル、病院等の

施設から排出されている。家庭から排出されるごみの割合は大きいものの、DES-JCC は家庭ご

みをほとんど収集できておらず、幹線道路沿いに排出された一部の家庭ごみを収集している。

2021 年 3 月より JRSWMG の主導で開始した料金徴収パイロットプロジェクトの一環でジュバ

市の一部地域では家庭ごみの定期収集を開始したが、車両借上げ等の問題のため頻度は低い。

市場ごみは DES-JCC によって収集されており、商業ごみはジュバ市環境衛生局（Department of 

Environment and Sanitation, Juba City Council、以下「DES-JCC」）と民間収集業者によって収集さ

れている。全体の発生量に対して DES-JCC の収集率は 7.1 %、民間収集業者は 6.3 %となってい

る。 

ジュバ市においてごみ発生量に対する不法投棄及びごみの不適正処分が占める割合は大きい。

主な原因として、「家庭ごみ収集サービスが提供されていないこと」、「住民が不法投棄や野焼き

を行っていること」、「民間収集業者によって収集されたごみが JCDS ではなく、モゴロ不法投

棄場やジュバ市内外に不法投棄されていること」等が挙げられる。JCDS はジュバ市に隣接する

レジャフパヤム内に建設され、同じくレジャフパヤムに隣接するルリパヤム内で収集されたご

みも少量ではあるが搬入されている。リサイクルに関しては、JCDS 及び不法投棄場ではウェス

トピッカーによる資源回収のみであり、最終的には隣国ウガンダへ原料として販売されている。 

 

 

図 1-1 ごみ処理フロー 

  

出典：調査団 
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(2) 対象ごみの収集状況 

① 家庭ごみ 

2021 年 1 月に中央エクアトリア州から発出された命令（Order）に基づき、ジュバ市では市内

全域を対象に毎週土曜日の家庭ごみ定期収集を開始した。ただし、廃棄物収集車両の借上げに

係る予算が十分に確保されていないため、毎回すべての世帯をカバーしているわけではなく、

自宅での野焼き、自らが掘った穴への投棄、幹線道路沿いや空地への不法投棄等でごみを処分

している住民も存在する。 

② 市場ごみ 

ジュバ市内には 20 のマーケットが存在し、うち 6 マーケットがジュバブロック、9 マーケッ

トがムヌキブロック、そして 5 マーケットがカトールブロックに属している。排出される市場

ごみの収集運搬は DES-JCC が担当する。2021 年 3 月時点で、不定期ではあるが大半のマーケ

ットで収集運搬が行われている。マーケットによってはマーケット管理組合に所属する清掃作

業員による一次収集（各店舗から廃棄物を収集し、マーケットの廃棄物集積所まで運搬するサ

ービス）の実施が確認されており、料金徴収も同時に実施されていることから、市場ごみの収

集体制は比較的整っていると考えられる。 

③ 商業ごみ 

多量排出事業者が排出する商業ごみは主に DES-JCC が収集を行い、その他の排出事業者分は

民間のごみ収集業者が収集運搬を行っている。DES-JCC による収集が行われている多量排出事

業者は大きくホテルとその他施設に分類され、収集を開始するには DES-JCC と個別に契約を締

結する必要がある。2021 年 3 月時点で、ホテルや刑務所、病院等を含む 84 施設において契約

締結がなされ、収集が行われている。なお、上記はジュバ市内の全ての多量排出事業者ではな

く、廃棄物を自己運搬（処分）する大規模排出事業者は含まれていない。 

(3) 廃棄物収集車両 

JCC-DES が保有する廃棄物収集車両を表 1-3 に示す。2020 年時点で DES-JCC は 20 台の廃棄

物収集車両を保有しており、そのうち 10 台（コンパクター4 台、ダンプトラック 3 台、オープ

ントラック 1 台、及びトラクター2 台）のみが稼働している。このうち、3 台は国際連合児童基

金（United Nations Children's Fund、以下「UNICEF」）により供与されたものであり、2011 年に

製造されているが、その他 7 台の車両は 1990 年代以前に製造されたものである。 

表 1-3 JCCの廃棄物収集車両（2020年） 

車  種 
保有車両数

(台) 
稼働車両数

(台) 
整備中車

両 4(台) 
非稼働車両

数 5(台) 
容  量 

(㎥/台) 
コンパクター 
（中古購入） 

8 2 1 5 25 

                                                        
4 現在は使用していない、もしくは使用できないが、将来使用できる可能性がある車両。 
5 修理を実施したとしても使用することが難しい車両。 
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車  種 
保有車両数

(台) 
稼働車両数

(台) 
整備中車

両 4(台) 
非稼働車両

数 5(台) 
容  量 

(㎥/台) 
コンパクター 
（UNICEF 供与） 

3 1 0 2 25 

ダンプトラック 3 2 1 0 15 
オープントラック 1 1 0 0 10 
トラクター 5 2 0 3 8 

合計 20 8 2 10 - 
出典：JCC 提供資料 

(4) 収集頻度及び収集量 

JCDS において実施した搬入車両調査（実施期間：2020 年 4 月 1 日～2020 年 6 月 13 日）で確

認された JCC の廃棄物収集車両トリップ数及び収集量を図 1-2 に示す。調査期間中の JCC の収

集回数の平均は 6.1 トリップ/日であり、収集量の平均は 30.2 トン/日であった。廃棄物収集車両

の稼働状況等に応じてトリップ数に変動がある。 

 
出典：調査団 

図 1-2 JCDSにおける JCCの廃棄物収集車両トリップ数と収集量 

(5) 収集ルート及び収集方法 

ジュバ市内には 22 の収集地点があり、その大部分がマーケットとなっている。その収集地点

を網羅するように、4 つのルートを通ってごみ収集を行っている。また、道路沿いに山積したご

みを作業員が手作業で廃棄物収集車両へ積み込みを行っている。排出されたごみはごみ袋に入

れられていない場合も多く、その際は作業員が大きな布に乗せて廃棄物収集車両へ投入してい

る。図 1-3 に DES-JCC のワークショップを起点とし、JCDS を終点とする 4 つの収集ルート及

び 22 の収集地点を示す。 
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出典：調査団 

図 1-3 JCCの収集ルートと収集地点 

1-1-1-3 既存車両整備ワークショップ 

JCC の既存車両整備ワークショップは主にガレージ（車庫）として機能している。ガレージ

に簡単な修理設備が隣接しており、整備士 2 名、整備士補 1 名の計 3 名体制で廃棄物収集車両

の定期点検及び一部の修理を実施している。ジュバ市内のマーケット等からスペアパーツを調

達し、定期点検は毎月１回、修理は 3 ヵ月に 1 回程度の頻度で実施されていたが、現在は故障

が頻繁に発生しており、修理が週に１回程度と頻度は高くなっている。電気系統や溶接を要す

る修理については JCC の既存車両整備ワークショップでは対応ができないため、状況に応じて

民間の車両整備ワークショップにエンジニア派遣を要請し、都度修理を行っている。このよう

な状況から収集運搬機材等の維持管理が行き届かず、また老朽化も進み、故障したまま収集運

搬機材が放置されている。 

ブルドーザー等の最終処分場運営機材については、所有者であるレジャフパヤムが管理責任

を担っている。レジャフパヤムは車両整備ワークショップを所有していないため、修理の際に

は重機の正規代理店や民間の車両整備ワークショップに依頼する必要がある。JICA 技術協力プ

ロジェクトの「南スーダン共和国ジュバ廃棄物管理能力強化プロジェクト（2011 年 10 月～2014

年 10 月）」（以下、「先行技プロ」）の中で整備したキャタピラー社製のブルドーザーは武力衝突

での破損後、故障したまま長期間放置されているが、故障前は定期点検を毎月 1 回実施してい

た。また、ジュバ市に唯一存在するキャタピラー社の正規代理店より純正スペアパーツを調達

し、経験豊富な重機作業員によって簡易修理が行われていた。現在、レジャフパヤムは故障中

のブルドーザーの修理を検討しているが、複数箇所にわたって故障が見受けられ、故障原因が

特定できないため、修理時期は明確には定まっていない。 

 

ワークショップ（駐車場） 

ジュバ最終処分場 
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1-1-1-4 中間処理・リサイクル 

ジュバ市におけるごみ収集については、収集すべきごみ量に対し車両が圧倒的に足りないの

が現状である。行政主導のごみ分別・リサイクルを推進するためには、通常の廃棄物収集とは

別に資源化可能物の分別収集を実施する必要があり、分別収集用の車両が追加で必要となる。

そのため、この状況下でより多くの車両が必要となる行政主導のごみ分別・リサイクルを実施

するのは非常に困難である。2012 年頃から中国の業者等がペットボトルのリサイクルを試みた

が、1 年ほどで事業を終了した。さらに同時期にフランス系の非政府組織（Non-Governmental 

Organication、以下「NGO」）である Environmental Rehabilitation Project が住民や処分場からペッ

トボトルを 0.25 南スーダンポンド（South Sudanese Pound、以下「SSP」）/kg で回収し、破砕後

にウガンダ経由で輸出することでリサイクルを実施した。この事業予算はドナーの補助金及び

パートナーである South Sudan Breweries Ltd.の土地・水・電力等の無償提供によって賄われてお

り、事業単体として採算が取れる状況にはなっていなかった。このような状況に加え、2013 年

の武力衝突によって両者が撤退し、ジュバ市におけるリサイクル事業が停滞した。 

一方、2020 年 6 月時点では、約 400 名のウェストピッカーが JCDS 及び不法投棄場において

金属（鉄）やアルミ缶、ペットボトル、硬質プラスチックを資源として回収しており、回収後

はウガンダに拠点を置くリサイクル業者（3 社）に売却していることが確認された。表 1-4 で

示されているように、それらは資源としてウガンダへ陸路で輸出されている。 

表 1-4 ウェストピッカーによってリサイクル業者へ持ち込まれる資源物 

種  類 
購入価格 

（SSP/kg） 
購入量 

（kg/日） 
輸 出 先 

金属（鉄） 25 50～300 鉄鋼メーカー（ウガンダ） 
アルミ缶 20 100～200 （ウガンダ） 
ペットボトル 25 150～200 （ウガンダ） 
硬質プラスチック 20 50～200 プラスチック買取業者（ウガンダ） 

出典：調査団 

1-1-1-5 最終処分 

ジュバ市が収集したごみを処分できる場所はジュバ市の中心地から南西約 10 km に位置する

JCDS のみである。JCDS は 2008 年に国連南スーダン共和国ミッション（United Nations Mission 

in the Republic of South Sudan、以下「UNMISS」）がジュバ市のごみを埋め立てるために掘った 1 

ha の穴（オープンダンピングサイト）を JICA が先行技プロにて 2012 年にコントロールダンピ

ングサイトに改造したものである。しかし、2013 年から始まった武力衝突によってコントロー

ルダンピングサイトは破壊され、現状はオープンダンピングサイトに戻ってしまっている。

JCDS の運営管理はレジャフパヤムによって管理されており、ジュバ市は処分費用を支払って収

集したごみを処分している。最終処分場運営機材については、上述の通り 2013 年 8 月に JICA

プロジェクトによって整備されたブルドーザーをレジャフパヤムは 1 台保有しているが、現在

は故障のため稼働していない。武力衝突直前の JCDS の概要を表 1-5 及び図 1-4 に示す。 
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表 1-5 JCDSの概要 

項  目 内  容 

処分場の名前 ジュバ最終処分場（Juba Controlled Dumping Site） 

ごみ受け入れ対象

エリア 
ジュバ市（ジュバブロック、ムヌキブロック、カトールブロック）、ルリパヤム 

敷地面積 25 ha 

埋立地面積 

フェーズ 1 : 3 ha (埋立完了) 

フェーズ 2 : 4 ha (埋立中) 

フェーズ 3 : 4 ha (未整備) 

フェーズ 4 : 5 ha (未整備) 

埋立期間と容量 
 

フェーズ 埋立期間 埋立容量(m3) 

フェーズ 1 2008年 ～ 2013年 11月 250,000 

フェーズ 2 2013年 12月 ～ 内戦直前 280,000 

（100,000）*1 

処分場タイプ コントロール処分 

主な施設・機材 堰堤、ガス抜き管、アクセス道路、場内道路、管理棟、フェンス、ゲート、ダ

ンピングプラットフォーム、ブルドーザー（故障中） 

*1：武力衝突直前の既埋立量 
出典：JCC 提供資料 

 

図 1-4 JCDSの概略図 

出典：先行技プロ廃棄物管理計画案（2014 年） 
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1-1-2 開発計画 

南スーダン及びジュバ市において表 1-6 のとおり廃棄物管理関連法及び条例は存在するが、

廃棄物管理に特化した法制度は確立していない。主な廃棄物関連法としては、持続可能な廃棄

物管理を目指して組織力の向上や廃棄物管理に係る料金徴収の導入、環境教育・住民啓発の実

施等に言及している「国家環境保護法（2015 年）」と、廃棄物管理が水道や公衆衛生、電力、交

通、通信等と並んで地方自治体による公共事業の 1 つであると位置づけている「地方自治法

（2009 年）」がある。「地方自治法」は正式に施行されたが、環境・森林省（Ministry of Environment 

and Forestry、以下「MoEF」）が管轄する「国家環境保護法」は南スーダンの組織体制が度々変

更となったことにより法務省での承認手続きが滞っているため正式施行には至っていない。ま

た、廃棄物管理を含む環境保護に関する包括的な内容について言及している「国家環境方針（The 

National Environment Policy）2015-2025（2015 年）」があるが、「国家環境保護法」同様、法務省

での手続きが行われていないため正式施行されていない。 

ジュバ市が属する中央エクアトリア州によって 2021 年 1 月にジュバ市の廃棄物収集・最終処

分に関する州知事命令が発出され、中央エクアトリア州によるジュバ市清掃キャンペーン監視

委員会の設置が決定した。本命令の中でジュバ市における不法投棄の禁止や毎週土曜日のごみ

の定期収集の実施、罰金等について言及しており、監視委員会の指導の下、ジュバ市はこの方

針に則って廃棄物管理を実施する必要がある。 

JCC はジュバ市においては廃棄物管理に係る条項を含む条例を 2013 年に制定しており、商業

地区、道路及び公共スペースの衛生環境の維持や不法投棄の禁止などについて言及している。

現在、新たな環境基準や経済状況を反映し、改定手続きを行っている。環境政策全体では、「ジ

ュバ市衛生改善投資計画」が準備され、公衆衛生の改善を目的とした廃棄物管理分野への投資

の必要性が言及されている。また、レジャフパヤムにおいても廃棄物管理に係る条項を含む条

例を 2017 年に制定しており、排出主体別に廃棄物処理責任や不法投棄に対する罰則等が規定さ

れている。 

また、ジュバ市には廃棄物管理に係る計画として先行技プロで作成された「ジュバ廃棄物管

理計画（2014 年）」及び本プロジェクトで作成された M/P 案（2020 年）がある。M/P 案（2020

年）では 4 つの基本方針を掲げており、具体的には①持続可能な廃棄物管理に向けた廃棄物行

政のガバナンス力の強化、②参加型廃棄物管理の実践によるオーナーシップの醸成、③過去の

経験に基づく実現可能な方策の具現化、④急激な都市化に備えた廃棄物管理の段階的発展への

将来ビジョンである。 
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表 1-6 南スーダンにおける廃棄物関連法及び条例 

種類 法・条例・計画名 内  容 
法令 国家環境保護法 

（2015 年） 
環境保護に関する包括的な内容で、その一部に廃棄物管理が含まれてい

る。MoEF によって準備されているが、施行されていない。 
地方自治法（2009 年） 地方自治体による公共事業の一般的な事項が記載されている。廃棄物管理

は、水道、公衆衛生、電力、交通、通信等と並んで地方自治体による公共

事業の１つであると位置付けられている。 
政策 南 ス ー ダ ン 環 境 白 書

（2017 年） 
環境政策の一部として廃棄物の適正処理・処分の必要性が強調されてい

る。 
国家環境方針 2015-2025
（2015 年） 

環境保護に関する包括的な内容で、その一部に廃棄物管理が含まれてい

る。MoEF によって準備され、議会及び大統領によって承認されたものの、

正式には施行されていない。 
国家医療廃棄物管理方針

（2011 年） 
保健省によってドラフトが 2011 年に作成され、施行された。同方針のな

かで、保健省が医療廃棄物の処理責任を持つ方針が示されており、医療系

廃棄物の処理業に係る許可制度の新設が計画されている。 
命令 Gubernatorial Order 

No.4/2021（2021 年） 
ジュバ市が属する中央エクアトリア州より発出された廃棄物収集・最終処

分に関する命令であり、不法投棄の禁止や毎週土曜日のごみの定期収集の

実施、罰金等について言及している。 
条例 ジュバ市条例（2013 年） 廃棄物管理に係る条項を含む条例を 2013 年に制定した。商業地区、道路

及び公共スペースの衛生環境の維持や不法投棄の禁止などについて言及

している。新たな環境基準や経済状況を反映して 2020 年に改訂を行って

いるが施行されていない。 
レ ジ ャ フ パ ヤ ム 条 例

（2017 年） 
レジャフは廃棄物管理に係る条項を含む条例を 2017 年に制定しており、

排出主体別に廃棄物処理責任や不法投棄に対する罰則等が規定されてい

る。 
計画 ジュバ市衛生改善投資計

画 
ジュバ市の公衆衛生の改善を目的とした計画。廃棄物管理分野への投資の

必要性が言及されている。 
M/P ジュバ廃棄物管理計画

（2014 年） 
「南スーダン共和国ジュバ廃棄物管理能力強化プロジェクト」で作成され

た廃棄物管理計画であり、2013 年から 2023 年までの廃棄物管理に係る計

画である。 
ジュバ市 M/P 案（2020 年） 本プロジェクトで作成された廃棄物管理計画案であり、「ジュバ廃棄物管

理計画（2014 年）」の内容を更新し、2020 年から 2030 年までの廃棄物管

理に係る計画である。 
出典：調査団 

1-1-3 社会経済状況 

南スーダンの人口は約 1,100 万人（2020 年推計、世界銀行（以下、「WB」）であり、ジュバ市

は約 40 万人（2019 年推計、国連）である。南スーダンの主な産業は、原油、農業、林業、畜産

業、漁業であり、GDP 推定値は 119 億 USD（2015 年、WB）、一人当たり GNI は 1,090 USD（2015

年、WB）、経済成長率は 3.2 %（2019 年推定、WB）である。主要輸出品目は原油等、主要輸入

品目は車両等である。2011 年にスーダンから分離・独立を果たしたが、ジュバ市をはじめ各地

で武力衝突が相次ぎ、多くの死傷者と難民が発生した。国内の平和と安定を促進するため恒久

的停戦を含むハルツーム宣言（2018 年）の採択以降、南スーダンの治安は回復傾向にある。一

方、政府収入の大部分を原油生産・輸出に依存しており、油価の低迷と不安定な治安が影響し、

高い物価上昇率と失業率に困窮している。 



 

1-10 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

南スーダンは、2011 年 7 月にスーダンより独立した世界で最も新しい国である。独立に至る

までの武力衝突、独立後 2013 年から 2018 年にかけての断続的な内戦と治安悪化により、多数

の死傷者及び難民が生じた。このような状況から、水道や衛生施設といった基礎的なインフラ

の整備や公共サービスの提供は滞り、廃棄物管理事業も停滞していた。道路沿いへ不法投棄さ

れた廃棄物は野焼きされる等、不適正な廃棄物管理に起因する健康被害や環境問題が危惧され

ていた。 

ジュバ市における廃棄物関連組織の中心は DES-JCC であるが、JCDS の運営管理はレジャフ

パヤムが実施している。南スーダンでは廃棄物管理に関する法制度は十分に整備されておらず、

監督省庁である MoEF は十分に機能を果たしていない。 

JICA は、ジュバ市の廃棄物問題解決に向けて 2011 年から「南スーダン共和国ジュバ廃棄物

管理能力強化プロジェクト（2011 年 10 月～2014 年 10 月）」（以下、「先行技プロ」）を実施した。

先行技プロによって、ジュバ市の廃棄物行政基礎の構築に向け、住民参加型定時定点収集の実

施、最終処分場の建設及び改善、廃棄物管理計画（案）の作成といった廃棄物管理の改善に関

する取り組みが実施された。徐々に改善の兆しが見えてきたジュバ市であったが、勃発した武

力衝突の影響により、廃棄物収集は行われなくなり、衛生埋立が行われていた JCDS も破壊さ

れ、再び廃棄物管理事業が停滞した。 

以上のように、ジュバ市の衛生環境・都市環境の向上に資する廃棄物管理改善が喫緊の課題

となっており、圧倒的に不足する廃棄物収集車両等の機材整備のため、2016 年 3 月に南スーダ

ン側は我が国に対して本無償資金協力を要請した。2016 年 7 月の再衝突により準備調査の実施

は保留とされたが、この状況下で支援を継続するため、JICA は「南スーダン共和国ジュバ廃棄

物管理情報収集・確認調査（2017 年 2 月～2018 年 8 月）」（以下、「情報収集・確認調査」）を実

施し、ウガンダとスーダンで計 6 回のワークショップやスーダンの首都ハルツーム州の廃棄物

管理について学ぶスタディツアーを開催した。この支援を通じて、JCC やレジャフパヤム、ジ

ュバ市の 3 つのブロックを含むジュバ市の廃棄物管理に関するステークホルダーで構成する

「ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ（Juba Rejaf Solid Waste Management Group、以下、

「JRSWMG」）」が組織された。廃棄物収集車両等の機材が不足する中で、JRSWMG は廃棄物管

理事業をけん引する中核として機能し、自助努力によって市場ごみ及び商業ごみ（多量排出事

業者からのごみ）の収集運搬や JCDS の運営を再開し、先行技プロの能力強化によって蓄積さ

れた知識・経験が活かされた。また JRSWMG での組織間連携を通じて、今まで曖昧であった収

集運搬、最終処分場運営管理、機材管理、料金徴収等の実施機関の所掌が確認され、廃棄物管

理行政の具体化が進むこととなった。 

2020 年 2 月、ジュバ市内の治安回復を受け、JICA はジュバ市及びジュバ郡レジャフパヤムを

対象とした廃棄物管理改善に関する本調査の実施を決定した。加えて、本プロジェクトの必要

性・妥当性を詳細に検討するため、適正な廃棄物管理体制の構築や公共サービスとしてのジュ

バ市廃棄物管理事業の質の向上を目指して、先行技プロで作成したジュバ市廃棄物管理計画の
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更新を行うことを決定した。 

1-3 我が国の援助動向 

過去、JICA によって実施された主な廃棄物管理関連プロジェクトを表 1-7 に示す。これらの

支援によって、DES-JCC は一連の廃棄物管理システム（発生・貯留、収集・運搬、中間処理・

リサイクル、及び最終処分）の計画及び実施に関する知識・経験を習得しており、2018 年 6 月

の ACCP 第 1 回全体会合ではスーダン国代表と連名で共同発表を行っている。 

ジュバ市では 2014 年時点で 129 トン/日のごみ収集の実績があり、数次にわたるの武力衝突

により現在は廃棄物管理事業が停滞しているが、情報収集・確認調査や後述する本調査での遠

隔支援による定時定点収集パイロットプロジェクトの実施を通じて、先行技プロでの収集運搬

及び処分場運営管理の技術・経験がジュバ側関係者内に蓄積していることが確認された。 

表 1-7 国際協力機構（JICA）による廃棄物管理関連プロジェクト 

プロジェクト名 
ジュバ廃棄物 

管理能力強化プロジェクト 
（先行技プロ） 

ジュバ廃棄物管理情報収集・ 
確認調査 

（情報収集・確認調査） 
実施期間 2011 年 10 月～2014 年 10 月 2017 年 2 月～2018 年 8 月 

プロジェクト目的 
（期待される成果） 

マーケット収集の改善 
住宅地の収集改善 
最終処分場運営・管理の改善 
廃棄物管理計画案の作成 

廃棄物管理計画作成のための基礎情報

収集 
近隣国における第三国研修 
優先課題・支援ニーズの特定 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果 

廃棄物管理計画

（M/P） 
廃棄物管理計画案（2015-2023）作成 

廃棄物管理計画（15 年間）の骨子案 
ごみ量調査、ごみ処理フロー 

収
集
・
運
搬 

マーケット 
（市場廃棄物） 

実施主体：ブロック 
2 ヵ所のマーケットでモデル収集実施 

－ 

住  宅 
（家庭廃棄物） 

実施主体：ブロックとユニオン（収集

組合） 
4 ヵ所の住宅地でモデル収集を実施

（ポリバケツによる定時定点収集） 

一次収集の導入による収集改善パイロ

ットプロジェクトを実施 
実証結果から廃棄物管理計画への反映

事項を整理 
商業施設 

（事業系廃棄物） 
ジュバ市と民間事業者の廃棄物収集開

始 
－ 

住民啓発・3R 
パイロットプロジェクトとして定時定

点収集開始 
パイロットプロジェクトとして一次収

集導入 
車両維持管理 － － 

最終処分 
25 ha の最終処分場を建設、重機調達 
埋立地管理組織の設立 

最終処分場と大規模不法投棄場におけ

る搬入量調査 
法 制 度 － 廃棄物管理規則案の作成 

組織体制 

ジュバ廃棄物管理グループ（Juba 
Solid Waste Management Group: 
JSWMG）の設立 
廃棄物行政に係る所掌を整理 

JRSWMG として再編 
所掌の更新、役割分担の具体化 

財  務 料金徴収を実施 予算の流れを確認 

備  考 
2012 年 8 月、JCC（資金は各ブロッ

ク）は独自に 10 台のコンパクター車

（中古）を購入 

スーダン国における第三国研修を実施

（計 3 回） 

出典：調査団 
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1-4 他ドナーの援助動向 

1-4-1 国連環境計画（UNEP）によるプロジェクト 

過去、国連環境計画（United Nations Environment Program、以下「UNEP」）によって実施され

た廃棄物管理関連プロジェクトを表 1-8 に示す。  

表 1-8 UNEPによる廃棄物管理関連プロジェクト 

プロジェクト名 

Municipal Solid Waste 
Composition Analysis 

Study Juba, South 
Sudan 

Municipal Solid Waste 
Open Dumping Site 
Juba, South Sudan 

Health and Safety 
Guidelines for Waste 

Pickers in South Sudan 

報告書発行年月 
第 1 回：2013 年 4 月 
第 2 回：2013 年 9 月 

2013 年 4 月 2013 年 10 月 

目的 
廃棄物管理システム改善

のための情報収集（廃棄

物の排出量、特性等） 

廃棄物処分が周辺環境へ

与える負荷評価 

処分場におけるウェスト

ピッカーの健康と安全の

向上 

成果 

 Lagoon Dumping Site にお

ける廃棄物特性の把握 
 ジュバ市の廃棄物発生原

単位の算出 
 廃棄物（非圧縮）の密度

の把握 

 ウェストピッカーや小規模

農家への影響（浸出水によ

る地下水汚染、悪臭・騒音

等）の把握 

 関連各所のウェストピッカ

ーへの理解の把握 
 ウェストピッカーのリスク

に対する認識レベルの把握 

出典：調査団 

1-4-2 国連児童基金（UNICEF）によるプロジェクト 

2016 年に UNICEF はジュバ市内の Juba Teaching Hospital のエボラ出血熱検査施設のため、小

型の医療系廃棄物専用の焼却炉の建設を行った。2020 年 6 月現在も稼働しており、Juba Teaching 

Hospital では敷地内で注射針やシリンジ等の感染性廃棄物を焼却処理している。また、2016 年

に UNICEF はコレラをはじめとした感染症対策及びジュバ市の衛生環境改善のため、JCC へ廃

棄物収集車両（コンパクター）3 台の供与を行った。2020 年 6 月時点で 3 台中 1 台が稼働を続

けており、ジュバ市の廃棄物管理の一端を担っている。 

1-4-3 国連南スーダン共和国ミッション（UNMISS）によるプロジェクト 

UNMISS は、2011 年 7 月に独立を果たした南スーダンにおける平和維持、インフラ構築及び

環境整備等を支援する目的で発足した組織である。これまでに日本を含む計 69 ヶ国が要員を派

遣し、幹線道路の整備や避難民への医療活動、及び避難民キャンプにおける給水活動等、南ス

ーダン全土において幅広く活動してきた。UNMISS はこれまでジュバ市において廃棄物管理に

関する正式なプロジェクトを実施した実績はないが、活動開始当初に廃棄物処分のために掘っ

た 1ha の穴は、現在の JCDS の一部となっている。 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクト実施体制 

2-1-1 組織・人員 

南スーダン及びジュバ市における廃棄物管理関連の組織体系を図 2-1 に示す。MoEF が南ス

ーダンにおける廃棄物全般に関わる責務を担っている。ただし、医療系廃棄物については、保

健省が管轄している。また、農業廃棄物及び建設廃棄物は、それぞれ管轄する省庁が存在しな

い。ジュバ市において廃棄物関連組織の中心は DES-JCC であるが、JCDS の運営管理はレジャ

フパヤムで実施している。 

 
出典：JCC 提供資料 

図 2-1 南スーダン及びジュバ市における廃棄物管理関連の組織体系 

 

2-1-1-1 中央省庁・州政府（監督機関） 

南スーダンにおける廃棄物管理関連の組織体系として、MoEF が南スーダンにおける廃棄物

全般に関わる責務を担っている。また、ジュバ市及びレジャフパヤムが属する中央エクアトリ

ア州の農業・環境・林業省が各実施機関の監督機能を担っている。 

2-1-1-2 実施機関 

(1) ジュバ市環境衛生局（DES-JCC） 

DES-JCC の組織体系を図 2-2 に、収集対象を表 2-1 に、職員数の内訳を表 2-2 にそれぞれ示

す。DES-JCC はジュバ市を 5 つのゾーンに区分してごみ収集を実施している。Zone A 及び Zone 

D はカトールブロック、Zone B はジュバブロック、そして Zone C はムヌキブロックにおける収
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集対象地域を指す。Zone E は DES-JCC 管轄内の多量排出事業者（ホテル、レストラン等）や

NGO、行政施設等の収集対象を指しており、収集地域を指すものではない。 

 
出典：JCC 提供資料 

図 2-2 DES-JCCの組織体系 

表 2-1 各ゾーンの収集対象 

ゾーン 収 集 対 象 
Zone A Kator Block - Konyokonyo Market, Atalabara, Malakia, Lologo Suk Sita 

Zone B 
Juba Block - Hai Malakal, Juba Market, Hai Shaura, Hai Mayo, Nimr Talata, Hai Commercial, Juba 
Na Bari, Hai Gabat, Hai Cenima  

Zone C 
Munuki Block - Munuki Block “A”, “B”, “C”, Kuwait, Munuku Extension, Gudelle 1 & 2, Rockcoty, 
& Custom, Darsalam, 

Zone D Kator Block - Jebel Market, Nyakuron West, East, & South, 

Zone E 
Department of Environment and Sanitation - Hotels, Restaurants, NGOs, Government Institutions, 
Private Companies, General Markets 

出典：JCC 提供資料 

表 2-2 DES-JCCの職員内訳 

ゾーン 
公衆衛

生職員 
環境 
職員 

監督 
職員 

料金 
徴収員 

運転手 警察 警備員 
収集 
作業員 

清掃員 合計 

Zone A 8 5 6 10 0 6 9 43 2 132 
Zone B 2 5 4 9 0 2 0 33 2 84 
Zone C 2 4 8 7 0 7 2 36 2 68 
Zone D 1 3 7 8 0 2 6 38 2 68 
Zone E 0 3 8 19 10 6 5 68 2 83 
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ゾーン 
公衆衛

生職員 
環境 
職員 

監督 
職員 

料金 
徴収員 

運転手 警察 警備員 
収集 
作業員 

清掃員 合計 

合計 13 20 33 53 10 23 22 218 10 435 
出典：JCC 提供資料 
 

(2) ブロック 

ブロックは、ジュバ市の行政区を指しており、ジュバブロック、ムヌキブロック、及びカト

ールブロックの 3 地区（廃棄物関係者合計 11 名）が存在している。JRSWMG に参加している

ブロック長を筆頭に、公衆衛生職員、料金徴収員等がそれぞれ所属している。ブロックでは、

家庭ごみの収集・運搬、ごみ収集料金の徴収、予算執行、クォーターカウンシル（最小行政区

分・自治会）（Quarter Council、以下「QC」）と連携した住民対応や意識啓発、及び QC の監督を

担当している。 

(3) レジャフパヤム 

レジャフパヤムの組織体系を図 2-3 に示す。ジュバ市で収集された廃棄物が搬入・処分され

る JCDS の運営管理はレジャフパヤムで実施している。レジャフパヤムでは 2020 年前半には環

境衛生局の新設を申請しているが、2020 年後半に南スーダンにおいて大規模な組織編成があっ

たことなどから上位組織であるジュバ郡へ再申請する必要がある。現状としては、7 名の職員が

レジャフ環境衛生局の職員として廃棄物関連事業に携わっている。申請中のレジャフ環境衛生

局の職員内訳（案）を表 2-3 に示す。 

 
出典：調査団 

図 2-3 レジャフパヤムの組織体系 

表 2-3 レジャフパヤム環境衛生局の職員内訳（案） 

役  職 職 員 数（新規雇用予定） 
Director of Environment & Sanitation 1 名（1 名） 
D/Director of Solid Waste Management 0 名（1 名） 
Assistant Manager of Solid Waste Management 0 名（1 名） 
Environment Officer 0 名（1 名） 
Dumping Site Supervisor 1 名（1 名） 
Bulldozer operator 0 名（1 名） 
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役  職 職 員 数（新規雇用予定） 
Dumping Site Worker 5 名（5 名） 
Watchman 0 名（数名） 
Accountant  0 名（1 名） 
Revenue Officer 0 名（数名） 

 

2-1-1-3 ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ 

JRSWMG は環境・林業省、中央エクアトリア州農業・環境・林業省、JCC、ジュバ市の 3 ブ

ロック、レジャフパヤム等、ジュバ市の廃棄物管理に係る監督機関及び実施機関で構成され、

ジュバ市の廃棄物管理に係る計画の策定、その円滑な実施のための組織間調整や助言、支援、

モニタリング等の機能を担う。JRSWMG の設立により、収集運搬、最終処分場運営管理、機材

管理、料金徴収等の実施機関の所掌が整理されており、本プロジェクトにおいてもジュバ市に

おける廃棄物管理体制の改善に係る組織間の連携や各実施機関による取り組みを主導すること

が期待される。 

2-1-1-4 責任・役割分担 

MoEF、DES-JCC、ブロック及びレジャフパヤムの廃棄物管理に関する責任・役割分担を表 
2-4 に示す。 

表 2-4 廃棄物管理に係る責任・役割分担 

項   目 

国 ジュバ市 
レジャフ 
パヤム MoEF DES-JCC 

ブロック 
（ジュバ／ムヌキ／ 

カトール） 

法制度     
環境関連法令または条例の整備 〇 〇   

収集・運搬     
収集運搬計画の策定  〇   

ごみ処理料金の徴収  〇 〇  

収集運搬の実施と予算執行  〇 
（商業・市場ごみ） 

〇 
（家庭ごみ） 

 

民間業者へのライセンス発行  〇   

廃棄物収集車両の調達  〇   

廃棄物収集車両の維持管理  〇   

住民啓発及び環境教育  〇 〇  

最終処分     
埋立地の運営計画の策定    〇 
埋立地管理と予算執行    〇 
埋立処理料金の支払い  〇   

埋立処理料金の徴収    〇 
埋立地管理用の機材調達    〇 
埋立地管理用の機材の維持管理    〇 

出典：調査団 
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2-1-2 財政・予算 

2-1-2-1 ジュバ市の財政状況 

ジュバ市ではジュバブロック、カトールブロック、ムヌキブロック、及び DES-JCC の 4 つの

特別会計があり、JCC の一般会計から会計を独立させている。2018 年度 6及び 2019 年度のジュ

バ市の決算額を表 2-5 に示す。 

2018 年度の決算総額は約 546,125 千 SSP、2019 年度は約 803,167 千 SSP であった。ジュバ市

における廃棄物管理費は、DES-JCC の特別会計から支出されている。なお、DES-JCC の決算額

がジュバ市全体に占める割合は、2018 年度では約 17 %、2019 年度では約 16 %である。 

表 2-5 ジュバ市の決算総額（2018年度及び 2019 年度） 

単位：SSP 
組織 2018 年度 2019 年度 

JCC本部 131,250,000.00 250,000,000.00 
ジュバブロック 156,225,161.00 208,300,217.00 
カトールブロック 93,350,899.00 124,467,865.00 
ムヌキブロック 70,380,355.00 93,840,475.00 
ジュバ市環境衛生局 94,918,858.00 126,558,478.00 
決算総額 546,125,273.00 803,167,035.00 

出典：JCC 提供資料 

2-1-2-2 ジュバ市の財務管理体制 

財務管理は、期初の財務計画に従い、料金徴収と支出が行われる。年に一度、中央政府の歳

入・歳出報告フォーマットを以て歳出を報告し、翌年度の財務計画の承認を受ける。 

出納管理は、毎週行われており、財務委員会（Financial Committee）の週例会議にて支出項目

と支出額を決定し、中央政府の会計課に提案する。中央政府の会計課にて提案が承認されると

JCC 会計課から担当部局に対して現金が手渡される。承認された支出額に対して前週の収入額

に過不足がある場合は、差額を銀行口座から補てん（または預金）される。しかし、実態とし

ては、昨今の経済状況の悪化により銀行口座は利用されておらず、徴収されたごみ料金等が他

局・ブロック間の差額調整に利用されることがある。監査役は業務内容を確認し、支出に対す

る成果が十分でない場合、財務関連書類を確認する。 

2-1-2-3 ジュバ市環境衛生局（DES-JCC）の財政状況 

(1) 歳入 

DES-JCC の歳入を表 2-6 及び図 2-4 に示す。主な収入源は、①ごみ収集料金、②一般廃棄物

に係る車両運行許可証発行料金、③不法投棄等に対する罰金の 3 項目である。大部分がごみ収

集料金の徴収により賄われており、なかでもマーケットからの料金徴収は全体の 62 %を占めて

いる。 

                                                        
6 南スーダンにおける会計年度は、毎年 7 月に始まり、翌年 6 月に終わるものである。 
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なお、現地調査の結果、2018 年度の歳入について環境衛生局でデータが保管されていなかっ

たため、情報収集・確認調査（2017～2018 年）において得られた 2016 年度の歳入を示す。 

表 2-6 DES-JCCの歳入（2016年度） 

単位：SSP 

種 別 収 入 源 期初計画額 実際の収入額 

固形 
廃棄物 

ごみ収集料金（市場） 27,150,650.00 11,159,276.00 
ごみ収集料金（ホテル） 2,404,500.00 2,070,000.00 
ごみ収集料金（施設） 527,000.00 492,000.00 
廃棄物収集に係る車両運行許可証発行料金 660,000.00 576,000.00 
罰金/罰則 454,500.00 500,000.00 

小計① 31,196,650.00 14,797,276.00 
液体 
廃棄物 

汚水輸送に係る車両運行許可証発行料金 1,535,000.00 3,298,000.00 
小計② 1,535,000.00 3,298,000.00 

合計 ①＋② 32,731,650.00 18,095,276.00 
出典：2016 年度決算報告書（JCC） 

 
出典：2016 年度決算報告書（JCC） 

図 2-4 DES-JCCの歳入内訳（2016年度） 

(2) 歳出 

DES-JCC の 2018 年度の総歳出額は約 71,189 千 SSP である。歳出内訳を表 2-7 に示す。 

表 2-7 DES-JCCの歳出（2018年度） 

単位：SSP 
コード 項  目 金額 

21 賃金・給与等 21,356,742.90 
211 賃金・給与 2,135,673.50 
212 報酬 / 時間外労働 15,376,855.60 
213 拠出年金 0 
214 社会福祉 3,844,213.80 

22 物品・サービス 21,356,742.90 
221 旅費 213,567.40 
222 職員のトレーニング 427,134.90 
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コード 項  目 金額 
223 委託サービス 8,542,697.10 
224 修理 / メンテナンス 10,678,371.60 
225 通信 427,134.90 
226 オフィス用品 / 物品 640,702.10 
227 その他の運営費 427,134.90 

28 設備投資 28,475,657.00 
281 インフラ / 土地 3,412,081.90 
282 車両 19,937,956.70 
283 特殊設備 5,125,648.40 

 合計 71,189,142.80 
出典：2018 年度決算報告書（JCC） 

 

2-1-2-4 レジャフパヤムの財政状況 

(1) 歳入 

レジャフパヤムの 2018 年度の総歳入額は約 32,177 千 SSP である。支出内訳は表 2-8 のとお

りである。 

表 2-8 レジャフパヤムの歳入（2018年度） 

単位：SSP 
項  目 収入額（SSP） 

税収 7,840,410.00 
税収 / 利益 144,790.00 
資産税 5,680,433.00 
消費税 806,694.00 
その他未分類の税 1,208,493.00 

補助金 7,908,418.00 
外国政府からの補助金 0.00 
州政府からの補助金（人件費等） 7,908,418.00 
国際機関からの補助金 0.00 

その他の収益 16,427,845.00 
財産所得 9,517,730.00 
物品やサービスの売上 5,437,443.00 
罰金 / 罰則 200,640.00 
固定資産売却益 549,630.00 
その他の収益 722,402.00 

合計 32,176,673.00 
出典：2018 年度決算報告書(レジャフパヤム) 

(2) 歳出 

レジャフパヤムの 2018 年度の総歳出額は約 44,230 千 SSP である。歳出内訳は表 2-9 のとお

りである。 
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表 2-9 レジャフパヤムの歳出（2018年度） 

単位：SSP 
項  目 金額（SSP） 

賃金・給与等 13,951,327.00 
賃金・給与 4,620,439.00 
報酬 / 時間外労働 8,270,768.00 
拠出年金 0.00 
社会福祉 1,060,120.00 
物品やサービスの使用 17,864,224.00 
旅費 251,100.00 
職員のトレーニング 37,000.00 
委託サービス 836,668.00 
修理 / メンテナンス 1,857,100.00 
通信 765,500.00 
オフィス用品 / 物品 9,681,430.00 
その他の運営費 4,435,426.00 
その他費 1,449,900.00 
インターネット 0.00 
助成金 / 寄付 / 給付金 0.00 
設備投資 1,449,900.00 
インフラ / 土地 10,964,520.00 
車両 10,964,520.00 
特殊設備 0.00 
賃金・給与等 0.00 

合計 44,229,971.00 
出典：2018 年度決算報告書（レジャフパヤム） 

2-1-2-5 ジュバ最終処分場の財政状況 

レジャフパヤムの収入は主に JCDS のごみ処分料金であり、資金は処分場の運営管理のため

に利用される。独立口座への預入及び引出には、レジャフパヤムの所長決裁が必要であり、会

計担当職員のみが資金の出し入れを行う。JCDS におけるごみ処分料金単価を表 2-10 に示す。

JCDS にごみを搬入する車両は主に JCC と民間収集業者に区分され、さらに車種によってごみ

処分料金の単価は異なる。2019 年 1 月から 2020 年 7 月までに徴収された実際のごみ処分料金

の実績を表 2-11 に示す。2019 年は JCDS へのアクセス道路への不法投棄によって搬入車両が

処分場までアクセスできず、また処分場付近の治安悪化によりごみ処分料金を徴収できないこ

とが多かった。2020 年には徐々に改善がみられ、ごみ処分料金を徴収できる体制が整えられて

きたこともあり、ごみ処分料金の徴収額も大きくなっている。一方で、レジャフパヤム内には

ジュバ市からのアクセスも良いモゴロ村付近に巨大な不法投棄場が存在している。JCDS の管理

体制や治安状況が不安定である中、多くの民間収集業者がこの不法投棄場を訪れていることか

ら、レジャフパヤムはモゴロ不法投棄場においてもごみ処分料金を徴収している。モゴロ不法

投棄場の 2019 年 1 月から 2020 年 7 月までに徴収されたごみ処分料金の実績を表 2-12 に示す。 

なお、ジュバ市内で収集したごみのモゴロへの不法投棄抑制対策として、2021 年 4 月 14 日

付のジュバ市 CEO との MOU（資料 4 参照）にて、①JCC 及び民間企業の収集した全ての廃棄
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物は JCDS に投棄しなければならないことと、②モゴロ投棄場への搬入や不法投棄を行う等の

JCC の指導に従わない民間企業に対しては業許可の取り消し等の罰則を検討することの 2 点を

確認している。 

表 2-10 ジュバ最終処分場におけるごみ処分料金単価 

車両保有者 車種 ごみ処分料金（SSP/trip） 

JCC 

コンパクター 3,000 
オープントラック 2,000 
ダンプトラック 2,000 
トラクター 1,000 

民間収集業者 

コンパクター 5,000 
オープントラック 3,000 
ダンプトラック 3,000 
トラクター 1,000 

出典：調査団 

表 2-11 ジュバ最終処分場におけるごみ処分料金徴収実績（2019年 1月～2020年 7月） 

単位：SSP 
年月 2019 年 2020 年 
1 月 0 229,200 
2 月 6,000 349,000 
3 月 0 479,000 
4 月 0 524,300 
5 月 0 400,500 
6 月 0 163,000 
7 月 8,150 380,700 
8 月 0 - 
9 月 0 - 

10 月 0 - 
11 月 0 - 
12 月 0 - 
合計 14,150 2,525,700 

出典：調査団 

表 2-12 モゴロ不法投棄場におけるごみ処分料金徴収実績（2019年 1月～2020年 7月） 

単位：SSP 
年月 2019 年 2020 年 
1 月 403,900 768,500 
2 月 340,400 334,500 
3 月 347,250 99,500 
4 月 282,500 180,000 
5 月 450,550 422,000 
6 月 380,450 59,000 
7 月 394,450 275,200 
8 月 362,600 - 
9 月 167,770 - 

10 月 526,500 - 
11 月 637,550 - 
12 月 808,500 - 
合計 5,102,420 2,138,700 

出典：調査団 
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2-1-3 技術水準 

2-1-3-1 廃棄物関連事業全体の管理に関わる技術水準 

本プロジェクトの実施機関である DES-JCC では、市場ごみや商業ごみの廃棄物管理事業を実

施してきた。2011 年 10 月～2014 年 10 月には先行技プロが実施され、JCC と住民が協力し、廃

棄物管理事業を通じて民主的な行政の取り組みを行うことで、制度・機材・人材・予算のほと

んど無い状態から、廃棄物行政の基礎を作り上げていった。このような点より、本プロジェク

トを実施するに当たり、DES-JCC は一定レベルの技術水準に達していると判断できる。 

2-1-3-2 収集運搬の技術水準 

DES-JCC では、表 2-13 に示すように 2014 年時点で 129 トン/日のごみ収集の実績がある。こ

れは、本プロジェクト目標収集量 286 トン/日（2025 年）の 45 %に相当する。2 度の武力衝突に

より廃棄物収集機材が不足していることから、2020 年時点のごみ収集量は 30.2 トン/日（本プ

ロジェクト目標収集量の 11 %に相当）と低迷しているが、2020 年 7 月に本調査の支援により実

施した定時定点収集パイロットプロジェクトでは、遠隔指導にも関わらず JCC 側の主導により

約 100 世帯を対象に家庭ごみ収集を実施しており、DES-JCC は収集運搬事業に必要な運行管理

及びモニタリング技術を一定程度有すると評価できる（パイロットプロジェクトの詳細は、資

料 2-3-1「パイロットプロジェクト①（定時定点収集）」参照）。 

表 2-13 廃棄物収集車両の保有台数及びごみ収集量（2014年及び 2020年） 

  
DES-JCC 

ジュバ 
ブロック 

カトール 
ブロック 

ムヌキ 
ブロック 

合 計 

2014
年 *1 

運用 
車両 
台数 

コ ン パ ク タ ー 25m3  

（2012 年 8 月） 
2 3 3 2 10 

コンパクター14m3 0 1 0 1 2 
ダンプトラック 8m3 0 1 3 1 5 
トラクター(USAID) 0 2 2 2 6 
小計 2 7 8 6 23 

ごみ 
収集量 

日平均トリップ数 23 台×2 トリップ/日×56 % = 25.8 トリップ/日 
日収集量 25.8 トリップ/日×5t/トリップ = 129 t/日（45 %）*3 
マーケット・商店 129 t/日×72 % = 約 93 t/日（33 %）*3 
住宅 129 t/日×28 % = 約 36 t/日（13 %）*3 

2020
年 *2 

運用 
車両 
台数 

コ ン パ ク タ ー 25m3  

（2012 年 8 月） 
4 0 0 0 4 

ダンプトラック 8m2 3 0 0 0 3 
オープントラック 8m3 1 0 0 0 1 
トラクター(USAID) 2 0 0 0 2 
小計 10 0 0 0 10 

ごみ 
収集量 

日平均トリップ数 6.1 トリップ/日 
日収集量 30.2 t/日（11 %）*3 
マーケット・商店 約 29 t/日（10 %）*3 
住宅 約 1 t/日（0.3 %）*3 

*1：先行技プロ最終報告書、2012 年、*2：調査団、2021 年、*3：本プロジェクト目標収集量に対する割合 
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2-1-3-3 維持管理の技術水準 

既存車両整備ワークショップは、主に車両ガレージ（車庫）として機能しており、簡単な修

理設備が隣接しているが、修理能力は十分でない。しかし、JICA 専門家による技術協力や指導

等により、技術水準の向上が図られている。 

2-1-3-4 対象都市のキャパシティ・アセスメント 

キャパシティ・アセスメントの実施項目は 21 項目あり、結果は表 2-14 のとおりである。定

量的な評価項目は数字で示しており、定性的な評価項目及び総合評価は、3 段階で評価した。 

表 2-14 対象都市のキャパシティ・アセスメント 

No 評価項目 単位/内容 ジュバ市 レジャフパヤム 

1 収集率（2020 年時点） 
[%] 

= （収集量）/（発生量） 

13.4 % 
（DES-JCC：7.1 %、民

間収集業者：6.3 %） 
－ 

2 収入実績 [SSP/年] 
18,095,276.00*1 

（2016-2017 年） 
32,176,673.00 

（2018-2019 年） 

3 
収入全体に対するごみ

収集料金の割合 
（2016-2017 年） 

[%] 76 %*2 － 

4 支出実績（2018-2019 年） [SSP/年] 71,189,142.80*1 44,229,971.00 

5 
職員数（作業員も含む）

（2020 年 9 月時点） 
[人] 

435 
（DES-JCC） 

7 
（レジャフパヤム 
環境衛生局）*3 

6 
職員一人あたりの収集

量 
[kg/職員] 

= （収集量）/（職員数） 
16,662 － 

7 収集量あたりのコスト 
[SSP/トン] 

= （支出実績）/（収集量） 
9,800 － 

8 

廃棄物収集車両数（2020
年 9 月時点稼働車両） 

コンパクター （25m3） 4 － 
ダンプトラック（15m3） 3 － 
オープントラック（10m3） 1 － 

トラクター（8m3） 2 － 
計 10 － 

最終処分場運営機材数 
ブルドーザー 
（故障中） 

－ 1 

計 － 1 
9 収集実施形態（組織）  DES-JCC － 

10 

廃棄物収集車両メンテ

ナンスの実施 

[A: 日常及び定期点検, B: 
定期点検, C: あまり実施し

ていない] 
C C 

最終処分場運営機材の

メンテナンスの実施 

[A: 日常及び定期点検, B: 
定期点検, C: あまり実施し

ていない] 
C C 

11 トレーニングの実施 
[A: 頻繁に実施, B: あまり

実施,していない C: 実施し

ていない] 
C C 

12 収集形態 
住宅地 

収集なし 
（PP 実施中） 

－ 

市場 ステーション収集 － 
事業者 戸別回収 － 
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No 評価項目 単位/内容 ジュバ市 レジャフパヤム 

13 
収集に係るデータ管理

能力 

[A: よく管理されている, B: 
管理されている, C: あまり

管理されていない] 
C － 

14 苦情対応 [対応する組織] DES-JCC － 

15 住民の協力度合 
[A: 住民集会を容易に開く

ことができる, B: 開くこと

は可能である, C: 難しい] 
A － 

16 最終処分場名  － JCDS 
17 最終処分場運営組織  － レジャフパヤム 
18 最終処分場敷地面積 ha － 25 

19 最終処分場埋立地面積 ha － 

フェーズ 1 : 3 
（埋立完了） 
フェーズ 2 : 4 
（埋立中） 

フェーズ 3 : 4 
（未整備） 

フェーズ 4 : 5 
（未整備） 

20 最終処分方法  － オープンダンプ 

21 総合評価 
[A: よく管理されている, B: 
管理されている, C: あまり

管理されていない] 
C C 

*1 DES-JCC（廃棄物分野）の収支のみ 
*2ごみ収集料金以外の財源：一般廃棄物関連車両運行許可証発行料金、し尿処理業者許可証発行料金及び罰金 
*3 レジャフパヤムでは環境衛生局の新設を申請しているがいまだ承認を得られていない。最終処分場運営を実

務的に担う職員の職員数を記載している。 

2-1-4 既存施設・機材 

DES-JCC 及びレジャフパヤムの既存施設・機材の概要を表 2-15 に示す。 

表 2-15  DES-JCC及びレジャフパヤムの既存施設・機材 

組織名 種類 概要 

DES-JCC 
廃棄物収集車両 第 1 章 1-1-1-2 (3) 表 1-3 参照 
既存車両整備ワークショップ 第 1 章 1-1-1-3 参照 

レジャフパヤム 
最終処分場 第 1 章 1-1-1-5 表 1-5 参照 
最終処分場運営機材 第 1 章 1-1-1-5 表 1-5 参照 

出典：調査団 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 道路・交通 

車両整備ワークショップ建設予定地がある DES-JCC の敷地は、ジュバ市東部の市街地に位置

し、西側と南側は公道に接道する。 

2-2-1-2 電気 

建設予定地南側及び西側の道路沿いには既存電柱が設置されているが、配電が整備されてお
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らず、建設予定地内にある DES-JCC の既存管理棟及び既存車両整備ワークショップに公共電力

は供給されていない。JCC へのヒアリングにより、6.5 kVA の発電機を利用して既存管理棟の電

力を賄っており、燃料（ディーゼル）は建設予定地内の貯蔵タンクにて保管している。 

2-2-1-3 上下水道 

JCC へのヒアリング及び地形測量の結果から、敷地北東部に量水器があり、建設予定地には

上水配管が敷設されている。一方、下水配管は敷設されておらず、敷地北東部及び南東部の既

存トイレは、それぞれ浄化槽が設置され、浄化槽が満杯の際は、バキュームカーによる吸引処

理をしている。 

2-2-2 自然条件 

ジュバ市は、南スーダン南部に位置し、南北約 12 km、東西約 10 km に広がる首都である。建

設予定地は、ジュバ市東部のジュバブロック内にあり、ジュバ国際空港から南東に約 3.0 km、

白ナイル川から西側に約 500 m の地点に位置する。 

2-2-2-1 気象 

南スーダンは、国土のほとんどがケッペン気候区分で熱帯性気候に属し、雨季（4 月～10 月）

と乾季（11 月～3 月）を有する。ジュバ市の気象は、年間降雨量 1,052.9 mm、最高気温 37.2 ℃、

最低気温 19.9 ℃、そして年間平均風速 6 km/h（1.7 m/s）である。 

(1) 気温 

ジュバ市の平均最高気温は最も高い 2 月が 37.2 ℃、最も低い 7 月及び 8 月でも 32.0 ℃であ

り、年間を通して 30 ℃を超えている。ジュバ市の平均気温を表 2-16 及び図 2-5 に示す。 

表 2-16 ジュバ市の平均気温（平年） 

   単位： ℃ 

月 
気温 

月 
気温 

最高 最低 最高 最低 

1 月 36.4 19.9 7 月 32.0 21.7 

2 月 37.2 21.5 8 月 32.0 21.4 

3 月 36.3 23.0 9 月 32.4 21.7 

4 月 35.1 23.1 10 月 32.9 21.9 

5 月 33.7 22.9 11 月 33.9 21.6 

6 月 32.5 22.6 12 月 35.5 20.6 

  平均 34.2 21.8 

出典：C/P からのデータを基に作成（2009-2015） 

                    図 2-5 ジュバ市の平均気温（平年） 

(2) 湿度・降雨 

ジュバ市の最高平均湿度は 7 月の 81 %、年間平均湿度は 65.3 %である。降雨量は 7 月が最も
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多く 167.8 mm であり、年間降雨量は 1,052.9 mm である。このことから湿度は高いが、毎月の

降雨は比較的少ないことが分かる。車両整備ワークショップの作業ベイは、壁を設けず外部と

つながるオープンな作業場とすることにより、過度な室温や湿度上昇の回避を考慮する。平均

湿度を表 2-17 及び図 2-6 に、平均降雨量を表 2-18 及び図 2-7 に示す。 

表 2-17 ジュバ市の平均湿度（平年） 

   単位： （%） 

月 湿度 月 湿度 

1 月 44 7 月 81 

2 月 42 8 月 80 

3 月 51 9 月 77 

4 月 64 10 月 73 

5 月 73 11 月 69 

6 月 76 12 月 53 
  平均 65.3 

出典：Weather-Atlas 

図 2-6 ジュバ市の平均湿度（平年） 

表 2-18 ジュバ市の降雨量（平年） 

   単位：mm  

月 降雨量 月 降雨量 

1 月 10.3 7 月 167.8 

2 月 12.0 8 月 104.8 

3 月 47.3 9 月 106.3 

4 月 111.7 10 月 120.9 

5 月 141.3 11 月 68.7 

6 月 156.9 12 月 4.9 

  年間計 1,052.9 

出典：C/P からのデータを基に作成（2009-2015） 

図 2-7 ジュバ市の降雨量（平年） 

(3) 風速 

ジュバ市の最高平均風速月は 4 月及び 12 月の 8.0 km/h（2.2 m/s）であり、最低平均風速月は

7 月及び 11 月の 4.0 km/h（1.1 m/s）であり、年間を通してほぼ一定である。年間平均風速は 6.0 

km/h（1.7 m/s）となっている。ジュバ市の平均風速を表 2-19 及び図 2-8 に示す。 
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表 2-19 ジュバ市の平均風速（平年） 

   単位：km/h 

月 風速 月 風速 

1 月 6.0 7 月 4.0 

2 月 6.0 8 月 6.0 

3 月 6.0 9 月 -- 
4 月 8.0 10 月 6.0 
5 月 6.0 11 月 4.0 
6 月 -- 12 月 8.0 

  平均 6.0 

出典：weatherbase   「--」はデータ記載なし 

図 2-8 ジュバ市の平均風速（平年） 

(4) 地震 

1990 年 5 月、ジュバ北東 100 km にあるモンゴラ（Mongola）地域バール・アル・ジャバル

（Bahr al Jabal）にて地震が発生し、マグニチュード 7.2 を記録した。同地震による大きな被害

はなく、人命の喪失や被災した地域はほとんど無かった。また、同地震以降、マグニチュード

6.0 を超える地震の記録はない（出典：Earthquake Track）。 

2-2-2-2 地形 

ジュバ市は、南北に約 12 km、東西に約 10 km の中心市街地の広がりを持つ都市であり、市

街地の標高は 450 m から 600 m である。ジュバ市街地の西側には標高 744 m の山がそびえ、東

側には白ナイル川が南から北に向かって流れており、ジュバ市の北から国境にかけてスッドと

呼ばれる大湿地帯が広がっている。 

2-2-2-3 地質 

JICA「スーダン共和国 南スーダン・ジュバ市水道事業計画調査 事前調査報告書（2008 年）」

によると、ジュバ市及び周辺地域は広大な沖積平野にあり、南南西から北北西に向かってゆる

やかに傾斜している。 

ジュバ市は白ナイル川の左岸側に位置し、標高 500m 弱の平坦な地形が広がっている。表土

（沖積層）の層厚は数 m と全体に薄く、基盤が比較的浅い深度から分布する。基盤はプレカン

ブリアン紀に属する片麻岩を主に、部分的に花崗岩類などが分布している。 

2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 プロジェクトコンポーネント 

(1) 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

本プロジェクトにおいて環境社会配慮の対象コンポーネントは、車両整備ワークショップの

建設であり、本施設建設に関連する要素は、用地取得、建設予定地の造成、及び車両整備によ

り発生する排水汚染対策である。 
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(2) ベースとなる環境及び社会の状況 

建設予定地は、DES-JCC が所有する土地であり、建設にあたり用地取得は伴わない。また、

建設予定地は既にワークショップとして利用されている土地であり、自然保護地域ではない。 

2-2-3-2 プロジェクトの影響範囲 

本プロジェクトの実施に当たっては、JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づいて以下の点に

配慮する。 

(1) 汚染対策 

本プロジェクトにおける施設には、人体に影響を及ぼすアスベスト、ホルムアルデヒド等を

含む資材を選定・使用しない。さらに、工事中及び施設完成後を含め大気・水質汚染、騒音等、

環境に負の影響が生じないよう配慮する。 

なお、車両整備ワークショップは非常用発電機を含めた計画であるが、非常用発電機から生

じる排気、排熱、排煙、及び騒音に係る規制はない。また、本施設の作業ベイ及び洗車場から

油の混入した排水が流出されるため、油水分離槽を設置することにより、排水が本施設周囲の

地中に浸透することを防ぐ計画とした。 

(2) 自然環境 

車両整備ワークショップ建設の予定位置は、未使用の小規模な既存トイレ及び樹木が 2 本あ

り、撤去予定であるが、自然環境に影響を及ぼすような大規模な土地の造成や地形改変は無い。 

(3) 社会環境 

本プロジェクトは DES-JCC 所有の土地であり、敷地内オープンスペースに建設する計画のた

め、用地取得及び住民移転は伴わない。 

上記に基づき、本プロジェクトは JICA 環境社会配慮ガイドラインにおいてカテゴリーC（環

境や社会への望ましくない影響が最小限あるいはほとんど無いと考えられる協力事業）に分類

されると判断する。 

2-2-3-3 プロジェクトの周辺地域 

車両整備ワークショップの建設予定地は、ジュバ国際空港から南東に約 3.0 km に位置し、周

辺はショッピングモール、マーケット、ホテル、住宅等が立ち並ぶ市街地である。 

建設予定地は、概ね平坦な土地であり、DES-JCC の既存車両整備ワークショップ管理棟及び

既存車両ガレージが存在する。建設予定地の東・南・西側は、未舗装道路に接し、建設予定地

には入口に守衛棟がある東側道路から進入する。西側は、一部ガス・ステーションに接し、北

側隣地との境には高さ約 2.3 ～3.3 m の石積み塀が設置されている。 
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2-2-3-4 南スーダンの環境に係る規定、組織及び環境影響評価 

南スーダンでは、「国家環境方針 2015-2025」（2015 年）が策定されている。同方針では、環境

保護に関する包括的内容の一部に廃棄物管理が含まれており、南スーダンの廃棄物管理におけ

る課題や今後の取るべき方針等について述べられている。 

本プロジェクトに係る JCDS の初期環境影響評価（Initial Environmental Examination、以下「IEE」）

は MoEF によって 2013 年に実施されている。しかし、MoEF より IEE を実施してから時間が経

過しているので、環境監査（Environmental Audit、以下「EA」）を実施するように指導があった。

また、新車両整備ワークショップ建設予定地は、自然環境への負の影響や新規土地取得による

住民移転等の問題は無く、IEEまたは環境影響評価（Environmental Impact Assessment、以下「EIA」）

の承認は不要であるが EA は必要であることを確認した。 

なお、JCC は MoEF による EA の結果、車両整備ワークショップについて、①建物用途は既

存車両整備ワークショップと同一であり、土地利用に変更は生じないため、建設予定地にて計

画を進めること、②排水・排油処理方法は、油水分離槽を利用して適切に処分されること、に

おいて問題無いことを確認している。また、2021 年 7 月時点で JCDS の土地証明書を再発行中

であり、土地証明書が発行され次第、ジュバ郡が雇用したコンサルタントにより JCDS の EA が

実施される予定である。 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

2-3-1 想定される主なリスク及び具体的対応策 

本プロジェクト実施にあたり想定される主なリスク及び具体的対応策を表 2-20 に示す。 

表 2-20 想定される主なリスク及び具体的対応策 

分  類 想定されるリスク 具体的対応策 
1. 計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 
（プロジェクトのス

コープ・質） 

【需要変動リスク】 
2008 年の国勢調査に基づく人口推計を

用いて廃棄物発生量を推計しているこ

とから、廃棄物発生量の将来予測が実

態と乖離する可能性がある。 

【M/P 案の実施スケジュール見直し】 
M/P 案にて自主財源による機材調達を含め

た 10 カ年計画を策定している。想定より廃

棄物発生量が多い場合、M/P 案の実施スケジ

ュールを見直し、無償機材整備以降（2026 年

及び 2030 年を予定）の機材調達時期を早め

ることで不足する収集キャパシティを補填

する。 
1.2 地域状況分析 
（政治・社会・経済状

況、社会・商習慣、気

候、インフラ整備状況

等）（プロジェクトの

スコープ・質） 

【為替変動リスク】 
南スーダンでは外貨準備はほぼ枯渇

し、現地通貨の対ドル減価が継続して

いることから、輸入によるスペアパー

ツ確保ができず、部品調達不調による

機材修理困難、機材未稼働となる可能

性がある。 

【予防保全の徹底】 
可能な限りスペアパーツの現地調達が可能

な機種を選定する。また、ソフトコンポーネ

ントにて予防保全の技術指導を行い、故障削

減と故障の未然防止を図るとともに、調達期

間を考慮した。 

【物価変動リスク】 
南スーダンではインフレが常態化して

おり（物価上昇率 273 %）、当初設計時

の歳入見込みでは、運営・維持管理費が

【予算査定の導入】 
M/P 案に基づき、独立会計口座の活用及び予

算査定の導入により、毎年必要な料金徴収

率・徴収単価等の定期的な見直しを行う。 
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分  類 想定されるリスク 具体的対応策 
不足する可能性がある。  
【故障リスク】 
南スーダンの舗装率は 2.2 %（2012）と

非常に低く、未舗装道路の走行により

特に車体の重い車両は高頻度で故障す

る可能性がある。また、住宅街の道路は

狭く、大型車両の通行が困難である。 

【機種選定における留意】 
本プロジェクトの調達機材の機種選定にあ

たっては、未舗装道路の走行及びジュバ市内

全域への収集サービス拡大を想定し、適切な

大きさ及び機能を有する車両を選定した。 

1.3 関係者の分析・協

議・合意 
（プロジェクトのス

コープ・質・コミュニ

ケーション） 

【内容変更リスク】 
南スーダンでは廃棄物管理関連の法制

度が未整備のため、廃棄物管理事業に

係る責任分担（責任分界点）が不透明で

あり、関係者の合意が得られないこと

による事業計画の変更や事業遅延が想

定される。 

【JRSWMG による主導】 
M/P 案の策定にあたり、関係省庁へのヒアリ

ング調査を実施し、廃棄物処理責任の所在を

確認した。また、JRSWMG にて DES-JCC、
ブロック、レジャフパヤムを中心とする実施

機関の責任分担について協議を行っており、

将来発生する課題に対しても JRSWMG を通

じて継続的に組織間で解決に向けた協議、連

携が可能である。 
1.4 投入 
（タイム・コスト） 

【政情・治安悪化による事業中断リス

ク】 
本プロジェクト対象地域における外務

省の海外安全情報は、レジャフパヤム

で危険度レベル 4（退避勧告）、ジュバ

市内は危険度レベル 3（渡航中止勧告）

である。また、COVID-19 感染拡大が続

いており、政情・治安悪化や COVID-19
の影響による事業中断が懸念される。 

【安全対策計画及び予備的経費の計上】 
適切な安全対策を加味した投入を計画する。

（「3-2-5 安全対策計画」参照）また、治安悪

化等に伴う安全確保、工事中断、退避等に備

え、本プロジェクトでは機材調達の据付工事

費等及び設計監理費の 10 %の予備的経費を

概略事業費に計上する。 

2. 実施 
2.1 実施機関の組織・

体制 
【許認可遅延リスク】 
財務・経済計画省による免税措置や通

関手続きの遅延、監督機関による更新

計画未承認や補助金の承認遅延等によ

る事業遅延が想定される。 

【関係機関との覚書締結】 
財務・経済計画省を 2020 年 12 月 10 日署名

の M/D*の証人（Witness）に加え、免税措置

や通関手続きの遅延リスク軽減を図った。ま

た、必要な運営・維持管理費の確保に関し、

2021 年 2 月 10 日署名のジュバ市 CEO との

覚書*（MOU）、同月 15 日付の中央エクアト

リア州財務省との MOU、同月 17 日のジュバ

郡及びレジャフパヤムとの MOU によって確

認した。 

【組織再編リスク】 
南スーダンでは廃棄物管理関連の法制

度が未整備であり、また省庁や行政機

関の再編が頻繁に行われることから、

事業の継続性が確保されない可能性が

ある。 
2.2 実施機関の技術 【先方負担事項遅延リスク】 

アクセス道路やオフィス等を含む

JCDS の再建や新規機材用駐車場のた

めのフェンスの建設が先方負担事項と

なっているが、実施機関の技術・マネジ

メント能力の不足等により事業遅延、

事業効果の低減が生じる可能性があ

る。 

【調達計画における留意】 
並行して実施予定の技術協力プロジェクト

での最終処分場改善支援を想定し、前倒しで

最終処分場運営機材の重機（ブルドーザー及

びバックホウローダー）を現地納入する計画

とする（「3-2-4-2 調達上/施工上の留意事項」

参照）。 

【工事中の安全管理におけるリスク】 
工事中の安全防具の未着用、仮設足場

の金具の緩み等、現地工事作業者の安

全管理不備に基づく事故発生から工事

遅延が懸念される。 

【安全指導と点検】 
現地工事作業者への安全管理の徹底のため、

調達管理者は安全指導を定期的に行う。また

工事現場内に危険個所が発生していないか

日常点検を行う。 
2.3 実施機関の財務 【資金調達リスク】 

実施機関の予算不足による先方負担事

【関係機関との覚書締結】 
実施機関だけでなく、M/D や MOU にて、
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分  類 想定されるリスク 具体的対応策 
項の実施の遅延、未完了の可能性があ

る。 
MoEF、ジュバ市 CEO、中央エクアトリア州

財務省、ジュバ郡の上位機関による先方負担

事項へのコミットメントを確認している。 
2.4 実施に係る調達・

監理 
【事業遅延リスク】 
日本での調達機材の送付遅れ、ケニア・

モンバサ港における通関手続きや内陸

輸送時の国境通過許可手続き等の遅れ

による事業遅延が想定される。 

【調達計画における留意】 
現地税関や港での陸揚げ、国境通過手続き等

に係る時間を含めた余裕をもった調達スケ

ジュールを設定する。 

【建設資機材調達リスク】 
建設資機材に関し、現地調達が随時可

能な輸入品を使用するが、一時退避等

の現地社会情勢により、工程通りに資

材が搬入されず、工事遅延が懸念され

る。 

【調達ルートの検討】 
建設資機材の調達ルートを複数検討及び活

用し、資機材の確保を行う。資機材搬入時期

に余裕を持たせ、早めの納入手配を行う。 

3. 運営・維持管理 
3.1 組織・体制 【人員配置リスク】 

調達機材の運営・維持管理に必要な人

員が確保されない場合、適切な運営が

できない可能性がある。 

【関係機関との覚書締結】 
必要な運営・維持管理の要員の確保に関し、

2021 年 2 月 10 日署名のジュバ市 CEO との

MOU、同月 15 日の中央エクアトリア州財務

省との MOU、同月 17 日のジュバ郡及びレジ

ャフパヤムとの MOU によって確認した。 
【財務改善の強化】 
人員配置の遅延の主な原因は給料未払い等

の財務面であることから、後述するごみ処理

料金徴収や独立会計口座の利用等の財務改

善によって人員配置リスクの低減に努める。 
3.2 技術 【機材・施設損傷リスク】 

事故等による機材・施設の損傷や稼働

停止等のリスクが懸念される。 

【ソフトコンポーネント実施】 
ソフトコンポーネントにて予防保全による

故障の防止や労働安全衛生指導による巻き

込み事故等の防止のための指導を行う。ま

た、更新計画に基づく目標収集率の達成及び

成果の継続のため、機材の使用年数を維持で

きるように、故障時対応等、機材整備の指導

を合わせて行う。 
3.3 財務 【料金徴収・住民対応リスク】 

住民意識調査では平均 70 %の支払い意

思が確認されているが、ブロックでの

家庭ごみの定期的な収集及び住民から

のごみ処理料金徴収の実績が無いた

め、家庭ごみ収集開始後に、収集サービ

スや料金徴収が低迷する可能性があ

る。 

【JRSWMG による支援】 
安定した収集サービスの提供のため、

JRSWMG での DES-JCC から各ブロックへの

指導や QC 間の支援を行う。また、家庭ごみ

料金徴収額が不足した場合、ジュバ市からブ

ロックへの財務支援が行われる旨を、2021 年

2 月 10 日署名のジュバ市 CEO との MOU に

て確認している。 
【予算流用リスク】 
DES-JCC は独立会計口座を有している

ものの、活用されておらず、現在徴収し

ているごみ処理料金は必ずしも廃棄物

管理に資する目的で支出されていない

可能性がある。そのため、予算流用によ

る事業費不足が懸念される。 

【独立会計口座の活用】 
独立会計口座の適正な運用により徴収した

料金を廃棄物管理に利用する仕組みが制度

的に担保されることから、今後実施予定の技

術協力プロジェクトにて財務改善・強化の支

援が望まれる。独立会計口座の開設及び利用

に関し、2021 年 2 月 10 日署名のジュバ市

CEO との MOU、同月 17 日のジュバ郡及び

レジャフパヤムとの MOU によって確認し

た。 
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外務省南スーダン共和国基礎データ、https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_sudan/data.html、2016、及び 
African Development Bank (AfDB) Group (2013) “South Sudan: An Infrastructure Action Plan”を基に調査団作成 
*M/D: 協議議事録（Minutes of Discussion）、MOU: 覚書（Memorandum of Understanding） 

2-3-2 ソフトコンポーネント及び技術協力プロジェクトとの整合性の確保 

本プロジェクトにより調達・整備する機材及び施設の適切な運用・維持管理を行うために必

要な技術指導の検討・実施にあたっては、並行して実施予定の技術協力プロジェクトとの整合

性及び補完関係に留意する。本プロジェクトで実施する初期指導及びソフトコンポーネントで

は、表 2-21 に示すとおりに機材の運営・維持管理に対する支援を行う。 

表 2-21 初期指導・ソフトコンポーネント・技プロにおいて想定される維持管理に係る活動 

項  目 初期指導 
ソフト 

コンポーネント 
技プロ 

車両及び重機の運転・操作指導 ● － － 

予防保全技術指導 － ● － 
車両及び重機故障時対応指導 － ● － 
スペアパーツ・消耗品の保管・管理指導 － ● － 

労働安全衛生の徹底指導 － ● － 
車両及び重機の計画・運用支援 － － ● 

2-3-3 必要と想定される支援 

本プロジェクト実施おけるリスク回避または軽減のため、本プロジェクトのスコープ外にて

必要と想定される支援を以下に列記する。 

2-3-3-1 廃棄物管理法制度の整備 

南スーダンでは廃棄物管理に関する法制度が整備されていない。南スーダン側にて本プロジ

ェクトで策定支援を行った M/P 案の承認及び施行を確実に実施する必要がある。その上で、

JICA あるいは他ドナーによる M/P に則ったジュバ市廃棄物管理条例や規則の整備、JRSWMG

の組織強化、同グループの活動・経験を基盤に MoEF を座長とする南スーダンにおける廃棄物

管理プラットフォームの形成及び国家廃棄物管理戦略の策定等に係る支援が必要と考えられる。 

2-3-3-2 ごみ処理料金徴収システムの構築 

ごみ処理（処分）料金は各実施機関の主要財源であり、図 2-9 に示す流れで各実施機関の責

任の下、徴収及び管理を行う。DES-JCC の主要財源であるマーケット及び多量排出事業者から

のごみ処理料金徴収は、既に徴収実績があり、排出者の衛生環境改善及び廃棄物収集に対する

ニーズが高いことから、比較的安定した収入源であると想定される。特にマーケットからのご

み処理料金徴収は、収入額に占める割合が大きい（歳入全体の 82 %、2025 年）。他の収入源や

ブロックにおける住民からの料金徴収額が不足した場合、マーケットから徴収したごみ処理料

金の一部で補てんすることで、全体としての事業継続性を担保することが考えられる。 

一方で、徴収した料金が必ずしも廃棄物管理費用として活用されておらず、予算流用による

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_sudan/data.html%E3%80%812016
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事業費不足が懸念される。DES-JCC 及びレジャフパヤムは廃棄物管理専用の独立会計口座を有

しており、本口座の適正な運用により徴収した料金を廃棄物管理に利用する仕組みが制度的に

担保されることから、並行して実施予定の技術協力プロジェクトにて財務改善・強化の支援が

望まれる。 

 

図 2-9 ごみ処理料金徴収の流れ 

2-3-3-3 廃棄物収集計画の策定 

廃棄物収集機材の到着前に廃棄物収集計画を策定し、円滑な廃棄物収集車両の運用のための

準備を行う必要がある。廃棄物収集計画は JCC-DES が主体となって策定するが、過去に収集計

画を策定した経験が無い事から、JICA あるいは他ドナーによる技術的支援が必要と考えられる。

具体的には、廃棄物収集計画にて、調達機材による収集頻度、収集ルート、収集地点、人員体

制、配車計画等を具体化するとともに、M/P 案に基づき、定時定点収集の普及・定着に向けた

住民啓発アクションプランの策定支援が望まれる。 

2-3-3-4 廃棄物収集体制の整備 

ブロックにおける廃棄物管理事業の指揮系統が不透明であることから、並行して実施予定の

技術協力プロジェクトにてブロックの組織強化を支援することが望まれる。また、住民からの

ごみ処理料金徴収にあたっては、最小行政区分である QC を通じたコミュニティと連携した住

民対応及び意識啓発が必要となることから、ごみ処理料金徴収パイロットプロジェクトの実施

等を通じて、ブロックと QC の役割分担や連携体制に関しても明確化する必要がある。 

なお、2021 年 4 月 14 日付けのジュバ市 CEO との MOU（資料 4 参照）にて、①JCC 及び民

間企業の収集した全ての廃棄物は JCDS に投棄しなければならないことと、②モゴロ投棄場へ

ジュバ市役所
(環境衛生局)

ブロック

住民

マーケット
管理組合

事業者
（レストラン、ホテル、施設）

民間収集業者

マーケット店舗

許認可費用ごみ収集料金

ごみ収集料金

ごみ収集料金（直営収集の場合）

車両メンテ
ナンス費

レジャフパヤム

ごみ処分料金

ごみ処分料金

ごみ処分料金

税金（ごみ収集料金を除く全行政サービス）

マーケット管理費

ごみ収集料金

罰金

罰金

罰金

罰金

重機メンテ
ナンス費
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の搬入や不法投棄を行う等の JCC の指導に従わない民間企業に対しては業許可の取り消し等の

罰則を検討することの 2 点を確認している。JCC-DES にてこれらの取り組みが推進されるよう、

技術協力プロジェクトでも継続的なモニタリング等の側面支援を行うことが望ましい。 

2-3-3-5 廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材の維持管理能力強化 

DES-JCC、ブロック、レジャフパヤムの各実施機関は、本プロジェクトで実施する初期操作

指導及びソフトコンポーネントでの指導に基づき、収集運搬及び最終処分の運営・維持管理を

行うことが期待される。一方で、本プロジェクトの指導内容に基づく技能の定着には時間を要

すると考えられることから、JICA あるいは他ドナーによる予防保全の定着に向けた DES-JCC、

ブロック、レジャフパヤムでのルール作りや継続的なモニタリング、労働安全衛生管理体制の

強化、車両整備ワークショップにおける整備士内部講習制度の新設など、初期操作指導及びソ

フトコンポーネント実施後に、継続して調達機材の運営・維持管理能力の向上及び定着に必要

な制度面での支援が行われることが期待される。 

2-3-3-6 ジュバ最終処分場の再建 

廃棄物収集機材の到着前に JCDS での廃棄物受け入れ体制を整備しておく必要がある。その

ため、並行して実施予定の技術協力プロジェクトを念頭に、最終処分場運営機材の重機（ブル

ドーザー及びバックホウローダー）の調達スケジュールを前倒しにて計画しており、これらの

機材を活用した JCDS の再建に係る技術支援が期待される。 

また、将来的には M/P 案に基づき、JCDS の再建と持続可能な運営を目指し、JICA あるいは

他ドナーによる JCDS の運用に係る中長期計画の策定支援や、調達機材を活用した不法投棄場

の段階的な閉鎖といった支援が望まれる。 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

2-4-1 ジェンダー主流化への効果 

南スーダンでは本プロジェクト実施により、女性のみならず子どもや高齢者を含めた地域市

民全体の健康被害の低減、市民及び地方自治体とのコミュニケーション向上につながることが

期待されている。他方、本プロジェクトではジェンダー平等や女性のエンパワーメントに資す

る具体的な取組を実施するに至らなかったため、ジェンダー分類は、【対象外】GI（ジェンダー

主流化ニーズ調査・分析案件）に該当する。 

2-4-2 新型コロナウイルス（COVID-19）に係る対応 

2021 年 7 月時点の COVID-19 累計感染者数は 1 万人を超えており、COVID-19 感染拡大の影

響による事業中断が懸念される。本プロジェクトの設計・積算にあたっては、JICA 資金協力業

務部「設計・積算マニュアル補完編（追補）：新型コロナウイルス防疫対策にかかる経費につい

て（2020 年 11 月 11 日）」及び JICA 資金協力業務部「設計・積算マニュアル補完編（追補）：新

型コロナウイルス防疫対策にかかる経費について 各実施段階における運用方針（2020 年 11 月

11 日）」に基づき、新型コロナウイルス防疫対策費を計上している。また、安全確保、工事中断、
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退避等に備え、本プロジェクトでは機材調達の据付工事費等及び設計監理費の 10 %の予備的経

費を概略事業費に計上している。 

なお、2021 年 7 月時点、南スーダンでは全ての入国者に対して、事前に国家タスクフォース

発行の許可証の取得を義務付けられている。入国時、出発の 72 時間以内に発行された PCR 検

査陰性証明書（英語）を提示する必要があり、入国後は 14 日間の自主隔離が求められる。また、

南スーダンに渡航する際には査証が必要である。本プロジェクトの実施にあたっては、現場で

の感染防止対策として、マスクの着用、小まめな手洗い、うがいやソーシャルディスタンスの

確保を励行する。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 プロジェクト目標 

本プロジェクトは、ジュバ市において、廃棄物収集運搬機材及び最終処分場重機等の機材並

びに基本的な車両整備ワークショップの整備を行うことにより、廃棄物収集運搬及び最終処分

場運営の強化を図り、廃棄物管理サービスが持続的に実施され、もって同市の衛生環境向上に

寄与するものである。 

表 3-1 上位目標とプロジェクト目標 

 目 標 ・ 成 果 

上位目標 
ジュバ市において廃棄物管理サービスが持続的に実施され、同市の衛生環境が改善

される。 
プロジェクト目標 ジュバ市において廃棄物収集運搬及び最終処分場運営が強化される。 

プロジェクト成果 
ジュバ市において廃棄物収集及び最終処分場運営を行うために必要な機材が整備さ

れる。 

指標 
[定量的効果]ごみ収集率及びジュバ最終処分場への廃棄物運搬量 
[定性的効果]廃棄物管理行政サービスの向上、及び廃棄物適正処理による都市衛生環

境の改善 
出典：調査団 

3-1-2 事業内容 

本プロジェクトは、上記目標を達成するため、ジュバ市において廃棄物収集・最終処分及び

運営維持管理実施のための機材・施設を拡充する。また、本プロジェクトによる機材整備後、

JCC 及びレジャフパヤムの職員・運転手・作業員を対象にソフトコンポーネントを実施するも

のである。 

2020 年 12 月 10 日付及び 2021 年 5 月 17 日付 M/D 及び 2020 年 11 月 23 日に署名されたテク

ニカルノートに基づき、機材調達・施設建設の内容は以下のとおりとする。 

① 廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材、整備機材の調達 

② 機材の定期点検・整備・修理のための車両整備ワークショップの建設 

3-1-3 事業の直接的効果 

ジュバ市における廃棄物収集・最終処分及び運営維持管理実施実施のための機材・施設が拡

充されることにより、以下の直接的効果が期待できる。 

 JCC によるごみ収集量の増加 

 JCC によるごみ収集サービス裨益者の増加 

 JCC による車両整備実施回数の増加 

 JCDS におけるごみ埋立処分の改善 



 

3-2 

3-1-4 事業の間接的・長期的効果 

ジュバ市における廃棄物管理に関する計画として、先行技プロで作成された「ジュバ廃棄物

管理計画（2014 年）」及び、本プロジェクトで作成された M/P 案（2020 年）がある。M/P 案に

は 4 つの基本方針とそれらを支える重点項目が設定されており、重点項目には「住民参加によ

る定時定点収集の実施」、「現場での廃棄物事業の実施能力向上」、「JCDS の再建」、「予防保全を

基本とした維持管理体制の構築」及び「機材・施設整備による廃棄物管理能力の強化」等があ

る。本プロジェクトはこれら重点項目の達成に資するものであり、廃棄物収集運搬能力の向上

及び運営維持管理体系の構築・強化に貢献するものである。 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針（選定機材・規模に関わる方針） 

(1) 廃棄物収集車両 

効率的かつ衛生的な収集運搬を可能とするためのコンパクター及び、操作やメンテナンスが

容易であるダンプトラックを基本とし、ジュバ市の各ブロック（ジュバブロック・ムヌキブロ

ック・カトールブロック）が家庭ごみを、DES-JCC が多量排出事業者によって排出される商業

ごみをそれぞれ収集する。なお、商業ごみの一部は民間収集業者によって収集される。 

一方、市場ごみについては、多量にごみが排出される際に効率的な収集運搬が実施できるコ

ンテナキャリア及びコンテナを基本とし、DES-JCC が収集する。ただし、1 日あたりのごみ排

出量が 500 kg 以下のマーケットについてはコンテナを設置せず、収集運搬に効率的で衛生的な

コンパクター、もしくは操作やメンテナンスが容易であるダンプトラックでごみを収集する。 

車両容量については、ジュバ市内の道路は舗装率が非常に低いこと、車体の重い車両は故障

する頻度が高い傾向があること、住宅地の道路が特に狭いこと、日本メーカーの参入可能性等

を総合的に判断して、コンパクターは 12 ㎥、ダンプトラックは 10 ㎥、コンテナキャリア及び

コンテナは 8 ㎥とする。 

(2) 最終処分場運営機材 

最終処分場運営機材の種類は、最終処分場の運営に必要なブルドーザー（ごみ敷均し・転圧）、

バックホウローダー（覆土掘削等）、及びダンプトラック（覆土運搬）とする。これらの機材は

一般的な機材であり、最終処分場の運営だけでなく、現在ごみが散乱している場所の改善や新

規最終処分場の建設工事、他の土木工事等にも有効に活用できる。 

(3) 整備機材 

車両整備ワークショップの整備機材は、一般的な定期点検/整備・簡易修理に要される整備機

材・工具とする。また、レジャフパヤムの最終処分場事務所には、重機オペレーターによる維

持管理用として工具を調達する。 
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3-2-1-2 基本方針（施設設計に関わる方針） 

DES-JCC が所有する既存車両整備ワークショップ敷地内のオープンスペースに廃棄物収集車

両の定期点検や簡易な修理を可能とする車両整備ワークショップを新設する。本施設にて車両

の故障を未然に防ぐべく予防保全を徹底し、車両状態を良好に保ち、寿命を延伸することによ

り、維持管理費の縮減を図ることを目的とする。 

車両整備ワークショップの規模に関し、作業ベイの数は、①既存廃棄物収集車両 3 台、②本

プロジェクトにて新規導入する廃棄物収集車両台数、③ジュバ市が主体となる長期計画（目標

年次 2030 年）にて新規調達する廃棄物収集車両台数、④定期点検・整備・修理計画、に基づき

決定した。また、点検・整備・修理に用いる機材・工具類の大きさ、数量等を考慮し、安全に保

管する倉庫の規模を確定した。 

構造躯体は耐久性の高い鉄筋コンクリート構造とし、屋根は軽量で施工及び維持管理が容易

である溶融アルミニウム亜鉛合金めっき鋼板を採用する。その他の建設資機材、設備機器等の

仕様は現地調達事情を踏まえて決定した。 

3-2-1-3 自然環境条件に対する方針 

本プロジェクトの機材調達及び車両整備ワークショップの建設に係る自然条件に対する設計

方針は、下記のとおりである。 

(1) 建設予定地の地形・地質 

1) ジュバ最終処分場 

JCDS は、ジュバ市の中心地から南西約 10 km に位置する平坦な土地である。土質は花崗岩系

の一枚岩で構成されており、地表近辺は風化している。風化した花崗岩は固く掘削機でないと

掘削することが難しい。覆土の掘削用重機は当該地質を考慮して選定した。 

2) 車両整備ワークショップ 

車両整備ワークショップの建設予定地は、ジュバ市の中心地から北東約 2 km に位置する平坦

な土地である。本地域は先カンブリア時代（Precambrian）の片麻岩からなる基盤岩と、砂・礫

混じりシルト質砂・砂質シルトからなる被覆層から構成される。片麻岩は地表付近（深度 10～

15m ほどまで）では中風化するものの、硬質で N 値 50 以上を示す。被覆層は層厚が数 10cm～

2m 程度で、非常に良く締まっており N 値 50 以上を示すことから、車両整備ワークショップの

基礎を独立基礎とする。 

(2) 気温 

ジュバ市の平均最高気温は、最も高い 2 月が 37.2 ℃で、最も低い 7 月及び 8 月でも 32.0 で

あり、年間を通して 30 を超えている状況から、屋内の気温はさらに上がることが想定される。

車両整備ワークショップの事務室には空調換気設備を設け、倉庫及び発電機室には換気設備を

設ける方針とした。 
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(3) 湿度・降雨 

ジュバ市の年間平均湿度は 65.3 %であり、年間降雨量は 1,052.9 mm である。湿度は高いもの

の、毎月の降雨は比較的少ないことが分かる。車両整備ワークショップの作業ベイは、壁を設

けず外部とつながるオープンな作業場とすることにより、過度な室温及び湿度上昇を回避する。 

(4) 風速 

ジュバ市の年間平均風速は 6.0 km/h（1.7 m/s）となっており、ビューフォートの風力階級では

「階級 2：顔に風を感じる」程度である。ごみが飛散するほどの風力でないため、廃棄物収集車

両機材のコンテナは蓋なしとする。また、車両整備ワークショップの構造設計に係る基準風速

は、日本の基準風速の最小値である 30 m/s を採用した。 

(5) 地震 

1990 年のモンゴラ（Mongola）地域の地震以降、マグニチュード 6.0 を超える地震は南スーダ

ンでは発生していないものの、車両整備ワークショップの構造設計に係る地震力の検討におい

ては、安全を考慮し、日本同様にベースシア係数（最下層の地震層せん断力係数）は Cb=0.2 と

した。 

3-2-1-4 社会経済条件に対する方針 

市街地に位置する DES-JCC 所有の建設予定地は、既存車両整備ワークショップのオープンス

ペース部分に新設する。同敷地内には管理棟や車両ガレージが存在し、隣地境界には既存石積

塀や簡易な既存フェンスが存在する。建設後のセキュリティが確保されるよう、2021 年 5 月 17

日付 M/D において、建設予定地の整地、既存建屋（仮設トイレ）・樹木撤去、塀新設及び電力供

給が先方負担事項として合意されている。 

3-2-1-5 建設事情/調達事情若しくは業界の特殊事情/商習慣に対する方針 

(1) 建設事情 

南スーダンで生産される資材は少なく、骨材、ガソリン、軽油以外はケニアからの輸入に依

存することになる。したがって、資機材調達については、南スーダンに加え、ケニア、ウガン

ダ等の周辺国を含めた第三国調達も考慮し、現地調達が随時可能な資材を選定する。 

(2) 機材調達事情 

既存廃棄物収集車両について調査した結果、現地に販売代理店が無く、現地で調達すること

ができないため、ヨーロッパ諸国もしくはアラブ首長国連邦から調達しているのが実情である。

本プロジェクトで調達する廃棄物収集車両の仕様であれば、本邦メーカーで対応可能であるた

め、本邦調達とする。また、最終処分場運営機材については、覆土運搬用ダンプトラック、ブ

ルドーザー及びバックホウローダーを各 1 台整備する予定であるが、これらの重機については、

本プロジェクトで仕様を満たす機材が日本国内でほとんど製作されておらず、第三国（インド

共和国、ブラジル連邦共和国等）を含めた調達とする。 
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また、ジュバ市には民間の修理工場が複数社あり、民間修理業者で廃棄物収集車両や最終処

分場運営機材の修理が可能である。ただし、代理店については、最終処分場運営機材を扱う代

理店が 1 社あるが、メーカーが限定される。そのため、最終処分場運営機材を現地代理店以外

から調達する場合、ジュバ市内の民間修理工場と代理店契約する、もしくは、第三国の代理店

から技術者及び車両や機材のスペアパーツ等を供給することを検討する。 

3-2-2 基本計画（機材計画/施設計画） 

3-2-2-1 機材計画 

(1) 廃棄物収集車両計画 

M/P 案に基づき、2020 年を基準年次とし、中期計画の目標年次を 2025 年とする。中期計画

は、長期計画の準備期間の位置づけとし、長期計画の目標年次を 2030 年としている 7。本プロ

ジェクトでは、中長期計画に対し、2023 年に機材・施設整備後の運営指導を行い、適正な廃棄

物管理システムの定着を実施するため、2023 年を機材調達計画年次としている。2025 年にはジ

ュバ市内の廃棄物収集率 50 %を目標としているが、本プロジェクトだけで収集率をカバーする

のに必要な車両台数を全て賄うのは不可能であるため、既存車両を併用して必要台数を計画し、

目標を達成する予定である。車両としては、主に家庭ごみ収集用のコンパクター、マーケット

から排出される廃棄物を効率良く収集するためのコンテナキャリア、そして将来的に資源ごみ

の収集運搬までを考慮したダンプトラックを調達する計画である。 

収集した廃棄物は、レジャフパヤムによって運営管理されている JCDS へ搬入されるが、過

去の武力衝突の影響により管理が行き届いておらず、JCDS の傍に不法投棄場が形成されている

状況である。JCDS を整備するため、不法投棄場の改善や覆土に必要な最終処分場運営機材とし

て、覆土運搬用のダンプトラック、整地するためのブルドーザー、そして不法投棄物や覆土収

集用のバックホウローダーを調達する計画である。 

既存収集車両は十分な整備機材を保有していないことから、整備が行き届いておらず、故障

が頻繁に発生している。そのため、本プロジェクトで車両整備ワークショップを新設し、必要

性、効果、実施可能性、及び自立発展性の観点から必要な整備機材を調達し、2025 年までに予

防保全を踏まえた適切な運用及び維持管理を実現していく。 

1) 調達台数の検討 

廃棄物収集車両計画は、図 3-1 のフローに基づいて策定する。廃棄物収集車両計画において、

既存廃棄物収集車両の能力を評価し、適正な調達台数を算出する。 

 

                                                        
7 更新廃棄物管理計画「3.5.2 廃棄物量の将来予測」参照。 
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出典：調査団 

図 3-1 廃棄物収集車両計画の策定フロー 

① 計画ごみ収集量の設定 

(a) 発生量 

2025 年の家庭ごみ発生量について、人口については「World Population Prospects」（国際連合, 

2019）の公式推計値を適用する。ごみの発生原単位については 0.681 kg/人/日（2020 年のごみ発

生原単位である 0.65 kg/人/日からの推計値）を適用する。市場ごみ及び商業ごみ発生量につい

ては、基準年次（2020 年）のごみ発生量の推計結果を基準として、人口増加率にあわせてごみ

発生量が増加していくものとして推計を行った。各種ごみ発生量の推計は表 3-2 のとおり算出

した。 

表 3-2 各種ごみ発生量の算出式と推計発生量（2025 年） 

  算 出 式 
推計発生量 

(トン) 

家庭ごみ 
[対象年の推計人口]×[対象年のごみ発生源単位] 
500,000(人)×0.681(kg/人/日)÷1,000＝340.5≒341 (トン/日) 

341 

市場ごみ 
[前年のごみ発生量]＋[前年のごみ発生量]×[人口増加率] 
64.1(トン/日)＋64.1 (トン/日)×4.38(%)＝66.907…≒67 (トン/日) 

67 

商業ごみ 
[前年のごみ発生量]＋[前年のごみ発生量]×[人口増加率] 
132.9(トン/日)＋132.9 (トン/日)×4.38(%)＝138.721…≒139 (トン/日) 

139 

  547 

出典：調査団 

 

(b) 目標収集率 

本プロジェクトで作成された M/P 案では、中期計画（目標年次 2025 年）及び長期計画（目標

年次 2030 年）の JCC の目標収集率をそれぞれ 50 %及び 80 %と設定している。また、中期計画

の目標年次 2025 年は長期計画の経過点及び中間点であり、最終目標である 2030 年の収集率

80 %を目指す過程において 2025 年の目標収集率が 50 %と設定されている。 

ジュバ市においては、図 3-2 で示す通り設定した収集率 50 %は JCC の収集対象となる家庭

ごみ、市場ごみ、及び商業ごみそれぞれの収集率の積み上げた合計となっている（民間収集業

者による収集分も考慮すると収集率は 60 %程度である）。ごみ種別の収集率で考えると、家庭

上位政策（更新廃棄物管理計画案）

既存機材の積載率、稼働率、有効率
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ごみは 21 %、市場ごみは 8.2 %、そして商業ごみは 17 %の改善が求められる。 

これまで家庭ごみに関しては行政サービスとしての収集運搬はほとんど行われていなかった

が、2021 年 1 月に発出された中央エクアトリア州の廃棄物管理に係る命令により、ジュバ市で

は毎週土曜日に家庭ごみの定期収集を開始した。また、2021 年 3 月より一部地域を対象とした

料金徴収パイロットプロジェクトを JRSWMG 主導で開始しており、家庭ごみの定期収集の定

着及び料金徴収システムの構築に向けた C/P の意識・行動の変化がみられる。市場ごみについ

ては 2020 年時点で既に大半のマーケットで収集運搬が行われており、マーケットによっては一

次収集作業員の存在も確認されており、収集運搬体制が構築されている。さらに、マーケット

では DES-JCC の料金徴収員が料金徴収を実施している実績がある。本プロジェクトで整備され

る廃棄物収集車両を効率的に活用することで、収集量及び収集頻度の改善が見込まれることか

ら、継続した料金徴収が可能であることが想定される。ホテルや多量排出事業者からの商業ご

みについては、主に DES-JCC が収集を行い、その他排出事業者からの商業ごみは民間のごみ収

集業者が収集運搬を行っている。多量排出事業者が DES-JCC による収集サービスを受ける際は、

事前登録が必要であり、既に制度は導入されている。登録された多量排出事業者については、

継続して料金徴収が実施されている。しかし、ジュバ市内の全ての排出事業者が登録されては

いない。収集サービスの向上、ジュバ市の排出事業者登録制度の見直し及び改善を通して、DES-

JCC 及び民間収集業者による収集サービスを享受する排出事業者を増やし、収集量の増加を図

る。 

本調査にて支援した定時定点収集パイロットプロジェクトの実績から、64 %の住民が家庭ご

み収集に係るごみ料金支払い意思を示している。本プロジェクトによる機材整備によって収集

能力の大幅な増加が見込まれることから、目標年次における目標収集率 50 %は妥当と判断した。 

なお、アフリカ廃棄物管理データブック（2019、ACCP）によると、国間、都市間及び同都市

内の地区間で収集率について差があるとしているものの、アフリカにおける収集率は平均 50 %

程度であると述べられている。M/P 案では、本プロジェクトによって整備される廃棄物収集車

両の有効活用を含め、廃棄物管理事業の実施体制の構築・強化が計画されており、ジュバ市に

おいてもアフリカの平均収集率の達成を目指すことは可能と考えられる。 
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出典：調査団 

図 3-2 ジュバ市における収集量の比較（2020年・2025年） 

② 計画年次における既存機材の収集能力の評価 

廃棄物収集車両の収集運搬能力は、以下の式のとおり算出する。 

収集能力（トン/日）=容量（m3）×トリップ数（回/日）×比重（トン/m3）×積載率×稼働率×有

効率 

積載率： 廃棄物収集車両の 1 回当たりの公称運搬能力を 100 %とした場合の実際に積

載できる廃棄物量。本調査では 90 %と設定した。 
稼働率： 休日・待機日・修理日等の非稼働日なしで 1 日当たりの計画作業量を実施した

場合の合計作業量（日数）を 100 %とした場合の実際の作業量（日数）。本調

査では、週 6 日の稼働を想定して 86 %（＝6 日÷7 日）とした。 
有効率： 機材の老朽化に伴う稼働率の低下に関わる指標。本来可能であると考えられる

適切な稼働率での作業量（日数）を 100 %とした場合の実際の作業量（日数）。 

本プロジェクトにおける廃棄物収集車両の収集能力算出条件として、廃棄物収集車両の容量

を表 3-3、トリップ数を表 3-4、有効率を表 3-5、そして積載時の廃棄物の比重を表 3-6 にそれ

ぞれ示す。 

表 3-3 容量（2025年） 

車種 容量（m3） 
コンパクター 12 
ダンプトラック 10 
コンテナキャリア 8 

出典：調査団 
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表 3-4 トリップ数（2025 年） 

車種 トリップ数（トリップ/日） 
コンパクター 2 
ダンプトラック 2 
コンテナキャリア 3 

出典：調査団 

表 3-5 有効率（2025年） 

機材年齢 計画有効率（%） 
2023 年製造以降 100 
2020 年～2022 年製造 75 
2015 年～2019 年製造 50 
2005 年～2014 年製造 25 
2004 年製造以前  0 %（廃棄） 

出典：調査団 

表 3-6 積載時の廃棄物の比重 

車両 比重（トン/m3） 
コンパクター 0.50 
ダンプトラック 0.35 
コンテナキャリア 0.35 
出典：調査団 

計画年次における既存機材の収集能力は表 3-7 に示すとおりである。2020 年時点では DES-

JCC は 20 台の廃棄物収集車両を保有しているものの、そのうち 8 台のみ稼働しており、2 台は

スタンバイ、残りの 10 台は故障のため稼働していない。ただし、稼働車両数は必ずしも一定で

なく、故障と修理を繰り返しながら使用されている。加えて、保有する廃棄物収集車両のほと

んどが 1999 年以前に製造されていることから、計画年次においては 2011 年に製造されたコン

パクター以外は稼働していないものとみなす。 

表 3-7 既存廃棄物収集車両の収集運搬能力（2025年） 

車  両 

1 台当たり 合計 

容量

(m3) 

トリッ

プ数 
(回/日) 

比重 
（トン/ 

m3) 

積載率

（%） 
稼働率

（%） 
有効率

（%） 

収集運

搬能力 
（トン/
日） 

台数

（台） 

収集運

搬能力 
（トン/
日） 

コンパクター 25 2 0.5 90 86 25 4.8 3 14.4 

出典：調査団 

③ 不足する収集能力 

ジュバ市では家庭ごみは各ブロック、市場ごみ及び商業ごみは DES-JCC がそれぞれ収集を実

施することから、ごみ発生量を家庭ごみ及び市場ごみ・商業ごみに分け、家庭ごみについては

3 ブロックにおける発生量を人口分布に応じてさらに分け、不足する収集能力を算出した。ま

た、2025 年時点の既存車両はコンパクター3 台と想定されており、すべて DES-JCC の所有する

車両とする条件とした。以上のことから、2025 年に不足する収集運搬能力は表 3-8 のとおりで

ある。 
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表 3-8 2025年に不足する収集運搬能力（2025年） 

項  目 
廃棄物収集車両 

DES-JCC 
ジュバ 
ブロック 

ムヌキ 
ブロック 

カトール 
ブロック 

合計 

①ごみ発生量（トン/日）[割合] 
186.0 

[34 %] 
109.4 

[20 %] 
164.1 

[30 %] 
87.5 

[16 %] 
547.0 

[100 %] 
既存機材台数(台) 3 0 0 0 3 
②既存機材の収集運搬能力(トン/日) 14.4 0 0 0 14.4 
③収集運搬不足能力(トン/日)  

(①-②) 
171.6 109.4 164.1 87.5 532.6 

出典：調査団 

④ 調達台数の算出 

上記結果から、新規調達台数は表 3-9 に示すとおり算出される。積載率、稼働率及び比重は

既存機材と同じ条件とした。 

なお、コンパクターでは主に家庭ごみ及び商業ごみの収集を、ダンプトラックでは各種ごみ

収集を行うものとしているため、特にこの 2 車種については DES-JCC 及び 3 ブロックの計 4 組

織に整備する必要がある。ごみ発生量の割合に応じて各種車両を整備するが、DES-JCC につい

ては既存の廃棄物収集車両も一部継続して活用することを考慮して整備台数を検討した。なお、

市場ごみの収集は DES-JCC のみが行うため、目標年次における市場ごみ発生量に応じて算出し

たコンテナキャリア及びコンテナを DES-JCC に整備する。 

表 3-9 新規廃棄物収集車両の収集運搬能力 

車両 

1 台当たり 合計 

容量

(m3) 

トリッ

プ数 
(回/日) 

比重 
(トン/ 

m3) 

積載率

（%） 
稼働率

（%） 
有効率 
（%） 

収集運

搬能力 
(トン/
日) 

調達台

数(台) 

収集運

搬能力 
(トン/ 
日) 

コンパクター 12 2 0.5 90 86 100 4.6 20 184.0 
ダンプトラック 10 2 0.35 90 86 100 2.7 4 21.6 
コンテナキャリア 8 3 0.35 90 86 100 2.2 10 66.0 
         271.6 
出典：調査団 

表 3-10 に 2025 年のごみ発生量と既存機材及び新規機材のごみ収集量を整理する。なお、廃

棄物収集車両の新規調達台数算出の詳細については、「第 4 章 4-4 廃棄物収集車両の台数検討計

算」を参照する。 

表 3-10 既存機材及び新規機材のごみ収集量（2025年） 

No. 項目 ごみ収集量（トン/日） 
(1) 計画年発生ごみ量（トン/日） 547.0 
(2) 既存機材の収集運搬能力（トン/日） 14.4 
(3) 新規機材の収集運搬能力（トン/日） 271.6 

(2)＋(3) 合計収集運搬能力（トン/日） 
286.0 

[収集率：約 50 %] 
出典：調査団 
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2) 機材の仕様 

廃棄物収集車両の概略仕様は、以下のとおりである。 

① コンパクター 

ボディ容量：12 m3級 

ホッパー容量：1.0 m3以上 

ホッパー操作：機械式手動操作型 

汚水タンク：要装備 

シャーシ操作：左ハンドル、マニュアルトランスミッション 

駆動系：4 x 2 

② コンテナキャリア・リフトタイプ 

コンテナ容量：8 m3級 

シャーシ操作：左ハンドル、マニュアルトランスミッション 

駆動系： 4 x 2 

コンテナリフト PTO 操作：運転室から操作 

③ コンテナ 

コンテナ容量：8 m3級 

コンテナ形状：オープントップ、テールゲート下開きまたは観音開き 

④ ダンプトラック（廃棄物運搬用） 

ボディ容量：、3.5 t 級 

シャーシ操作：左ハンドル、マニュアルトランスミッション 

駆動系：4 x 2 

(2) 最終処分場運営機材計画 

1) 埋立処分計画 

最終処分場運営計画を以下に示し、最終処分場運営機材に求められる計画作業量を表 3-11 に

示す。 

【最終処分場運営計画】 

 受け入れ時間は午前 9 時から午後 6 時までの 9 時間とする。 

 重機の稼働時間は最大 8 時間とする。  

 覆土量は埋立ごみ量の 10 %（ごみ層 2 m 毎に 20 cm の覆土を行う）とする。 

 覆土は敷地内からバックホウローダーで掘削し、ダンプトラックで運搬する。 
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表 3-11 ごみ埋立量及び最終処分場運営機材の計画作業量（2025年） 

項  目 JCDS 備 考 
a. ごみ搬入量（トン/日） 291 注 1) 
b. ごみ比重（敷均し・転圧前） 0.8  
c. ごみ埋立量（敷均し・転圧前）（m3/日） 364 =a / b 
d. 覆土量（敷均し・転圧後）（m3/日） 36 c x 10 % 
e. 計画作業量   

e-1. ごみ・覆土転圧機材の作業量（m3/日） 400 =c+d 
e-2. 覆土掘削・運搬機材の作業量（m3/日） 36 =d 

注 1) 本プロジェクト目標収集量（286 トン/日）＋民間収集量（41 トン/日）－資源化量（36 ト

ン/日）= JCDSごみ搬入量（291トン/日） 

出典：調査団 

2) 最終処分場運営機材の調達方針 

① 機材の選定方針 

 最終処分場運営機材は、①ごみ・覆土敷均し転圧機材、②覆土掘削機材、③覆土運搬機材

とする。 

 ごみ・覆土敷均し転圧機材は、ごみや覆土の飛散を防止するために十分な転圧能力が必

要なことから 21 t クラス以上のブルドーザーとする。 

 覆土掘削機材は、覆土採取場の地質は硬質の粘性土であるためバックホウローダーとす

る。 

 覆土運搬車両は、覆土の運搬効率や不法投棄廃棄物の除去等の併用作業も考慮して 10 ㎥

クラス同等以上とする。 

② 機材の種類の選定 

最終処分場運営機材の種類を設計方針と計画条件から表 3-12 のとおり選定した。 

表 3-12 埋立作業用機材の選定 

名称 

計 画 条 件 最終処分場運営機材 
ごみ・ 

覆土埋立量 
（トン/日） 

計画地雨量 
計画地 
地質 

ごみ・覆土敷

均し転圧機材 
覆土 

掘削機材 
覆土 

運搬機材 

JCDS 291 多い 硬質粘性土 ブルドーザー 
バックホウロ

ーダー 
ダンプトラッ

ク 
出典：調査団 

③ 機材能力の設定 

最終処分場運営機材の標準作業量は我が国の各指針（国土交通省土木工事積算基準、道路土

工 施工指針）を基に以下のように算出する。 

【標準作業量の算出方法】 

1) ブルドーザー 
21 トン級ブルドーザー：600 m3/日 
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2) バックホウローダー 
以下の式により、標準作業量を算出する。 

Q = 3,600 x q0 x K x f x E / Cm  
Q:運転時間当たりの作業量（m3/h）、q0:バケット容量（m3）、K:バケット係数（0.45[バックホウ]、
0.4[ローダー]）、f（1/L）: 土量換算係数（1/1.5=0.66）、E:作業効率（0.5）、Cm:サイクルタイム（覆

土掘削作業：18 sec、覆土積込作業：36sec）（ ）内：採用した値 
バックホウバケット容量 0.3 m3級以上、ローダーバケット容量 1.0 m3の場合、運転時間当たり作

業量は、以下のとおり 8.9m3/時間と 13.2 m3/時間となる。 
Q= 3,600 x 0.3 x 0.45 x 0.66 x 0.5 / 18 = 8.9 m3/h 
Q= 3,600 x 1.0 x 0.4 x 0.66 x 0.5 / 36 = 13.2 m3/h 

3) ダンプトラック（15 t クラス） 
以下の式により、標準作業量を算出する。 

Q = 60 x C x f x E / Cm  
Q:運転時間当たりの作業量（m3/h）、C:1 回の積載土量（9.0 m3）、f: 土量換算係数（1.5）、E:作業効

率（0.9）、Cm:サイクルタイム（17 min）（ ）内：採用した値 
15t クラスの場合、運転時間当たりの覆土運搬作業量は、以下のとおり 42.9 m3/時間となる。  
Q= 60 x 9.0 x 1.5 x 0.9 / 17 = 42.9 m3/h  

3) 最終処分場運営機材の調達計画 

JCDS の最終処分場運営機材の調達計画を表 3-13 に示す。 

表 3-13 最終処分場運営機材の調達計画（2025年） 

項目 

計画 
作業量 
（m3/
日） 

新規機材 

台数 
（台） 

規格 
標準作業量 作業 

時間 
（時間） 

作業量 
（m3/日） （m3/時間） （m3/日） 

ごみ・覆土敷均し転

圧機材 
291 1 21 ﾄﾝ ｸﾗｽ - 600 - 600 

覆土掘削機材 36 1 
0.3 m3級ﾊﾞｹｯﾄ 8.9 - 4.1 36.5 
1.0 m3ﾊﾞｹｯﾄ 13.2 - 2.8 37.0 

覆土運搬機材 36 1 15 ﾄﾝ ｸﾗｽ 42.9 - 0.9 38.6 
出典：調査団 

4) 機材の仕様 

最終処分場運営機材の概略仕様は以下のとおりである。 

① ブルドーザー 

 形式：230 HP 以上 

 車体重量：21 トン級 

② バックホウローダー 

 ローダーバケット容量：1.0 m3級以上 

 バックホウバケット容量：0.3 m3級以上 

エンジン最大出力：80 HP 以上 

 車体重量：7.5 トン級以上 

③ ダンプトラック（覆土運搬用） 
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 ボディ容量：10 m3級、15 t 級 

 シャーシ操作：左ハンドル、マニュアルトランスミッション 

駆動系：6 x 4 

(3) 整備機材計画 

本プロジェクトによって、表 3-14 のとおり車両整備ワークショップでの一般的な定期点検・

整備及び簡易修理に要される整備機材・工具を整備する。また、表 3-15 のとおりレジャフパヤ

ムの最終処分場事務所には、重機オペレーターによる最終処分場運営機材の日常点検に要され

る維持管理用として工具を調達する。 

表 3-14 廃棄物収集車両用の整備機材リスト（案） 

番号 整備機材 単位 数量 電源 設置タイプ 
1 エアーコンプレッサー - - - - 

(1) エアーコンプレッサー 台 1 3 相 据付 
(2) エアーリザーバタンク 台 1 - 据付 
(3) エアーホースリール 個 3 - 持ち運び 

2 高圧洗浄機（モーター式） 台 1 3 相 持ち運び 
3 油圧ガレージジャッキ - - - - 

(1) 油圧ガレージジャッキ（2 トン） 台 1 - 持ち運び 
(2) 油圧ガレージジャッキ（5 トン） 台 1 - 持ち運び 

4 リジッドラック 組 2 - 持ち運び 
5 切削加工工具セット - - - - 

(1) 卓上ドリル 個 1 単相 据付 
(2) 電気ドリル 個 2 単相 持ち運び 
(3) ディスクグラインダー 個 2 単相 持ち運び 
(4) 砥粒カッター 個 1 単相 持ち運び 
(5) ベンチグラインダー 個 1 - 据付 
(6) コードリール 個 4 - 持ち運び 
(7) 鋼製のこ 組 1 - 持ち運び 
(8) 万力 組 1 - 持ち運び 
(9) きり及びのみセット 組 1 - 持ち運び 

(10) 共柄やすり 組 1 - 持ち運び 
6 タイヤチェンジャー - - - - 

(1) タイヤチェンジャー 台 1 3 相 据付 
(2) ホイールドーリー 台 1 - 持ち運び 
(3) タイヤレバー 組 1 - 持ち運び 

7 アーク溶接機 組 1 3 相 持ち運び 
8 ガス溶接・切断セット 組 1 - 持ち運び 
9 大型インパクトレンチ - - - - 

(1) 大型インパクトレンチ 3/4’’ 組 1 - 持ち運び 
(2) 大型インパクトレンチ 1’’ 組 1 - 持ち運び 

10 エアーブローガン 組 5 - 持ち運び 
11 エアコンガスマニホールド 組 1 - 持ち運び 
12 普通車両用工具セット 組 2 - 持ち運び 
13 大型車両用工具セット 組 1 - 持ち運び 
14 電気工具セット 組 1 - 持ち運び 
15 車両計測器具 - - - - 

(1) ノギス 個 1 - 持ち運び 
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番号 整備機材 単位 数量 電源 設置タイプ 
(2) マイクロメータセット 組 1 - 持ち運び 
(3) ダイヤルゲージ 個 1 - 持ち運び 
(4) マグネットベース 個 1 - 持ち運び 
(5) メジャー 個 1 - 持ち運び 
(6) タコメーター 個 1 - 持ち運び 
(7) トルクレンチ(1/2”, 20Nm 以下-

100Nm 以上) 
個 

1 - 持ち運び 

(8) トルクレンチ(3/4”, 100Nm 以下-
700Nm 以上) 

個 
1 - 持ち運び 

16 車両電気配線修理・点検セット - - - - 
(1) サーキットテスター 個 2 - 持ち運び 
(2) 車両電気配線修理キット 個 2 - 持ち運び 

17 急速充電器 台 1 単相 持ち運び 
18 グリス注油セット - - - - 

(1) グリスポンプ 個 1 - 持ち運び 
(2) グリスガン 個 1 - 持ち運び 

19 オイルドレーンパン 個 3 - 持ち運び 
20 廃油ドラム 個 3 - 持ち運び 
21 ワークベンチセット - - - - 

(1) 移動式ワークベンチ 台 3 - 持ち運び 
(2) スチールキャビネット 個 2 - 据付 

22 手動ドラムポンプ 個 2 - 持ち運び 
23 油圧プレス機 台 1 - 据付 
24 作業寝台 個 2 - 持ち運び 
25 塗装スプレーガン 個 1 - 持ち運び 
26 パレットトラック 個 1 - 持ち運び 
27 タップアンドダイスセット 組 1 - 持ち運び 

表 3-15 最終処分場運営機材の整備機材リスト（案） 

番号 整備機材 単位 数量 電源 設置タイプ 
1 大型車両用工具セット 組 1 - 持ち運び 

3-2-2-2 施設計画 

(1) 配置計画 

車両整備ワークショップの建設予定地は、建物や塀に囲まれ、高低差のほぼない平坦な土地

である。建設予定地への進入路は、セキュリティの観点から敷地南東部に 1 箇所のみとなって

おり、DES-JCC 職員の敷地への出入り口として使用されている。したがって、工事期間中は安

全への配慮から、仮囲いで建設現場周囲を囲み、工事用車両入退場メインゲートを西側接道部

分とし、DES-JCC 職員の行動エリアと明確に区分する。 

車両整備ワークショップは敷地形状の制約から、建設予定地の北側中央部に配置する。廃棄

物収集車両の入退場が容易となるよう、作業ベイは旋回スペースの確保ができる本施設東側に

配置した。 

なお、本施設は既存ガレージと併用し、既存ガレージのある本施設南側からアクセスするこ

と、既存トイレを使用すること、駐車場として合計 22 台（既存コンパクター3 台、新規導入コ
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ンパクター4 台、新規導入ダンプトラック 1 台、新規導入コンテナキャリア 10 台、及び予備駐

車スペース 4 台）のスペースが確保できることを DES-JCC と確認し、同意を得ている。 

1) 車両整備部門 

車両整備ワークショップの建設にあたり、長期計画（目標年次 2030 年）にて導入を計画する

対象車両 67 台の定期点検・整備・修理用作業ベイを次の式に基づき算出した。年間作業日数は、

土曜及び日曜日を除き 22 日/月とし、22 日×12＝264 日/年とする。 

 

作業ベイ数＝ 

 

   ＝ 

 

2) 条件設定 

① 標準作業時間 

JICA「協力準備調査設計・積算マニュアル補完編（建築分野）」（2019 年 10 月）のアフリカに

おける技能工は、日本の労務歩掛に対し 4.5 倍の補正係数を採用する。しかしながら、本プロジ

ェクトにおける 2030 年の要員計画では、1 ベイ当たり整備士 2 名、整備士補 1 名を計画してい

るため、上記補正係数 4.5 倍は過剰と査定し 2.0 倍とする。車両定期点検に掛かる標準作業時間

を通常日本にて 2 時間とすると、南スーダンでは 2.0 倍の 4 時間を要すると判断する。また、

整備士の 1 日の作業時間は、始業午前 9 時から終業午後 5 時で運営され、1 日の実働時間 8 時

間から休憩に係る時間を除き 6.5 時間を標準作業時間とする。 

② 整備対象台数 

2030 年を目標年次とする長期計画での整備対象は廃棄物収集車両のみであり、整備対象台数

は、M/P 案第 3 章の収集運搬機材概要（2030～2031 年）に基づく。 

対象台数合計 67 台の内訳は以下のとおりである。 

 ・コンパクター   （12 m3） ：45 台（うち 3 台は既存のコンパクター） 

 ・コンテナキャリア（8 m3） ：10 台 

 ・ダンプトラック （10 m3） ：12 台 

③ 年間定期点検の回数 

運転手による日常点検のほか、年に一度、整備士による定期点検を実施する。 

定期点検では、車両内部の部品摩耗や不具合の有無を点検し、運搬機材の安全性の確保に努

める。廃棄物収集車両の不具合要因を発見するため、日常点検では確認できない車両内部の部

品摩耗や劣化した部品の有無を点検する。  

定期点検整備の年間整備作業時間 

車両整備ワークショップの年間作業時間 

（標準作業時間）×（整備対象台数）×（年間整備回数） 

（年間作業日数）×（1 日の作業時間） 
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④ 1日の作業時間及び年間作業日数 

作業ベイ数＝ 
定期点検整備の年間整備作業時間  

車両整備ワークショップの年間作業時間  
   

＝ 
（4 時間）×（67 台）×（12 回） 

＝1.87 作業ベイ ⇒ 2 作業ベイ 
（264 日）×（6.5 時間） 

上記計算式により、車両整備ワークショップでの定期点検・整備・修理に要する作業ベイ 2 台

分に、長期車両修理用作業ベイ 1 台分を加え、計 3 台分の作業ベイと算定した。 

作業ベイ 1 箇所当たりの広さはコンテナキャリア・リフトタイプの点検・整備作業が可能な

広さとし、幅 5 m、奥行き 10 m、そして梁下高さ最低 5 m（コンテナキャリアの稼働高さ）以上

を確保した。 

(2) 洗車場 

車両のボディに付着した廃棄物による防食を目的とする洗車場を計画する。洗車による洗浄

水の作業ベイ内流入を防止するため、倉庫・事務所を隔てた施設の西側への配置とした。 

(3) 空調換気設備 

作業ベイは車両の出入りの容易性を確保するため、南北には壁を設けない計画とすることか

ら、空調換気設備は設けない。事務室内は空調設備（個別空調方式）及び機械換気設備を設け、

室内の熱気や臭気を外部へ放出し、室内温度を良好に保つための空調を行う。倉庫には臭気及

び排熱を目的とした換気設備、発電機室には臭気及び排熱、排気ガスの排出を目的とした換気

設備を設置した。 

(4) 電気設備 

建設予定地内には、DES-JCC の既存管理棟があり、ジュバ市電力の幹線から当該既存管理棟

に引込みがされる予定である。JCC との打合せの結果、相手国負担にて既存管理棟内で引込線

を分岐する。本プロジェクト開始前までに既存管理棟から車両整備ワークショップに至る地中

埋設配線を行う。相手国との工事区分を図 3-3 に示す。 
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図 3-3 電気工事区分 

ジュバ市では、朝から夕方にかけて停電が頻発しており、長い時は 1 時間ほどである。停電

理由は、事故以外に市内受電工事に係るエリア停電の発生である。ジュバ市街地電力供給事情

を鑑み、車両整備ワークショップ 1 階に発電機室を計画し、非常用発電機 1 機（50 kVA）を設

置する。非常用発電機による予備電源は、照明・空調換気設備・整備及び修理用機材の作動を

可能とする。 

(5) 車両整備ワークショップ整備機材・工具 

本プロジェクトによる車両整備ワークショップの整備機材は、一般的な定期点検・整備作業

に要される整備機材・工具を計画する。ただし、レジャフパヤムへ配備する最終処分場運営機

材の重機の日常点検も必要なことから、重機の日常点検用の工具も計画に含める。また、現地

調達可能な消耗品で稼働可能な整備機材とし、車両整備ワークショップの技術者の能力に応じ

た整備機材・工具とした。 

(6) 管理部門 

1) 事務室 

車両維持管理のための執務スペースとして事務室を設ける。現状の整備士人数は 4 名（整備

士長 1 名、整備士 2 名、整備士補 1 名）であるが、本施設の稼働時には合計 11 名（整備士長 1

名、整備士 6 名、整備士 3 名、及び事務員 1 名）を計画する。事務室には当該 11 名分の執務用

デスク及び車両機材に係る点検・整備記録等の資料保管スペースを確保する。 

2) 倉庫 

計画された整備機材・工具の紛失等を防ぐ観点から管理用スペースとして倉庫を計画する。

また、倉庫にはスペアパーツも保管が可能であり、更にスペースを有効活用し、一部の車両整

備機材を据付け、倉庫内でも作業が可能な計画とする。 
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以上から、車両整備ワークショップ計画の概要を表 3-16 に示す。 

表 3-16 施設（建築）の規模 

名称 施設概要 所要室 室数 
床面積

（m2） 

車
両
整
備
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

・ 構造 ：鉄筋コンクリートラーメン構造 
・ 屋根 ：溶融アルミニウム亜鉛合金めっき鋼板 
・ 壁 ：CB 組積、モルタル塗りの上塗装仕上げ 
・ 床 ：モルタル金鏝仕上げ（作業ベイ・倉庫） 

タイル貼り（事務室・屋外階段） 
・ 天井 ：仕上げなし（作業ベイ）、 

打ち放し補修+塗装（作業ベイ以外） 
・ 電気設備： 受電設備、照明・コンセント設備 

  50 kVA 非常用発電機 1 機 
  施設必要電気容量 11 kVA（415/240 V） 

・ 空調換気設備： 空気調和設備、換気設備 
・ 給排水衛生設備：給水設備、排水設備、油水分離槽 

 集水桝、雨水貯水タンク 
・ 消火設備： 消火器 
・ 避雷設備： なし 

作業ベイ 1 150.00 

倉庫 1 36.43 

発電機室 1 15.83 

事務室 1 52.27 

階段（屋外） 1 17.56 

洗車場（屋外） 1 60.10 

建築延床面積 272.09 m2 

（洗車場除く） 

出典：調査団 

3-2-3 概略設計図 

車両整備ワークショップは、地形測量結果に基づき、敷地の北側中央部に配置する計画とし

て JCC の同意を得ている。車両整備ワークショップの概略設計図を図 3-4 から図 3-9 に示す。 

 
図 3-4 配置図（案）1/700 
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図 3-5 GF平面図（案）1/200 

 

 
図 3-6 1F平面図（案）1/200 

（次ページに続く） 
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図 3-7 立面図（案）1/200 

 

 
図 3-8 断面図（案）1/200 

（次ページに続く） 
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図 3-9 断面図（案）1/200 

3-2-4 調達計画/施工計画 

3-2-4-1 調達方針/施工方針 

本プロジェクトの無償資金協力に係る交換公文（Exchange of Notes、以下「E/N」）・贈与契約

（Grant Agreement、以下「G/A」）締結後、南スーダン政府によって、本邦コンサルタントが選

定され、実施設計が実施される。実施設計結果に基づく入札図書の完成後、入札によって決定

した本邦調達業者と契約を行い、機材調達と施設建設が実施される。 

(1) 調達方針 

機材調達の入札に関しては本邦業者による日本製品の調達を原則とするが、一部のメーカー

に偏ることのない仕様とし、広く多くの調達業者・メーカーが入札参加できる内容とする。た

だし、重機については本邦業者の南スーダンに対応可能な代理店が無く、アフターサービスや

メーカー保証の観点から、本邦業者の参入が困難であるため、第三国調達も含めることに加え、

仕様の幅を広げることにより競争性を確保する。 

車両及び重機についてはそれぞれ、機材供給メーカーより派遣された技術者による操作・維

持管理に関する技術指導（実務を通じて行う教育トレーニング：On-the-Job Training、以下「OJT」）
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を行う必要がある。メーカーの技術者が現地で指導する事を前提とするが、南スーダンの治安

情勢が悪いため、メーカーの技術者の現地入りが困難なことも想定され、代理店による第三国

の技術者による指導、本邦からの遠隔での指導や、第三国での指導も必要に応じて検討する。 

また、本プロジェクトは施設建設の規模が小さく、施設建設のみで興味を示す本邦業者がい

ないため、同施設に整備する車両修理用機材も含む単独機材案件とし、一括発注方式とする。 

(2) 施工方針 

車両整備ワークショップ建設は、南スーダンにて一般的な鉄筋コンクリートラーメン構造を

採用する。本施設の計画規模及び内容から、コンクリート工事がクリティカルパスになると想

定されるため、柱や梁の躯体寸法が過大にならないよう、屋根材は軽量な溶融アルミニウム亜

鉛合金めっき鋼板を採用し、屋根荷重の軽減を図った。また、作業ベイ上部の屋根の高さと事

務所上部の屋根の高さを同一に設定することにより構造フレーム形状の単純化を図り、型枠工

事や配筋工事に係る作業負担を軽減する。また、廃棄物収集車両に係る整備機材の搬入及び据

付けを含むため、併せて最短工期となるような人員・建設機械配置を考慮した工程を策定する。 

3-2-4-2 調達上/施工上の留意事項 

(1) 調達上の留意事項 

1) 調達機材の納入スケジュール 

今後、JCDS の運営維持管理改善するための技術協力プロジェクトが本プロジェクトと並行し

て実施される予定である。そのため、表 3-17 に示す通り、メーカーの製作期間に合わせ、技術

協力プロジェクトに必要な重機を前倒しで現地納入する計画とする。納入時期は車両整備ワー

クショップの竣工と同時期を予定している。製作期間が短く、先行納入可能な車両整備ワーク

ショップ用整備機材、ブルドーザー及びバックホウローダーを対象とする。車両整備ワークシ

ョップ用整備機材には、重機の日常点検用の工具も含まれるため先行納品する。また、ダンプ

トラック（覆土運搬用）については、JCDS の覆土運搬に必要であるが、製作期間が長く、また、

技術協力プロジェクトの初期段階では重機で処分場の整地をするため、先行納品に含めない。 

表 3-17 各調達機材の現地納入予定時期 

調 達 機 材 現地納入予定時期 

1. 廃棄物収集運搬機材 
1-1. 大型コンパクター12 m3 2023 年 8 月 
1-2. コンテナキャリア・リストタイプ 8 m3 2023 年 8 月 
1-3. コンテナ 8 m3 2023 年 8 月 
1-4. ダンプトラック 10 m3、3.5t（廃棄物運搬用） 2023 年 8 月 
2. 最終処分場運営機材 
2-1. ダンプトラック 10 m3、15t（覆土運搬用） 2023 年 8 月 
2-2. ブルドーザー21t 2023 年 4 月 
2-3. バックホウローダー1.0 m3 2023 年 4 月 
3. 車両整備ワークショップ用整備機材 2023 年 4 月 

出典：調査団 
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2) 関税・免税手続きについて 

本プロジェクトで調達する資機材に関する南スーダン側の免税手続きは先方負担となるが、

煩雑な手続きが工期の遅延にも影響することから、請負業者は手続きの進捗に留意する必要が

ある。 

また、本プロジェクトで調達する資機材は、南スーダン自国での生産がほとんどなく、輸入

に頼ることとなる。輸入ルートとして、①スーダンから、②エチオピアから、③ウガンダ・ケ

ニアからが考えられるが、治安及び道路状況から、③だけが現実的である。 

ウガンダは内陸国であり、外国から船便での輸入はケニアのモンバサ港経由となる。ケニア

から南スーダンへは、ウガンダを通らない直接のルートはあるが、治安及び道路状況からウガ

ンダ経由が利用されている。 

また、南スーダンは、東アフリカ共同体（East African Community：EAC）に加盟しており、

本邦調達する機材については、ケニアのモンバサ港から保税輸送となるので、モンバサ港での

免税手続きに注意が必要である。 

① 南スーダンでの手続き 

ケニアのモンバサ港における免税手続きには、通関書類を含め、別途、以下の免税申請書類

が必要である。免税申請許可を得るには、免税申請書類を税関局に申請し、税関局の承認を経

て歳入庁（National Revenue Authority）から免税許可証が発行される。免税許可証を発行するの

に 10～14 日間程度要し、その後、申請書類一式が財務省から税関局を経て現地の貨物取扱業者

に渡される。その際に、国境通過許可証が発行される。 

【免税申請書類】 
 免税申請レター（請負業者発行、施主宛て） 

 施主のサポーティングレター（National Revenu Authority宛て） 

 施主サイン入り免税申請書（通関指定書類） 

 E/Nコピー 

 通関書類 

② ケニアのモンバサ港での手続き 

保税輸送の場合、ケニアのモンバサ港での通関・免税手続きが主体となる。通関手続きには、

以下の通関書類が必要となり、現地の貨物取扱業者とモンバサ港に常駐する南スーダンの税関

職員の立会のもと通関手続きが実施される。その際に、免税許可証が必要になるため、南スー

ダンでの発行手続きを円滑に進める必要がある。 
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【通関書類】 
 B/L原本 
 インボイス 
 梱包リスト 
 荷受人のパスポート会社登記証（荷受人が政府機関の場合は不要） 
 施主発行の通関手続きに係る委任状 

③ 国境での手続き 

保税運送は最初のモンバサ港での手続きが主体となるため、ケニア－ウガンダ間及びウガン

ダ－南スーダン間で、通関書類は必要であるが、免税許可証及び国境通過許可証で通過できる。

ただし、簡易手続きではあるが、手続きに時間を要することや、現地トラック業者の予期せぬ

ストライキも散見されるため、現地状況については注意が必要である。 

3) 機材調達国について 

本調査では、南スーダンは、欧州製車両の調達実績や米国製重機メーカーの代理店の存在が

確認できた。そのため、本プロジェクトでは、調達後のスペアパーツの入手にも留意し、第三

国調達も含める。 

(2) 施工上の留意事項 

1) 南スーダンの現地業者の活用 

ジュバ市には、建設工事を扱う総合工事会社が複数社ある。南スーダン内での労働者、運搬

用車両、建設工事機材等の現地調達並びに建設工事のための一般作業員は、現地下請施工業者

への発注を想定する。ただし、本プロジェクトは我が国の無償資金協力事業であり、技術協力

プロジェクトの実施工程との連携も必要になることから、工程管理、品質管理及び安全管理の

ためには、コンサルタントの日本人技術者による監理及び調達業者の日本人技術者による管理

が必須であると考えられる。 

2) 現地資機材の活用 

南スーダンにおいて、建設工事に使用する骨材は現地調達が可能である。骨材以外の資機材

はケニア等からの輸入となるため、現地産業の育成も考慮した施工計画を策定時し、骨材の活

用を図る。 

3-2-4-3 調達・据付区分/施工区分  

我が国と南スーダン側の施工負担区分は、3-3-1 に示すとおりである（表 3-26参照）。 

3-2-4-4 調達監（管）理計画 

我が国の無償資金協力制度に基づき、コンサルタントは概略設計の趣旨を踏まえ、調達監理

業務について一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑な業務実施を図る。コンサルタント

は、機材製品検査、現地初期操作指導及び運用指導、機材据付工事に含まれる車両整備ワーク

ショップ建設の工程進捗に併せて専門技術者を派遣し、調達業者を指導・監督し、計画に基づ
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いた工程管理、品質管理、出来形管理及び安全管理が実施されるよう努める。 

(1) 機材の調達監（管）理計画 

1) コンサルタントの機材調達に係る調達監理計画 

車両整備機材据付監理として日本人技術者 1 名、現地補助要員 1 名の配置を計画する。 

2) 業者の機材調達に係る調達管理計画 

初期操作指導として日本人技術者 2 名（廃棄物収集車両 1 名、整備機材 1 名）、第三国技術者

2 名（最終処分場運営機材）、現地補助要員 1 名の配置を計画する。 

(2) 施設の調達監（管）理計画 

1) コンサルタントの施設建設に係る調達監理計画 

調達（施工）監理として日本人技術者 3 名（建築技術者 1 名、構造技術者 1 名、設備技術者

1 名）、補助要員として現地建築技術者 1 名 の配置を計画する。 

2) 調達管理業者の施設建設に係る調達管理計画 

調達（施工）管理として日本人技術者 3 名（建築施工管理技術者 1 名、建築設備技術者 1 名、

事務員 1 名）、補助要員として現地建築技術者 1 名、現地事務員 1 名、オフィスボーイ 1 名 の

配置を計画する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

品質管理は、前述の調達監理として実施される。品質管理計画において、コンサルタントは

製作・納入された資機材及び建設された施設が、契約図書で要求されている資機材及び施設の

品質及び出来形を満足しているか否かを下記項目に基づき監理を実施する。品質管理計画につ

いては関連規格の有無及び妥当性等を踏まえて策定する。 

(1) 機材の品質管理計画 

1) 工場管理に基づく工程管理 

調達に係る請負業者の工場管理に基づく工程管理として、コンサルタントは請負業者の報告

から進捗状況を確認し、必要に応じて工程遵守の警告等を発する。なお、コンサルタントの調

達の工程管理として、以下の作業を実施する必要がある。 

 無償資金協力制度で要求される期間と機材製作に必要と考えられる期間を考慮し、必要

かつ十分な工期を設定し、機材調達契約条件となる計画工程表を作成する。この計画工

程表は入札図書で提示する。 

 入札時に請負業者の提示する工程が工期厳守に十分であることを確認する。 

 計画工程と請負業者の実績を比較しながら工程の進捗状況を確認する。 

 請負業者の工程が計画から大きく遅れてきた場合、請負業者に対する警告を発し、請負

業者の工期遵守と促す。また、必要に応じて工期遵守への対応策の検討・提案を行う。 
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2) 機材品質管理 

無償資金協力で調達する調達機材は、工場で製作される。したがって、請負業者の工場の管

理に基づく品質管理を原則とし、コンサルタントは完成時の性能検査確認等から機材品質を確

認する。なお、コンサルタントは品質管理のため、以下の業務を実施する。 

 基本設計を踏まえた機材仕様を入札図書で提示する。 

 入札時、請負業者の提案する機材が入札図書で規定した仕様を満たすことを確認する。 

 必要に応じ、入札図書規定より、詳細部分の仕様を請負業者の承認図書等で確認する。 

 工場製作完了時の品質検査の立会い及び／または検査結果報告書のレビュー等を通して

機材の品質を出荷前に確認する。必要に応じ、製品の手直し等を請負業者へ指示する。 

(2) 施設の品質管理計画 

1) 資機材の製造・生産現場への立会いまたは検査結果の確認 

調達する建設資材の鉄筋や型枠の加工は、本施設建設現場に作業スペースが確保できるため、

現場にて立会い検査を実施する。必要に応じて生産工場や組立工場等での立会い検査を実施し、

資材の品質確認及び製品検査証明等の照査を行う。 

2) 施設建設工事の施工図及び使用資材仕様書の照査 

車両整備ワークショップ建設工事に先立ち、施工図提出を調達業者に求め、内容を確認する。

また、現場搬入する資材の仕様書及び調達証明書の提出を求め、確実な品質確保を実施する。 

3) 出来形・仕上り状況の監理・確認 

現場では、工事段階毎に技術指導及び立会い検査を行い、不具合箇所は徹底的な手直しを実

施する。また、出来形検査では、施工図との整合を確認する。 

4) 検査記録 

現地で雇用する 現地建築技術者 に対し、管理要領を指導し、施工段階に応じて各部材・工事

毎の検査記録を義務づけるとともに効率的で確実な監理を実施する。施設建設に係る主な品質

管理項目を 表 3-18に示す。 
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表 3-18 施設建設品質監理項目（案） 

工 事 名 管理項目 試験（検査）方法 試験頻度 
土工事 地耐力 平板載荷試験もしくは簡

易支持測定（設計許容支

持力以上） 

2 カ所以上 

締め固め度 目視検査 基礎底面全箇所 

CBR 試験 土間コンクリート下部 
根伐り法面角度 
床付精度 

計測（1:0.8 以上勾配） 
計測 

 

搬入土質検査 
（必要に応じて） 

粒度試験 土取場 1 か所毎 

型枠工事 出来形 寸法検査・写真 全部材 
材料検査 板厚・材質・変形 全部材 
組立検査 目視（隙間・補強材・スペ

ーサー） 
全部材 

鉄筋工事 引張強度 引張強度試験もしくはミ

ルシート 
（BS 規格以上） 

サイズ・鋼種毎 1 回 

品質全般 ミルシート サイズ・鋼種毎 1 回 
配筋検査 本数・径・鉄筋間隔・継ぎ

手長さ・定着長さ・被り厚

さ 

コンクリート打設前・全

箇所 

コンクリート工事 骨材粒度 振い分け試験 採取場 1 か所毎 
試験練り 配合・水セメント比・圧縮

強度・スランプ・塩分濃度

試験 

1 回（各設計強度毎） 

圧縮強度 圧縮強度試験 
（設計基準強度+補正値

＋割増し） 

打設部位毎 1 回 

スランプ スランプ試験 打設毎 
塩化物量 カンタブ試験 打設部位毎 1 回 

 コンクリート温度 打込み時コンクリート温

度 
（35 ℃以下） 

打設毎 

 出来形（型枠解体後） 計測 全部位 
組積工事 コンクリートブロック品

質（4N/mm²以上） 
工場検査・配合・圧縮強度 種類毎 1 回 

建具工事 建具品質 目視・計測 搬入時 
電気工事 電線 絶縁テスト 

通電テスト 
 

出典：調査団 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 機材の調達計画 

機材調達には廃棄物収集車両、最終処分場運営機材及び車両整備ワークショップ用整備機材

を含む計画とする。日本及び第三国調達機材は、ケニア・モンバサ港に到着後に通関手続きが

行われる。モンバサ港の常駐している南スーダン側の税関職員が立ち会いのもと、同職員がニ

ムレ（ウガンダと南スーダン国境の都市）の税関職員と調整し、通関手続きが行われる。また、
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免税許可証と同時に、保税輸送の国境通過許可証が発行され、輸送用トラックでジュバ市内へ

陸上輸送される。内陸輸送をも含め、ジュバ市での引き渡しまでを調達業者の業務区分とする。 

1) 廃棄物収集車両 

本プロジェクトで調達される廃棄物収集車両は、日本製であることを前提とする。南スーダ

ンにおける既存の廃棄物収集車両の一部は日本製であるが、現地代理店は存在しない。そのた

め、簡易修理や保守を JCC の既存ガレージで実施しているが、技術を要する修理については民

間の修理工場に委託している。現状、スペアパーツはジュバ市のマーケットや第三国から調達

しているが、供与後、正規スペアパーツを代理店から購入する必要がある。過去の類似案件で

の調達実績も勘案し、以下を最低限必要な条件とする計画である。 

・ 調達後 1 年間の整備及び交換を保証すること。 

・ 車両メーカーの製造となるシャーシ部、架装メーカーの製造となるボディ部双方のスペ

アパーツを調達すること。 

2) 最終処分場運営機材 

本プロジェクトで調達される最終処分場運営機材のうち、ブルドーザーについては、本邦調

達可能なメーカーがない。また、バックホウローダーについても、ブルドーザーと同様に日本

のメーカーからの販売許可の制約や、仕様を満足するのが困難である。従って、第三国調達も

含めた調達とする。これらは現地で第三国の代理店があり、また、民間修理工場で修理可能で

あることも確認している。スペアパーツについては、廃棄物収集車両と同等の方針に基づき選

定する。また、項 3-2-4-2(1)で前述したとおり、重機（ブルドーザー及びバックホウローダー）

については、竣工と同時期に納入する計画とする。 

3) 整備用機材 

JCC との協議並びに車両整備ワークショップの建設目的である定期点検及び事前修理を勘案

し、車両整備ワークショップに付帯する機能として、必要とされる整備用道工具・機材につき、

品目及び数量を検討した。本プロジェクトで新規に調達する車両の点検保守・修理を対象とし、

竣工と同時期に納入する計画とする。 

また、レジャフパヤムへ供与する最終処分場運営機材であるが、重機の運転手が点検保守に

必要な整備機材も同様に竣工と同時期に納入する計画とする。 
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表 3-19 機材調達区分（案） 

項  目 
調 達 国 

備  考 
現 地 日 本 第三国 

廃棄物収集運搬機材 
（交換部品一式含む） 

－ ○ － 
 

最終処分場運営機材 
（交換部品一式含む） 

－ ○ ○ 

本邦調達も含めるが、現状、

調達可能な日本メーカーの

販売が難しく、第三国調達が

有望 
車両整備ワークショップ用 
整備機材（点検保守・修理）注） 

－ ○ － 
現地代理店が無いため、日本

から調達 
割合 0.0 % 81.1 % 18.9 %  

出典：調査団  

注）車両整備ワークショップ用整備機材には、重機の点検保守用の機材も含まれる。 

(2) 建設資機材の品質管理計画 

1) 建設用資材及び設備 

建設資機材の調達計画では、建設資材、設備、建設機械借上げを計画する。上記の機材調達

と同様に通関後の内陸輸送を含め、建設予定地での引き渡しまでを調達業者の業務区分とする。

調達国は表 3-20 に示すとおりである。本プロジェクトの車両整備ワークショップ建設に必要な

資機材には、建築基礎・構造物、給排水衛生設備、空調換気設備及び電気設備が含まれる。 

表 3-20 建設資機材調達区分（案） 

資 機 材 名 
調達先 生産地 

備 考 
現地 現地産 輸入品 

1．建設資材関係 

(1) セメント ○ － ○ ケニアを想定 

(2) 骨 材 ◎ ◎ －  

(3) 型 枠 ○ － ○ ケニアを想定 

(4) 鉄 筋 ○ － ○ ケニアを想定 

(5) 軽量鉄骨 ○ － ○ ケニアを想定 

(6) 建具 ○ － ○ ケニアを想定 

(7) 塗料 ○ － ○ ケニアを想定 
(8) 設備機器 

・ 電気配線 
・ 照明設備 
・ 空調換気設備 
・ 非常用発電機 

○ － ○ ケニアを想定 

(9) 給排水管 ○ － ○ ケニアを想定 

2．建設機械 
(1) 建設重機 ○ － ○ ケニアを想定 

(2) 車両 ○ － ○ ケニアを想定 

3．その他 
(1) ガソリン、軽油 ◎ ◎ －  

出典：調査団 

◎：現地調達・生産可能な建設資機材 〇：現地調達可能な第三国生産の建設資機材 
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3-2-4-7 初期操作指導･運用指導等計画 

機材の引き渡しに際し、取扱説明及び維持管理に係る説明が必要であり、これをメーカーの

技術者が行う計画とする。技術者数は、車両機材関連が 1 名（シャーシ含む架装部）とし、重

機についてはブルドーザー及びバックホウローダーでメーカーが異なるため各 1 名、そして整

備機材 1 名の計 4 名とする。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

ジュバ市は 2012 年に中古コンパクターを購入したが、購入時点から整備状態が悪く、油圧や

ブレーキの不調、スタビライザーの破損、電気系統の故障、エンジンや燃料ポンプの不具合な

どの複数の故障が重なり、修理が困難な状況である。そのため、現在はほぼ全ての車体が稼働

しておらず、ダンプトラックやトラクターによる非効率な収集が行われている。また、レジャ

フパヤムでは 2013 年に JICA「ジュバ廃棄物管理能力強化プロジェクト」によって整備された

ブルドーザーが過去度重なる武力衝突によって被害を受けたまま長期間放置されており、複数

箇所にわたって故障が見受けられたため故障原因が特定できないため、結果的に修繕には至ら

なかった。 

以上のように、DES-JCC 及びレジャフパヤムともに、廃棄物収集車両及び最終処分場運営機

材のメンテナンス能力を十分に具備しているとは言えない。新規車両を導入するにあたり、全

調達機材を総合的に維持管理する体制構築が不可欠である。また、本プロジェクトでは市内の

3 つの行政区画であるブロック（区役所）が収集を行うが、コンパクターによる収集運搬は初め

ての導入であり、収集作業時の作業員の巻き込み事故や大型コンテナ使用の作業時事故などの

予防措置が重要である。 

廃棄物収集車両については、日常点検は DES-JCC 及びブロックの運転手、定期点検及び簡易

的な修理はジュバ市車両整備ワークショップ、そして大規模な修理は民間の車両整備ワークシ

ョップが実施することを想定している。一方最終処分場運営機材については、洗車や外装の目

視チェック等を含む日常点検はレジャフパヤムの重機オペレーター、オイル交換等を含む定期

点検はジュバ市車両整備ワークショップ、そして大規模な修理は民間の車両整備ワークショッ

プが実施することを想定している。前述のとおり、新設する車両整備ワークショップでは「予

防保全」の徹底を図るため、整備士や運転手に対して、メーカーによる初期操作指導及び運用

指導に加え、ソフトコンポーネントで日常点検、故障時対応等の技術指導が必要である。また、

収集作業時の作業員の巻き込み事故や大型コンテナ使用時の事故、最終処分場での重機とウェ

ストピッカーの接触事故等のリスクが伴うことから、調達機材に関連する重大事故の防止や作

業員のけがや病気による稼働率低下を予防するため、機材整備に合わせて運転手・作業員への

安全指導が必要である。 

上記の状況を踏まえ、ソフトコンポーネントでは、本プロジェクトで整備する機材の円滑な

導入及び長期間にわたり適正に運営・維持管理するための支援を通じ、対象地域における廃棄
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物管理能力の向上を図るとともに、効率的かつ労働安全衛生に配慮した廃棄物収集サービスの

提供及び適切な埋立処分の実施を実現し、協力成果の持続性を確保することを目的とした技術

的支援を行う。なお、本プロジェクトと並行して、技術協力プロジェクトの実施が予定されて

いることから、ソフトコンポーネントは技術協力プロジェクトとの整合性を保ち、補完する役

割を担う。 

(2) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの実施により、以下の成果を想定している。 

成果① 廃棄物管理従事者が予防保全技術を習得する。 

成果② 車両整備ワークショップの整備士が車両及び重機の故障時対応の手順及び修理

技術を習得する。また、JCDS 監督職員が最終処分場運営機材故障時の対応手順

及び委託管理を習得する。 

成果③ 車両整備ワークショップ及び JCDS におけるスペアパーツ・消耗品の保管・管

理体制が整う。 

成果④ 廃棄物管理従事者が労働安全衛生の知識を習得する。 

(3) 成果達成度の確認方法 

成果達成度を確認するための成果・指標とその測定方法を表 3-21 に示す。 

表 3-21 成果達成度の確認方法 

成  果 指  標 測定方法 
【成果①】 
廃棄物管理従事者が予

防保全技術を習得す

る。 

1. 調達機材（車両、重機及び整備機材）の予防保全

技術をとりまとめた文書はあるか。 
 予防保全指導書 

2. DES-JCC 及びブロックの廃棄物収集車両の運転手

（又はその監督者）は「日常点検表」に基づき的

確に車両の点検ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
3. レジャフパヤムの最終処分場運営機材の運転手及

び重機オペレーター（又はその監督者）は「日常

点検表」に基づき的確に機材の点検ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
4. 車両整備ワークショップの規模、能力に応じて、

調達機材の「定期点検予定表」は整備されている

か。 

 予防保全指導書（定期点

検予定表を含む） 

5. 車両整備ワークショップの整備士（又はその監督

者）は「定期点検表」に基づき的確に調達機材の

点検作業ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
6. レジャフパヤムの処分場監督職員は、「定期点検

表」に基づき、適確に最終処分場運営機材点検の

委託管理ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
【成果②】 
車両整備ワークショッ

プの整備士が車両及び

重機故障時の対応手順

及び修理技術を習得す

る。また、処分場監督

職員が最終処分場運営

機材故障時の対応手順

1. 廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材の故障時

対応の手順をとりまとめた文書はあるか。 
 故障時対応指導書 

2. 車両整備ワークショップの規模、能力及び故障・

不具合の程度に応じて車両及び重機故障時の対応

手順が整理され、ジョブカードの使用手順が車両

整備ワークショップ整備士及び処分場監督職員等

の関係者に周知されているか。 

 故障時対応指導書（ジョ

ブカードを含む） 
 セミナー・研修記録 

3. データ管理システム（車両台帳や修理記録等の記

録簿）は整備されているか。 
 故障時対応指導書 
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成  果 指  標 測定方法 
及び委託管理を習得す

る。 
 車両及び重機台帳及び修

理記録簿 
4. 車両整備ワークショップの整備士は「故障時対応

指導書」に基づき的確に車両及び重機の修理作業

ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
5. レジャフパヤムの処分場監督職員は「故障時対応

指導書」に基づき的確に最終処分場運営機材の修

理委託管理ができるか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
【成果③】 
車両整備ワークショッ

プ及びシュバ最終処分

場におけるスペアパー

ツ・消耗品の保管・管理

体制が整う。 

1. スペアパーツ・消耗品の保管・管理台帳（指導

書）は整備されているか。 
 スペアパーツ・消耗品の

保管・管理台帳（指導

書） 
2. スペアパーツ・消耗品の保管・管理台帳に基づく

管理方法が記録作業員、事務員及び調達担当職員

等の関係者に周知されているか。 

 セミナー・研修記録 
 

【成果④】 
廃棄物管理従事者が労

働安全衛生の知識を習

得する。 

1. 廃棄物管理従事者の労働安全衛生の知識を分かり

やすくまとめた文書はあるか。 
 労働安全衛生指導書 
 安全指導用リーフレット 

2. 廃棄物管理従事者は、廃棄物収集車両及び最終処

分場運営機材による重大事故防止のための安全対

策を正しく理解しているか。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
3. 廃棄物管理従事者は、安全具の着用などの労働衛

生改善のための取り組みを正しく理解している

か。 

 セミナー・研修記録 
 研修理解度確認テスト

（合格基準 80 %） 
出典：調査団 

(4) ソフトコンポーネントの活動内容 

メーカーによる初期指導には含まれない以下の活動を、ソフトコンポーネントにて実施する。 

表 3-22 ソフトコンポーネントの活動内容 

成果 活動概要 活動内容 
成果① 活動①：予防保全技術指導 

活動①-1：予防保全指導書の作成 定期点検計画の作成方法や日常点検表及び定期点検表の使

用手順などの予防保全技術についてとりまとめたマニュア

ルを作成する。 
活動①-2：運転手・重機オペレーター

への日常点検研修 
運転手・重機オペレーターに対して、車両外装や部品の目

視確認、ブレーキ等の動作確認、エンジンオイル等の消耗

品の点検などの日常点検に関する講義及び実技指導を行

う。 
活動①-3：車両整備ワークショップの

整備士への定期点検研修 
車両整備ワークショップの整備士に対して、調達機材（車

両・重機及び整備機材）の定期点検マニュアルに基づく定

期点検の実施及びエンジン装置、シャーシ装置、電装・油圧

装置等の点検・修理技術に関する講習及び実技指導を行う。 
活動①-4: 処分場監督職員への定期点

検研修 
レジャフパヤムの処分場監督職員に対して、整備士が行う

定期点検の項目の理解、処分場運営機材不具合確認時の対

応手順及び委託管理に関する講習を行う。 
成果② 活動②：車両及び重機故障時対応指導 

活動②-1：故障時対応指導書の作成 車両及び重機の修理作業指示の手順や点検・修理歴情報の

管理、修理技術をとりまとめた指導書を作成する。 
活動②-2：車両整備ワークショップの

整備士への故障時対応研修 
車両整備ワークショップの整備士に対して、故障時対応指

導書に基づく故障時対応手順、データ管理に関する講習及

び、車両・重機修理技術の実技指導を行う。 
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成果 活動概要 活動内容 
活動②-3：処分場監督職員への故障時

対応研修 
レジャフパヤムの処分場監督職員に対し、故障時対応指導

書に基づく故障時対応手順、データ管理及び修理委託管理

に関する講習を行う。 
成果③ 活動③：スペアパーツ・消耗品の保管・管理指導 

活動③-1：スペアパーツ・消耗品管理

台帳・マニュアル（指導書）の作成及

び指導 

スペアパーツ・消耗品の適切な保管に向け、管理台帳の整

備及び台帳を利用した管理に関する講習及び実技指導を行

う。 
成果④ 活動④：労働安全衛生の徹底指導 

活動④-1：労働安全衛生指導書及び安

全指導用リーフレットの作成 
廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材に関連する重大事

故の防止や、作業員のけがや病気による稼働率低下を予防

するため、廃棄物管理現場の労働安全衛生に関する指導書

を作成する。現場作業を行う全廃棄物管理従事者を対象と

した取組内容であることから、現場監督を通じて全作業員

への普及啓発を行うことができるよう、指導書の内容を分

かりやすくまとめた安全指導用リーフレットを合わせて作

成する。 
活動④-2：運転手・作業員等への労働

安全衛生研修 
廃棄物収集車両の運転手や最終処分場運営機材の重機オペ

レーター及び作業員等に対して労働安全衛生指導書に基づ

く安全指導を行う。また、手袋やマスクなどの安全具の着

用、作業前後の衛生指導などの労働環境（安全衛生）改善に

関する指導を行う。 
出典：調査団 

(5) 投入計画（実施リソース） 

ソフトコンポーネントの実施にあたっては、機材維持管理の日本人専門家（廃棄物収集車両

運用・維持管理コンサルタント 1 名及び最終処分場運営機材運用・維持管理コンサルタント 1

名）を派遣する。ソフトコンポーネントの投入計画を表 3-23 に示す。 

表 3-23 ソフトコンポーネントの投入計画 

 項目 内容 
(a) 廃棄物収集車両運用・維持管理コンサルタント（1 名） 

従事期間 1.23 人月（国内準備 0.3 人月、現地作業 0.93 人月） 
派遣時期 機材引渡し後 
現地傭人 日本人専門家の補佐（ローカルアシスタント）（1 名）0.8 人月 

(b) 最終処分場運営機材運用・維持管理コンサルタント（1 名） 
従事期間 1.23 人月（国内準備 0.3 人月、現地作業 0.93 人月） 
派遣時期 機材引渡し後 
現地傭人 日本人専門家の補佐（ローカルアシスタント）（1 名）0.8 人月 

出典：調査団 

1) 廃棄物収集車両運用・維持管理コンサルタント 

「廃棄物収集車両運用・維持管理コンサルタント」は、DES-JCC 及び各ブロックの廃棄物収

集車両の運転手・作業員・車両整備ワークショップの整備士に対して、指導及び教育のために

ジュバ市に合計 0.93 カ月派遣される。また、日常点検や車両整備ワークショップでの定期点検

の整備技術マニュアルを作成する。 

2) 最終処分場運営機材運用・維持管理コンサルタント 
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「最終処分場運営機材運用・維持管理コンサルタント」は、レジャフパヤムの最終処分場管

理用重機の重機オペレーター・作業員及び車両整備ワークショップの整備士に対して、指導及

び教育のために、レジャフパヤム（またはジュバ市）に合計 0.93 ヵ月派遣される。 

3) 阻害要因及び必要な措置 

レジャフパヤムの周辺は、外務省の海外安全情報では危険度レベル 4（退避勧告）となってい

る。危険度レベルが改善せず、レジャフパヤムの治安状況により日本人専門家が現地入りでき

ない場合、レジャフパヤムの職員をジュバ市に招へいし、ソフトコンポーネントを実施する。 

(6) ソフトコンポーネント成果品 

各コンサルタントは表 3-24 の成果品を実施機関側及び JICA に提出する。 

表 3-24 成果品一覧表 

成果 項目 成果品 
成果① 予防保全技術指導 予防保全指導書（廃棄物収集車両用） 

予防保全指導書（重機・最終処分場運営機材用） 
予防保全指導書（整備機材用） 

成果② 車両及び重機故障時対

応指導 
故障時対応指導書（廃棄物収集車両用） 
故障時対応指導書（重機・最終処分場運営機材用） 

成果③ スペアパーツ・消耗品

の保管、管理指導 
スペアパーツ・消耗品管理台帳（指導書）（廃棄物収集車両用） 
スペアパーツ・消耗品管理台帳（指導書）（重機・最終処分場運営機材用） 
スペアパーツ・消耗品管理台帳（指導書）（整備機材用） 

成果④ 労働安全衛生の徹底指

導 
労働安全衛生指導書及び安全指導用リーフレット（収集運搬作業）労働

安全衛生指導書及び安全指導用リーフレット（最終処分場管理作業） 
全体 進捗報告 

完了報告 
ソフトコンポーネント実施状況報告書（英文） 
ソフトコンポーネント完了報告書（和文） 

出典：調査団 

(7) ソフトコンポーネントの相手国側の責務 

実施機関側はソフトコンポーネントをとりまとめる担当を配置するとともに、必要経費を負

担し、コンサルタントと協力しながら各部門の体制作り・改善・持続的実施を行う。各部門の

責務は表 3-25 のとおりである。 

表 3-25 実施機関側の各部門の責務 

 廃棄物収集車両運用・維持管理部門 最終処分場運営機材運用・維持管理部門 

C/P 

 整備士担当：1 名 
 運転手担当：DES-JCC 及びブロックごとに各 1
名 
 スペアパーツ・消耗品在庫管理、車両整備ワー

クショップ設備管理：1 名 
 整備維持管理計画、整備士内部講習、講師養成・

講習実施：1 名 
 労働安全衛生担当：1 名  

 処分場車両運転手及び重機オペレーター担

当：1 名 
 重機オペレーター担当：1 名 
 スペアパーツ・消耗品在庫管理、車両整備ワー

クショップ設備管理：1 名 
 整備維持管理計画、整備士内部講習、講師養

成・講習実施：1 名 
 労働安全衛生担当：1 名 

責務 

 各種マニュアルの整備、更新及び実施 
 整備維持管理実施 
 整備士内部講習実施 
 内部研修講師の養成 

 各種マニュアルの整備、更新及び実施 
 整備維持管理実施 
 整備士内部講習実施 
 内部研修講師の養成 
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 記録の保持 
 モニタリング実施 
 作業体制の構築、作業改善実施、労働安全衛生

委員会の実施 

 記録の保持 
 モニタリング実施 
 作業体制の構築、作業改善実施、労働安全衛生

委員会の実施 
出典：調査団 

 

3-2-4-9 実施工程 

我が国の無償資金協力制度に基づき、事業実施工程を図 3-10 のとおりに設定した。 

 
図 3-10 事業実施工程 

3-2-5 安全対策計画 

南スーダンにおいて、2016 年 7 月のキール大統領派とマシャール第一副大統領派の武力衝突

以降、首都ジュバ市及び周辺を除き、各地で引き続き衝突や殺傷事案等が発生している。2018

カレンダー月

通算月

(現地調査) [Total: 6.0 ヵ月]

(詳細設計)

(入札図書作成)

(入札図書承認)

(入札事前資格審査)

(入札図書配布・入札)

(入札評価・業者契約)

[機材調達] (機材製作図作成)

[Total: 17.1 ヵ月] （機材製作）

(製品工場検査)

(出荷前検査)

(船積・機器輸送）

(搬入・据付・調整・試運転)

(初期操作・運用指導)

(検査・引渡)

[施設建設] (業者打合せ)

[Total: 8.5 ヵ月(着工～完工）] (着工・準備工事)

(仮設工事)

(掘削) (埋め戻し)

(基礎工事)

(躯体工事)

(仕上工事)

(設備工事)

(外構工事)

(検査・完工)

[ソフトコンポーネント] [Total: 2.46 ヵ月（1.23ヶ月x2回）]

①最終処分場運営機材（ブルドーザー、バックホウローダー）及び、車両整備ワークショップ用整備機材 :現地作業 : 国内作業
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年 9 月に政府及び反政府勢力を含む関係者が「再活性化された南スーダン共和国における衝突

の解決に関する合意」（R-ARCSS）へ署名し、ジュバ市内及び周辺の治安情勢は比較的安定して

おり、2020 年 2 月 22 日に暫定政府が成立した。しかし、インフレに伴う経済の悪化により、外

国人を標的とした武装強盗や車両襲撃事案は引き続き発生している。また、各地において、衝

突や殺傷事案が多数発生し、一般市民、医療支援を行う国際 NGO、国際機関職員等が衝突や殺

傷事案にも被害が出ており、南スーダンの治安情勢は引き続き予断を許さない状況である。し

たがって、リスクに対し、以下の安全対策計画を講じる。 

1) 不測の事態により移動が制限される可能性があることから、複数の避難経路を事前に想定

する。また、宿舎あるいは現場事務所に待機せざるを得ない場合に備え、通信手段や備蓄

品を確保する。 

2) 本邦工事関係者は、本プロジェクト実施の工事開始前に、JICA 南スーダン事務所の安全ブ

リーフィングに参加し、安全対策として実施されている安全情報共有（メール・SMS）に

登録し、現地の治安状況に係る情報収集に努める。 

3) 本邦工事関係者は、セキュリティが確保された宿舎を利用し、移動時は防弾車とする。 

3-3 相手国側分担事業の概要 

3-3-1 日本側及び南スーダン側の負担事項 

日本側及び南スーダン側の負担事項は、表 3-26 に示すとおりである。 

表 3-26 日本側及び南スーダン側の負担事項 

No. 項  目 日本 南スーダン 備  考 
1 施設建設予定地の確保 

－  
車両整備ワークショップの

土地確保 
2 以下の施設の建設 － －  
 1) 建屋  － 車両整備ワークショップ 
 2) 調達機材の据付工事  － 車両整備ワークショップ 
 3) 施設周辺の塀・門扉 －  車両整備ワークショップ 
 4) 駐車場（既存車両整備ワークショップ場内、

ジュバブロック・ムヌキブロック・カトールブ

ロック内、JCDS 内） 
－  

JCDS 内の重機用駐車スペ

ースはフェンスが必要 

 5) 建設作業ヤード及び資材ヤード用スペース －   
 6) 建設予定地内の障害物の移設・撤去 －   
 7) JCDS の新規機材用駐車場のためのフェンスの

建設 
  

 

3 周辺・場内のインフラ工事 － －  
 1) 電気工事 － －  
 a.電気引き込み工事 －   
 b.建屋内配電工事（照明設備、コンセント等）  －  
 c.受電盤設置 

（車両整備ワークショップ内） 
 －  

 2) 給水工事 － －  
 a.市水（水道）引き込み工事及び雨水貯留タン

ク設置工事等 
－   

 b.建屋内配管工事  －  
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No. 項  目 日本 南スーダン 備  考 
 3) 排水工事 － －  
 ・ a.衛生設備等の工事（油水分離槽、浸透桝等）  －  
 b.建屋内配管工事  －  
 4) 家具、その他備品の調達・設置 － －  
 a.一般家具（事務用机・椅子、キャビネット） －   
 b.修理用作業台  －  
4 機材車両駐車予定地の障害物の移設・撤去 －   
5 輸送・通関手続き及び諸税の取扱い － －  
 1) 調達機材に関係する製品の非援助国（南スー

ダン）までの海上輸送及び内陸輸送の責任 
 －  

 2) 積み下し港（ケニア・モンバサ）における税負

担と通関手続き 
－  

 

 3) 積下ろし港（ケニア・モンバサ）から、南ス

ーダン国内のサイトまでの調達機材等の輸送 
 － 

 

 4) 最終処分場運営機材における車両整備ワーク

ショップから最終処分場までの輸送 
－  

 

6 関税・国内付加価値税の免税措置/税負担 －   
7 プロジェクト関係者の入国・滞在にかかわる便宜 －   
8 施設・調達機材の維持管理及び予算確保 －   
9 無償援助に含まれないその他の費用 －   
10 銀行口座開設（B/A）に基づく銀行手数料 － －  
 1) 支払授権書（A/P）開設料 －   
 2) 支払手数料 －   

3-3-2 主な先方負担事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するために南スーダン側が取り組むべき事項は、2021 年 5

月 17 日付 M/D（資料 4 参照）にて、以下のとおり確認された。2021 年 7 月現在、JCC の車両

整備ワークショップ、各ブロックのごみ収集機材駐車場及び JCDS の最終処分場運営機材及び

車両駐車場の土地確保等の準備が進んでいる。 

表 3-27 南スーダン側の負担事項 

No. 項  目 期 限 実施機関 

＜入札前＞ 

1 
銀行口座開設（B/A） G/A署名後 

1ヶ月以内 
JCC起案/ 

MoFP実施 

2 
支払い授権書（A/P）発行（コンサルタントへの支払い） 契約書署名後 

1ヶ月以内 
JCC起案/ 

MoFP実施 

3 

B/Aに基づく、次の銀行支払手数料の支払い ― ― 

1) A/P通知手数料 契約書署名後 
1ヶ月以内 

JCC起案/ 
MoFP実施 

2) A/P支払手数料 支払い毎 JCC起案/ 
MoFP実施 

4 

土地の確保・障害物撤去 
1) 車両整備ワークショップ及び既存車両整備ワークショップにおける

DES-JCCの廃棄物収集車両駐車場の土地の確保 
2) 既存車両整備ワークショップにおける臨時建設ヤード及び資材置き

入札図書通知前 JCC/レジャフパ

ヤム/ MoLPI 
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No. 項  目 期 限 実施機関 

場の確保 
3) ジュバブロック、ムヌキブロック及びカトールブロックの廃棄物収集

車両駐車場のための土地の確保 
4) JCDSにおける最終処分場運営機材及び車両のための土地の確保 
5) すべてのプロジェクトサイトにおける障害物の撤去 
 a) ムヌキブロック：既存建物、木、その他残置物の撤去 
  b) カトールブロック：残置物の撤去 

c) 車両整備ワークショップ：木、仮設トイレ、その他残置物の撤去 

5 
計画・ゾーニング・建築許可の取得 入札図書通知前 JCC起案/ 

MHLPU許可 

6 

本無償資金協力で整備される機材の維持管理費の負担に関する、次の基

本方針の確認 
1) 中央エクアトリア州財務省からの人件費補助の継続（廃棄物関連職員

及び運転手等） 
2) 次の機材整備に伴い必要となる追加人員の費用分担 
 a) 運転手：中央エクアトリア州財務省・DES-JCC・ブロック 
  b) 収集作業員：DES-JCC・ブロック 
 c) 重機オペレーター及び処分場作業員：ジュバ郡・レジャフパヤム 

入札図書確定前 JCC/レジャフ

パヤム/MoF-
CES 

7 
プロジェクト・モニタリング・レポートの提出（詳細設計の結果を含む） 入札図書確定前 JCC/レジャフ

パヤム作成/ 
MoEF監修 

＜プロジェクト実施中＞ 

1 
A/P発行（調達業者への支払い） 契約書署名後 

1ヶ月以内 
JCC起案/ 

MoFP実施 

2 

B/Aに基づく、次の銀行支払手数料の支払い ― ― 

1) A/P通知手数料 契約書署名後 
1ヶ月以内 

JCC起案/ 
MoFP実施 

2) A/P支払手数料 支払い毎 JCC起案/ 
MoFP実施 

3 
速やかな通関手続きの確保と国内輸送の調達業者への支援 実施期間 JCC起案/ 

MoFP実施 

4 
プロジェクト関係者の入国と滞在の保証 実施期間 JCC起案/ 

MoFP実施 

5 
免税となる物品の関税、内税、その他徴税の免除の保証 実施期間 JCC起案/ 

MoFP実施 

6 

本無償資金協力でカバーされないが、必要な経費の負担 実施期間 JCC /レジャ

フパヤム

/MoFP / MoF-
CES 

7 
環境、地域、公共または作業員に著しい悪影響を及ぼす、または及ぼす

恐れのある事故についてJICAへの速やかな報告 
建設期間 JCC /レジャ

フパヤム/ 
MoEF 

8 

1) 契約に基づく、機材の輸送、引き渡し、据付、スタッフトレーニング

等各作業に対するプロジェクト・モニタリング・レポートのJICAへの提

出 

各作業完了1
ヶ月以内 

JCC/レジャフ

パヤム作成/ 
MoEF監修 

2) プロジェクト・モニタリング・レポート（最終版）（図面、機材リスト、

写真等含む）のJICAへの提出 
契約に基づく

工事の完了証

明書の発行後

1ヶ月以内 

JCC/レジャフ

パヤム作成/ 
MoEF監修 



 

3-40 

No. 項  目 期 限 実施機関 

9 
プロジェクト完了報告書のJICAへの提出 プロジェクト

完了後6ヶ月

以内 

JCC/レジャフ

パヤム作成/ 
MoEF監修 

10 
JCDSの新規機材用駐車場のためのフェンスの建設 プロジェクト

資機材調達前 
レジャフパヤ

ム 

11 

車両整備ワークショップへの必要な配電、給水、排水その他の付随的な

施設の提供 
― ― 

1) 配電 建設期間 JCC 

12 

車両整備ワークショップに必要な設備・家具等の調達 ― ― 

1) 家具の調達 車両整備ワー

クショップ建

設完了後 

JCC 

2) フェンス（塀）の設置 車両整備ワー

クショップ建

設完了後 

JCC 

3) カトールブロックにおける新規廃棄物収集車両用駐車場のフェンス

（塀）及び警備員詰所の新設 
廃棄物収集車

両納車前 
JCC 

13 

プロジェクトにおける安全の確保のための必要な措置 
・作業員及び公共に対する事故発生時の迅速な対応による安全対策の徹

底 
・現場周辺及び建設資材の輸送経路の交通整理 
・プロジェクトサイト周辺への臨時フェンスの設置 

実施期間 JCC 

14 

本無償資金協力でカバーされないが、必要な経費の負担 ― ― 

1) 廃棄物収集車両や最終処分場運営機材（ブルドーザー・バックホウロ

ーダー）のためのソフトコンポーネント実施に必要なスペースの確保 
ソフトコンポ

ーネント実施

期間 

JCC 

2) 研修受講の職員・作業員の移動手段の確保 ソフトコンポ

ーネント実施

期間 

JCC/レジャフ

パヤム 

3) 最終処分場運営機材（ブルドーザー・バックホウローダー）の車両整

備ワークショップからJCDSまでの輸送手段の確保 
ソフトコンポ

ーネント実施

期間 

JCC/レジャフ

パヤム 

＜プロジェクト完了後＞ 

1 

無償資金協力で整備された機材の維持管理及び適正・効果的な使用 
1) 維持管理費の負担 
2) 運営・維持管理制度 
3) 定期点検・整備 

プロジェクト

完了後 
JCC/レジャフ

パヤム/MoF-
CES 

2 
各ブロック、レジャフパヤム、新ワークショップを含む無償資金協力で

整備された機材の維持管理状況のモニタリング及びJRSWMGを通じたソ

フトコンポーネントのフォロー研修の実施 

プロジェクト

完了後 
JCC 

3 
プロジェクト・モニタリング・レポートのJICAへの提出 プロジェクト

完了3年後 
JCC/レジャフ

パヤム作成/ 
MoEF監修 

＜プロジェクト資金で南スーダン側が実施する項目＞ 

1 

新車両整備ワークショップと機材整備 
1) 次の輸送 

a) 日本及び/または第三国からの南スーダンへの海上（航空）輸送 
b) 荷揚げ港からプロジェクトサイトまでの国内輸送 
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No. 項  目 期 限 実施機関 

2) 設置及び試運転に係る機材の提供 

2 詳細設計、入札支援、調達監理（コンサルティング・サービス） 

注）JCC：ジュバ市役所（DES-JCC 及びブロックを含む）、JRSWMG：ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ、MoEF：
環境・林業省、MoFP：財務計画省、MoF-CES：中央エクアトリア州財務省、MHLPU：住宅・土地・公益事業省、

MoLPI：中央エクアトリア州インフラ省 
 

3-3-2-1 入札前 

(1) B/A 及び AP 手続き 

南スーダン側は、日本側コンサルタント及び請負業者への支払いに必要な支払授権書

（Authorization to Pay、以下「A/P」）発行手続きを行う。また、プロジェクトの実施に当たり銀

行取り極め（Banking Arrangement、以下「B/A」）に必要な以下の費用を負担する。 

 B/A の手続き及び口座開設 

 A/P の通知手数料 

 A/P の支払い手数料 

(2) 車両整備ワークショップ建設予定地の放置物等の撤去 

建設予定地にある放置物（車両）、既存フェンス等を建設工事開始までに移設または撤去する。 

(3) 廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材駐車場のための土地の確保 

DES-JCC（車両整備ワークショップ及び既存車両整備ワークショップ敷地内）、ジュバブロッ

ク、ムヌキブロック及びカトールブロックにおいて、廃棄物収集車両駐車場のための土地を確

保する。また、レジャフパヤムにおいて、JCDS 内に最終処分場運営機材駐車場のための土地を

確保する。 

(4) 運営・維持管理費の負担に関する基本方針の確認 

本プロジェクトで整備される機材及び車両整備ワークショップの運営に必要な予算・人員に

関して、入札図書確定前までに、以下の基本方針を確認する。 

 中央エクアトリア州財務省からの人件費補助の継続（廃棄物関連職員及び運転手等） 

 次の機材整備に伴い必要となる追加人員の費用分担 

a) 運転手：中央エクアトリア州財務省・DES-JCC・ブロック 

b) 収集作業員：DES-JCC・ブロック 

c) 重機オペレーター及び処分場作業員：ジュバ郡・レジャフパヤム 

3-3-2-2 プロジェクト実施中 

(1) 車両整備ワークショップへの水道・電気の基礎インフラ整備 

南スーダン側は、車両整備ワークショップの円滑運営のため、以下の準備を行う。 

 車両整備ワークショップへの配電 
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(2) 通関手続き及び関税免除・免税書類の対応 

調達される廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材について、南スーダン側はケニア・モン

バサ港における通関手続き及び税負担は南スーダン側の責務とする。また、通関手続きについ

ては、荷受人から港湾局/ケニア歳入庁/貨物取扱業者へ委任状を発行することで通関手続きが委

任可能である。モンバサ港における関税免除のためのサポーティングレター発給や免税申請書

のサイン等、関税免除に必要な書類を迅速に対応する必要がある。 

3-3-2-3 プロジェクト完了後 

(1) 機材及び車両整備ワークショップ運用に必要な予算・人員の確保 

南スーダン側は、機材及び施設稼働前までに機材及び車両整備ワークショップ運用に必要な

予算・人員を準備する。 

(2) 廃棄物管理に係る独立会計口座の活用 

南スーダン側は、機材及び車両整備ワークショップ運用に必要な予算を確保し、財務の透明

性を担保するため、DES-JCC 及びレジャフパヤムにある独立会計口座の利用を徹底する。 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 廃棄物収集車両の運営・維持管理計画 

3-4-1-1 運営計画 

本プロジェクトで整備予定のコンパクター及びダンプトラックは現在ジュバ市において一般

的に利用されており、利用や配車計画については現在 JCC で実施している手法を踏襲すること

で実施する。コンテナキャリアは現在ジュバ市では利用されていないが、初期操作指導及びソ

フトコンポーネントを通じた日本人専門家による運用指導により稼働することが可能である。 

3-4-1-2 維持管理計画 

維持管理方針としては、事前に点検・修理・部品交換等の保全計画を立て、定期的にメンテ

ナンスを実施する「予防保全」を実施する。運転手による日常点検や、本プロジェクトで建設

される車両整備ワークショップの整備士による定期点検を通して、廃棄物収集車両の点検を実

施する。点検で故障が発見された場合、または突発的な事故に起因して生じた問題によって車

両が稼働できなくなった場合、DES-JCC の車両整備ワークショップに故障車両を持ち込み、修

繕を検討する。車両整備ワークショップで対応できない場合は、外部委託による修理を検討す

る。ジュバ市内には民間の車両整備ワークショップが存在しており、技術的に優れた整備士や

設備の整った施設を有している。故障のレベルに応じてどちらの車両整備ワークショップで修

理を行うのか都度判断し、早急な車両修理に努める。 

3-4-1-3 運営・維持管理体制 

廃棄物収集車両の運営・維持管理に必要な人員配置を表 3-28 に示す。DES-JCC 及びジュバ
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市の 3 ブロックでは廃棄物収集車両の運転手及び作業員の増員が必要であるため、中央エクア

トリア州財務省及び各実施機関の責任の下、機材到着前までに不足する人員の確保を行うこと

を 2021 年 5 月 17 日付 M/D にて確認している。 

表 3-28 廃棄物収集車両の運営・維持管理体制 

項目 役職 
DES-JCC 

ブロック 
（ジュバ、ムヌキ、カトール） 

2020 2023 2020 2023 
管理 部長（マネージャー） 1 1 3 3 

収集運搬・清掃 
現場監督職員 8 8 8 8 
運転手（収集運搬） 10 18 0 19 
収集作業員 52 60 0 58 

車両整備 
整備士長 1 1   
整備士 2 6   
整備士補 1 3   

その他 事務員 1 1   
合  計 76 98 11 88 

出典：調査団 

3-4-2 最終処分場運営機材の運営・維持管理計画 

3-4-2-1 運営計画 

最終処分場運営機材として、JCDS を運営するレジャフパヤムに対し、ブルドーザー、バック

ホウローダー及びダンプトラックを整備する。これまでブルドーザー及びダンプトラックを使

用した経験はあるが、バックホウローダーを所有していた実績はない。ただし、本プロジェク

トでの初期操作指導及びソフトコンポーネントを通じた日本人専門家により運用することが可

能である。 

3-4-2-2 維持管理計画 

最終処分場運営機材については、レジャフパヤムで運営・維持管理を行うが、修理技術者（整

備士）を雇用していないため、レジャフパヤムでは重機オペレーターによる日常点検のみを行

い、定期点検及び軽微な修理は DES-JCC の車両整備ワークショップにて実施する。重度の故障

については、廃棄物収集車両と同様に民間の車両整備ワークショップを活用する。 

3-4-2-3 運営・維持管理体制 

最終処分場運営機材の運営・維持管理に必要な人員配置を表 3-29 に示す。レジャフパヤムで

は最終処分場運営機材のオペレーター及び作業員の増員が必要であるため、中央エクアトリア

州財務省及び各実施機関の責任の下、機材到着前までに不足する人員の確保を行うことを 2021

年 5 月 17 日付 M/D にて確認している。 
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表 3-29 最終処分場運営機材の運営・維持管理体制 

項  目 役  職 
レジャフパヤム 

2020 2023 
管 理 部長（マネージャー） 1 1 

処分場 

現場監督職員 1 1 
重機オペレーター 1 2 
運転手 0 1 
作業員 2 6 

その他 事務員 3 3 
合  計 8 14 

出典：調査団 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

3-5-1-1 日本側負担経費 

本プロジェクト対象コンポーネントにおける機材調達費、設計監理費及びソフトコンポーネ

ント費を含む概略事業費の内訳は表 3-30 のとおりである。 

表 3-30 概略事業費（日本側負担分） 

概略総事業費 約 771,077 百万円  

費  目 概略事業費（千円） 

機材調達費 

機材費 397,085 
輸送梱包費 73,263 

据付工事費等 
機材※ 7,238 
（内、新型コロナ防疫対策に係る経費分） (3,015) 
車両整備ワークショップ※ 69,724 

調達管理費 

機材 10,016 
（内、新型コロナ防疫対策に係る経費分） (2,735) 
車両整備ワークショップ 76,143 
（内、新型コロナ防疫対策に係る経費分） (3,688) 

一般管理費等（新型コロナ防疫対策に係る一般管理費を含む） 19,004 
機材調達費合計・・・① 652,473 

設計監理費 

実施設計費 
詳細設計業務 13,829 
入札関連業務 1※ 7,643 
入札関連業務 2※ 7,303 

調達監理費 
調達監理業務※ 38,784 
ﾒｰｶｰ保証期間満了前検査業務※ 1,704 

ソフトコンポーネント費※ 16,095 
設計監理費合計・・・② 85,358 
新型コロナウイルス防疫対策に係る設計監理費・・・③ 18,698 

合  計（①＋②＋③） 756,529 
予備的経費 
機材調達の据付工事費等＋設計監理費（詳細設計分を除く）の 10 % 
上記※印の合計金額（新型コロナ防疫対策に係る経費分を除く）×10 % 

14,548 

合  計 771,077 
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3-5-1-2 南スーダン側負担経費 

本プロジェクトの実施に係わる南スーダン側負担経費は、表 3-31 に示すとおり、本プロジェ

クトの B/A、A/P、各ブロックにおける廃棄物収集車両及び JCDS における最終処分場運営機材

の本機材駐機場の整地、既存建屋・樹木撤去及びフェンス・塀新設、車両整備ワークショップ

建設予定地の整地、既存建屋（仮設トイレ）・樹木撤去、塀新設及び電力供給等に係る費用が挙

げられ、合計 130,376 USD（約 13.94 百万円）となる。 

表 3-31 南スーダン側負担事項の概算 

対象 負担事項 
金 額 

（USD） 
円換算 

（百万円） 

共通 
B/A の銀行口座開設費 56 0.006 
A/P の通知手数料及び支払手数料 7,639 0.81 

機材 

最終処分場 本機材駐機場周りのフェンス新設 4,350 0.46 

ムヌキ 
本機材駐機場の既存建屋撤去 26,000 2.78 
本機材駐機場の既存樹木撤去 4,000 0.42 
本機材駐機場の整地 1,000 0.10 

カトール 
本機材駐機場のコンクリート 
ブロック塀新設 

34,000 3.64 

本機材駐機場の整地 800 0.08 

施設 
（車両整備 

ワークショップ） 

本施設建設予定地の既存樹木撤去 1,500 0.16 
本施設建設予定地の既存仮設トイレ撤去 500 0.05 
本施設建設予定地の整地 3,000 0.32 
既存施設配電盤から本施設受電盤までの配電・接続 7,000 0.75 
本機材駐機場周りのコンクリートブロック塀新設 40,000 4.28 
建築許可費用 100 0.01 

合  計 129,945 13.93 
※為替レート 1 USD＝107.22 円（2020 年 7 月から 2020 年 9 月までの TTS 平均値） 

3-5-1-3 積算条件 

1) 積算時点： 2020 年 10 月 

2) 為替交換レート： 1 USD=107.22 円（2020 年 7 月から 2020 年 9 月までの TTS レート平均

値） 

3) 施工期間： 詳細設計、入札管理及び調達監（管）理期間は工程に示すとおり。 

4) その他： 積算は、無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 廃棄物収集車両の運営・維持管理費の算出根拠 

既存機材及び本プロジェクトでの新規調達機材の数量に応じて、DES-JCC 及び各ブロックは

廃棄物収集車両の運営・維持管理費を確保する必要がある。 

廃棄物収集車両の運営・維持管理費の算出にあたっては、コンパクター、ダンプトラック及

びコンテナキャリアは 1 台につき運転手 1 名、作業員はコンパクター及びコンテナキャリアは

1 台につき 2 名、ダンプトラックは 1 台につき 6 名として設定した。また、表 3-32 に示すとお

り、廃棄物収集車両の燃費はコンパクターが 2km/L、コンテナキャリア及びダンプトラックが
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4km/L、燃料費単価は 230 SSP/L と設定した。廃棄物収集車両の運営・維持管理費の算出根拠の

詳細は資料 10 を参照。 

表 3-32 燃料費の試算条件（廃棄物収集車両） 

項  目 
数  値 単  位 

大分類 中分類 

トリップ数 
コンパクター 2 trip/台/日 
ダンプトラック 2 trip/台/日 
コンテナキャリア 3 trip/台/日 

稼働率（Operation rate） 0.86 - 
燃料単価 230 SSP/L 

燃費 
コンパクター 2 km/L 
ダンプトラック 4 km/L 
コンテナキャリア 4 km/L 

トリップあたりの平均走行距離 25 km/trip 
出典：調査団 

3-5-2-2 最終処分場運営機材の運営・維持管理費の算出根拠 

既存機材及び本プロジェクトでの新規調達機材の数量に応じて、レジャフパヤムは最終処分

場運営機材の運営・維持管理費を確保する必要がある。 

最終処分場運営機材の運営・維持管理費の算出にあたっては、重機稼働時間を 1 日 1 シフト

（8 時間）とし、ブルドーザー及びバックホウローダーの稼働に必要な重機オペレーター、及び

ダンプトラックの運転手は 1 台につき 1 名と設定した。また、表 3-33 に示すとおり、最終処分

場運営機材の燃費はダンプトラックが 4km/L、ブルドーザーが 27L/h、バックホウローダーが

18L/h、燃料費単価は 230 SSP/L と設定した。最終処分場運営機材の運営・維持管理費の算出根

拠の詳細は資料 10 を参照。 

表 3-33 燃料費の試算条件（最終処分場運営機材） 

項  目 
数  値 単  位 

大分類 中分類 
稼働率（Operation rate） 0.86 - 
燃料単価 230 SSP/L 

燃費 
ダンプトラック 4 km/L 
ブルドーザー 27 L/h 
バックホウローダー 18 L/h 

重機稼働時間（JCDS） 8 h/日 

3-5-2-3 車両整備ワークショップにかかる運営・維持管理費の算出根拠 

車両整備ワークショップの運営・維持管理費の算出にあたっては、1 ベイあたり整備士 2 名

及び整備士補 1 名を配置すると設定した。また、電気料金、水道料金等のユーティリティ費は

車両整備ワークショップの運営・維持管理費合計の 10 %と設定した。廃棄物収集及び最終処分

場運営機材の整備に係る費用の試算根拠を表 3-34 に示す。 
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表 3-34 車両整備費単価 

機材 
保有者 

車種 
車両 

メンテナンス料 
（SSP/台/月） 

根拠 備考 

JCC 

コンパクター 

27,180 実績値（2020 年） 

直営の車両整備ワーク

ショップでの修理費及

び外部委託による修理

費を含む 

ダンプトラック 

コンテナキャリア 

ブロック 
コンパクター 

27,180 
ジュバ市と同等

と仮定 
ブロックからジュバ市

環境衛生局への支払い ダンプトラック 

レジャフ

パヤム 

ブルドーザー 
15,476 

実績値（2020年）

の 10 分の 1 と仮

定 
レジャフパヤムからジ

ュバ市環境衛生局への

支払い（定期点検） 

バックホウローダー 

ダンプトラック 27,180 
ジュバ市と同等

と仮定 
ブルドーザー 

154,758 実績値（2020 年） 
レジャフパヤムから民

間整備工場への支払い

（修理等） 
バックホウローダー 

3-5-2-4 廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材の運営・維持管理費 

(1) 予算計画 

2025 年における DES-JCC の運営・維持管理に係る支出予想は年間 135,798 千 SSP である。こ

れに対して、同年の歳入計画は年間 202,305 千 SSP を見込んでおり、運営・維持管理費は歳入

総額の 67%にあたる。歳入と歳出の差額（歳入の約 33%）は、次年度以降の収集運搬機材の自

主調達に向けた積立金に充てる計画であり、機材調達時点で運営・維持管理費を賄うことがで

きる見込みである。また、ジュバブロック、ムヌキブロック、カトールブロックともに家庭ご

み料金徴収を計画しており、2025 年時点で 27%の家庭ごみ料金徴収を計画している。この目標

を達成するために、並行して実施予定の技術協力プロジェクトにおいて、ブロックにおける廃

棄物管理組織体制の強化や、現在 JRSWMG 主導の下、ジュバ市にて実施中の家庭ごみ料金徴収

パイロットプロジェクトの支援、収集運搬計画・能力強化等の支援が望まれる。これによりほ

ぼ 100%の運営・維持管理費を捻出できる見込みである。レジャフパヤムでは、JCDS における

ごみ処分料金徴収により、ほぼ全ての運営・維持管理費を捻出する計画である。2025 年におい

て、支出予想 38,701 千 SSP に対して、ごみ処分料金徴収による 81,880 千 SSP の収入を見込ん

でおり、運営・維持管理費及び処分場の施設整備費を賄うことができると見込みである。 

(2) 運営・維持管理費（歳出） 

想定される実施機関別の運営・維持管理費を表 3-35 に示す。中央エクアトリア州財務省及び

各実施機関の責任の下、必要な運営・維持管理費を確保することを 2020 年 12 月 10 日署名の

M/D に加え、2021 年 2 月 10 日署名のジュバ市 CEO との MOU、同月 15 日付の中央エクアトリ

ア州財務省との MOU、同月 17 日のジュバ郡及びレジャフパヤムとの MOU によって確認して

いる（資料 4 参照）。運営・維持管理費の詳細は資料 10 を参照。 
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表 3-35 実施機関別の運営・維持管理費総括表 

単位：千 SSP/年 

地域 項目 
2020 年 

運営・維持管理費 
（基準値） 

2025 年 
運営・維持管理費 
（支出予測） 

DES-JCC 

収集運搬 

人件費 26,854 29,507 
燃料費 12,593 35,979 
その他（ごみ処分料金、消

耗品費、諸経費） 
18,383 35,064 

小計 57,830 100,550 

車両整備 
ワークショップ 

人件費 1,490 3,079 
修理・維持管理費（外部委

託費用を含む） 
3,262 15,059 

ユーティリティ費 475 1,814 
諸経費 48 181 

小計 5,275 20,133 
その他（行政広報費、一般管理費等） 9,357 15,115 

合計 72,462 135,798 
（円換算*） （43,608 千円） （81,723 千円） 

ジュバ 
ブロック 

収集運搬 

人件費 412 4,035 
燃料費 0 11,262 
その他（ごみ処分料金、修

理・維持管理費、諸経費） 
0 15,025 

小計 412 30,322 
その他（行政広報費、一般管理費等） 72 4,540 

合計 484 34,862 
（円換算*） （291 千円） （20,980 千円） 

ムヌキ 
ブロック 

収集運搬 

人件費 419 4,102 
燃料費 0 11,449 
その他（ごみ処分料金、修

理・維持管理費、諸経費） 
0 15,276 

小計 419 30,827 
その他（行政広報費、一般管理費等） 73 4,616 

合計 492 35,443 
（円換算*） （296 千円） （21,330 千円） 

カトール 
ブロック 

収集運搬 

人件費 321 3,142 
燃料費 0 8,770 
その他（ごみ処分料金、修

理・維持管理費、諸経費） 
0 11,702 

小計 321 23,614 
その他（行政広報費、一般管理費等） 56 3,536 

合計 377 27,150 
（円換算*） （227 千円） （16,339 千円） 

レジャフ 
パヤム 

最終処分 

人件費 2,294 2,927 
燃料費 9,215 27,356 
その他（運営費、維持管理

費、諸経費） 
1,053 4,900 

小計 12,561 35,183 
一般管理費 1,256 3,518 

合計 13,817 38,701 
（円換算*） （8,315 千円） （23,290千円） 

* SSP1 = JPY 0.6018（2020 年 11 月、2020 年度 JICA 外貨換算レート表） 
出典：調査団、2021 年 
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(3) 歳入 

実施機関別に想定される廃棄物管理にかかる歳入計画を表 3-36 に示す。 

表 3-36 実施機関別の廃棄物管理に係る歳入計画 

単位：千 SSP/年 

地域 項目 
2020 年歳入 
（基準値） 

2025 年歳入 
（予測） 

DES-JCC 

外部資金 
州政府補助 960 1,056 
一般会計からの繰入 23,375 0 

小計 24,335 1,056 

自主財源 

料金徴収（マーケット） 36,178 166,500 
料金徴収（多量排出事業者） 4,304 16,444 
民間収集業者許認可料 2,646 5,292 
車両・重機メンテナンス料 
（ブロック・レジャフパヤムから徴収） 

0 8,014 

罰金 5,000 5,000 
小計 48,127 201,249 
合計 72,462 202,305 

（円換算*） （43,608 千円） （121,747 千円） 

ジュバ 
ブロック 

外部資金 州政府補助 0 107 
自主財源 料金徴収（住民） 0 34,755 

合計 0 34,862 
（円換算*） （0 千円） （20,980 千円） 

ムヌキ 
ブロック 

外部資金 州政府補助 0 109 
自主財源 料金徴収（住民） 0 35,334 

合計 0 35,433 
（円換算*） （0 千円） （21,330 千円） 

カトール 
ブロック 

外部資金 州政府補助 0 84 
自主財源 料金徴収（住民） 0 27,066 

合計 0 27,150 
（円換算*） （0 千円） （16,339 千円） 

レジャフ 
パヤム 

自主財源 ごみ処分料金 27,090 81,880 
合計 27,090 81,880 

（円換算*） （16,303 千円） （49,275 千円） 
* SSP1 = JPY 0.6018（2020 年 11 月、2020 年度 JICA 外貨換算レート表） 
注）2025 年歳入（予測）は資本的資金（CAPEX）を含む支出額全体に対する歳入計画のため、必ずしも運営・

維持管理費の合計とは一致しない。 
出典：調査団、2021 年 

(4) ジュバ市環境衛生局（DES-JCC） 

DES-JCC では、市場ごみ及び商業ごみの収集料金、民間収集業者の登録に係る許認可費用、

ブロックの廃棄物収集車両のメンテナンス料、レジャフパヤムの最終処分場運営機材のメンテ

ナンス料、そして罰金が主な収入源である。マーケットにおける市場ごみ収集については、現

在、1 店舗当たり約 1,300 SSP/月と設定して料金徴収を行っている。多量排出事業者の商業ごみ

収集については、ホテルに対し、規模に応じて 1 ホテル当たり 20,000～54,000 SSP/月、その他

施設（病院、公共施設等）に対し、20,000～42,800 SSP/月の料金設定・料金徴収を行っている。

民間収集業者の許認可費用については、既に 1 事業者当たり 25,050 SSP/月で料金徴収を DES-

JCC に所属する料金徴収員によって行われている。また各マーケットに存在するマーケット管
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理組合との連携体制が構築されている。以上より、将来計画においてもこれらの料金設定・徴

収体系を踏襲することとし、ごみ収集及び料金徴収体制の強化を図る。 

(5) ブロック 

ブロックにおいては、家庭からのごみ料金徴収により、ほぼ全ての運営・維持管理費を捻出

する計画であることから、家庭からのごみ収集料金徴収による収入は重要である。現在、ジュ

バ市では、家庭ごみの収集サービスを十分に提供できておらず、家庭ごみの収集料金は徴収し

ていない。住民意識調査によると約 70%の住民がごみ料金の支払い意思があると回答しており、

月額料金として平均 430 SSP の徴収が妥当であるとの結果が得られた。本調査を実施したエリ

アの平均月収は 5,200 SSP であり、この金額は収入の約 8%に相当する。What a Waste 2.0 (World 

Bank, 2018) によると、サブサハラ・アフリカ地域における家庭ごみ料金は年間 10～40 USD（月

額に換算して 108～434 SSP）であり、住民意識調査結果から得られたごみ収集料金の平均値に

は、妥当性がある。 

2021 年 1 月に発出された中央エクアトリア州の廃棄物管理に係る命令に従って、ジュバ市で

は各ブロック主体で毎週土曜日の家庭ごみ定期収集を開始したが、費用面から借り上げられる

廃棄物収集車両の台数に制限があり、すべての世帯をカバーできていない。また、ごみ料金の

支払いに対して、住民理解を得られていないことから、ごみ収集料金の徴収は行っていない。

一方で、2021 年 3 月からカトールブロックのアトラバラ CQC、ムヌキブロックのクウェート

QC 及びジュバブロックのハイニム及びニムラタラタ QC の 3 つの QC において、JRSWMG 及

び各ブロックが主体となってごみ料金徴収パイロットプロジェクトを開始した。各地域に存在

する QC 及び対象世帯とコミュニティミーティングを開催し、本パイロットプロジェクトの概

要説明及び協力依頼を行い、各世帯 1,000SSP/月支払うことで同意を得た。実施結果は精査中で

はあるが、今後、廃棄物収集車両はブロックが徴収するごみ料金で賄うこととし、対象地域を

段階的に拡大しながらジュバ市全体でのごみ料金徴収の定着を目指す。 

(6) レジャフパヤム 

レジャフパヤムは JCDS におけるごみ処分料金徴収により、ほぼ全ての運営・維持管理費を

捻出する計画である。なお、ごみ処分料金は搬入者と車種によって異なり、ジュバ市の車両で

あれば 1,000～3,000 SSP/トリップ、民間収集業者の車両であれば 1,000～5,000 SSP/トリップを

徴収している。本プロジェクトによってジュバ市における収集運搬が改善されることで、JCDS

への搬入車両の増加が見込まれることから、今後ごみ処分料金の大幅な増額が見込まれる。 

(7) JCC・ブロック・レジャフパヤムの費用分担 

本プロジェクトで調達される機材のうち、廃棄物収集車両（コンパクター、コンテナキャリ

ア及びダンプトラック（廃棄物運搬））及び車両整備ワークショップは JCC に配備し、最終処分

場運営機材（ダンプトラック（覆土運搬用）、ブルドーザー及びバックホウローダー）はレジャ

フパヤムに配備する計画である。JCC は市場ごみと商業ごみの収集サービスを実施し、家庭ご

みの収集サービスは各ブロックが実施する計画であることから、廃棄物収集車両の一部を JCC

から各ブロックに貸し出す。また、ブロック及びレジャフパヤムには車両の修理・整備能力が
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無いため、ブロックで運用する車両を含めて JCC が維持管理を行い、ブロックは JCC に対して

車両整備費を支払う計画とする。 

以上より、市場ごみ及び商業ごみ用の廃棄物収集車両の運営・維持管理費（運転手給与、燃

料費等）及び車両整備ワークショップでの車両の修理・整備費は JCC が負担し、ブロックは家

庭ごみ用の廃棄物収集車両の運営費を負担するとともに、車両整備費を JCC に支払う方針とす

る。また、最終処分場運営機材に関しては、運用費や修理部品はレジャフパヤムが負担する考

えである。 

なお、JCC 及びブロックは、運転手等の人件費補助を州政府から受けており、家庭ごみ収集

料金徴収の開始や市場ごみ・商業ごみ収集料金徴収の強化といった対策を講じるとともに、州

政府からの継続的な補助が得られることを、2021 年 2 月 15 日署名の中央エクアトリア州財務

省との MOU（資料 4 参照）にて確認している。 

(8) 独立会計口座 

昨今の経済状況の悪化により DES-JCC の独立会計口座は利用されておらず、またブロックは

独立会計口座を有していないことから、機材調達前までに DES-JCC 及び各ブロックにて、それ

ぞれ廃棄物管理専用の独立会計口座を開設し、会計の透明性を確保することをジュバ市 CEO と

の MOU 及び M/D によって確認している（資料 4 参照）。 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施のための前提条件は、「3-3-1 日本側及び南スーダン側の負担事項」にて

前述のとおり、免税措置及び通関手続き、銀行手数料の支払い、施設建設予定地及び駐車場の

確保、運営・維持管理費に必要な人員及び予算の確保といった南スーダン側の負担事項が、遅

延なく確実に実施され、かつ、「2-3-1 想定される主なリスク及び具体的対応策」に示すリスク

回避・軽減策が適切に講じられることである。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するために南スーダン側が取り組むべき事項は、以下のと

おりである。 

 新規購入車両、重機及び車両整備ワークショップの運営・維持管理に必要な要員及び維

持管理経費が確保される。 
 調達される廃棄物収集車両及び最終処分場運営機材が適切に配置される。 
 DES-JCC の維持管理能力が改善され、定期点検の徹底・交換部品の管理等が適正に行わ

れる。 
 ブロックにおける家庭ごみ収集サービス及び住民からのごみ処理料金徴収が計画通り開

始される。 
 レジャフパヤムによって最終処分場が適切に管理される。 
 JCC による民間収集業者への指導が適切に行われ、JCC 及び民間収集業者によって収集

された全ての廃棄物は JCDS に搬入される。 
 持続的な廃棄物管理の枠組みを示す M/P 案が承認され、計画に沿った改善活動が実施さ

れる。 
 JRSWMG を通じて、DES-JCC 職員によって、各ブロックやレジャフパヤムにおける活

動モニタリングや運転手、重機オペレーター、車両整備ワークショップの整備士を対象

としたフォロー研修が実施される。将来にわたり、ジュバ市の廃棄物管理事業の運営・

維持管理に必要な継続的人材育成（教育・訓練）が行われる。 
 

4-3 外部条件 

本プロジェクトの実施に係る外部条件として、「調達・工事期間を通じて、ジュバ市及び周辺

地域における治安状態が安定していること」及び「COVID-19 の更なる感染拡大等の大規模な自

然災害が起こらないこと」が挙げられる。また、通貨の交換レートが不安定であることから、

今後の詳細設計や入札に与える影響に注意する。その他の外部条件に起因する主なリスク及び

リスク回避または軽減のための具体的な対応策は、「2-3-1 想定される主なリスク及び具体的対

応策」に記載している。 
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4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

4-4-1-1 プロジェクトの裨益対象 

裨益対象は、ジュバ市内の住民約 50 万人（2025 年時点）であり、本プロジェクトで整備され

る機材により収集サービスを受ける人口は約 26.1 万人である。 

4-4-1-2 緊急性 

南スーダンでは、度重なる武力衝突による治安悪化や経済停滞により、機材や運営資金が不

足し、適切な収集・処分が実施されていない。発生ごみ量に対する収集率は 7.1%（2020 年推計）

と低く、ジュバ市内では廃棄物がいたるところに投棄され、異臭を放ち衛生面で深刻な問題と

なっている。廃棄物収集体制の早期確立は喫緊の課題となっており、緊急性が高い。 

4-4-1-3 南スーダンの中・長期開発計画の目標達成への寄与 

南スーダンでは廃棄物管理に特化した法制度は確立していないが、「地方自治法」（2009 年）

では、廃棄物管理は地方自治体による公共サービスの 1 つであると位置づけられている。「国家

環境保護法」（2015 年）では、関連省庁・地方自治体は廃棄物の適正管理に向けた政策やガイド

ラインを策定する責任があること、3R や分別収集によってごみの減量化を促進する必要があ

ることについて言及されている。 

本プロジェクトによって収集・運搬・処分に必要な機材を調達することにより、上記項目の

達成に向けた基盤構築に資することが可能である。 

4-4-1-4 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国の対南スーダン共和国事業展開計画（2011 年）では、日本政府の掲げる「平和の定着」

の実現にむけて、南スーダンの長期的な開発に貢献することを目指し、「新国家建設支援（イン

フラ整備・ガバナンス能力強化）」、「基礎生活の向上支援」及び「農業開発・生計向上支援」を

重点分野としている。本プロジェクトは重点分野の一つである「基礎生活分野支援」に位置付

けられる。また、TICAD7 横浜行動計画でその意義が再確認された ACCP の活動の推進にも資

するものである。 

したがって、本プロジェクトは衛生・都市環境の改善及び行政の廃棄物管理能力・サービス

向上に貢献するものであり、我が国の援助政策・方針とも合致している。 

4-4-1-5 国際的な開発目標達成への寄与 

SDGs のうち、本プロジェクトは目標 11 及び目標 12 に関連する。特に、都市部での廃棄物管

理改善を目指す本プロジェクトは、ターゲット 11.6「2030 年までに、大気の質及び一般並びに

その他の廃棄物管理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の

悪影響を軽減する。」という目標達成に直接資するものである。 
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4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

本プロジェクトから得られる定量的効果の指標と、現状の数値（基準値）及び実施後の目標

値は、表 4-1 のとおりである。 

表 4-1 プロジェクト実施で期待される定量的評価 

指標名 
基準年 

（2020 年実績値） 
目標値 

（2025 年） 
ごみ収集率（%） 7 50 
ジュバ最終処分場への廃棄物運搬量（トン/日） 0 291 
出典：調査団、2021 年 

(1) ごみ収集率 

ごみ収集率は最も重要な指標のひとつである。3-2-2-1（1）にて前述のとおり、本プロジェク

トで作成された M/P 案では、2020 年を基準年次とし、中期計画の目標年次を 2025 年、長期計

画の目標年次を 2030 年としており、2025 年及び 2030 年の JCC の目標収集率は 50%及び 80%

とそれぞれ設定している。M/P 案において、中期計画は長期計画の準備期間と位置づけられ、

2025 年は経過点及び中間点であるとしており、最終目標である 2030 年の収集率 80%を目指す

過程において 2025 年の目標収集率が 50%と設定された。 

(2) ジュバ最終処分場への廃棄物運搬量  

JCDS は、数次にわたる武力衝突以前は一部コントロール処分が実施されていたが、武力衝突

時に施設や機材が破壊され、修理ができない状態である。そのため、機材不足により適正な運

営維持管理ができず、武力衝突後はオープンダンプとなってしまっている。本プロジェクトの

機材調達及び想定される技術協力プロジェクトでの技術支援により、コントロール処分に改善

予定である。 

3-2-2-1(2)にて前述のとおり、2025 年の JCDS のごみ搬入量は 291 トン/日と想定され、全量を

コントロール処分する計画であることから、コントロール処分による最終処分量の目標を 291

トン/日と設定した。 

4-4-2-2 定性的効果 

本プロジェクトを実施することにより、次に示す定性的効果が期待できる。 

 廃棄物管理行政サービスの向上 
 廃棄物適正処理による都市衛生環境の改善 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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資料 1．調査団員氏名、所属 

（JICA） 
No 氏名 担当業務 所属

1 近藤 整 総括 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
2 下平 千恵 総括 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
3 中島 美冴 協力企画１ 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
4 武田 敦岐 協力企画２ 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
5 森 達朗 協力企画３ 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

（コンサルタント）

No 氏名 担当業務 所属

邦人団員

1 南 直行 業務主任者／廃棄物管理計画 八千代エンジニヤリング株式会社

2 
齋藤 正浩 副業務主任者／廃棄物管理計

画 2／機材計画 1／収集・運搬
計画

八千代エンジニヤリング株式会社

3 山本 匡位 機材計画 2／最終処分場計画 八千代エンジニヤリング株式会社

4 石井 明男
組織・法制度分析／維持管理
計画

八千代エンジニヤリング株式会社

5 田中 麻衣 住民啓発／環境教育 八千代エンジニヤリング株式会社

6 小谷 倫加恵 財務・経済分析 八千代エンジニヤリング株式会社

7 小田 幸司 施設計画 八千代エンジニヤリング株式会社

8 粕谷 俊暢 調達計画／積算 八千代エンジニヤリング株式会社

9 金指 大地 施工計画・自然条件調査 八千代エンジニヤリング株式会社

ナショナルスタッフ

1 John Waran 
Michael Leader of National Staff 八千代エンジニヤリング株式会社

2 Robert Likambo 
Aringo Field Survey Supervisor 八千代エンジニヤリング株式会社

資料1-1



 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1 調査工程 

 



資料 2-1．調査日程 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

国内準備作業

既存データの収集・分析

必要機材と数量の事前検討

インセプション・レポート等の作成

調査開始前対処方針会議

現地調査準備

現地傭人による現地調査

国内作業・解析

インセプション・レポートの説明・協議

廃棄物管理計画の更新

車両ガレージ・ワークショップの概略設計

機材計画調査

調達事情調査（現地・第三国調達）

無償資金協力事業の評価にかかる調査

相手国負担事項の説明・合意

免税情報の収集整理

環境社会配慮調査

治安に関する安全対策

フィールド・レポートの作成・説明・協議

現地調査結果概要の説明（オンライン会議）

事業内容の計画策定（概略設計）

設計・積算方針会議

運営・維持管理計画の策定及び運営・維持管理費の積算

概略事業費の積算

想定される事業リスクの検討

詳細設計実施に向けた留意事項の整理

持続可能な開発目標（SDGs）への貢献度

準備調査報告書（案）の作成

準備調査報告書（案）の説明・協議前会議

準備調査報告書（案）の説明・協議

国内整理

協力準備調査報告書等の作成

成果品の提出

凡例：　■現地作業、□ 国内作業、▲ 報告書作成・協議

①業務計画書、②ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝ･ﾚﾎﾟｰﾄ、③廃棄物改善計画更新案、④現地調査結果概要、⑤準備調査報告書（案）、⑥概略事業費（無償）積算内訳書、⑦機材仕様書、
⑧概要資料、⑨準備調査報告書（製本版、簡易製本版）、⑩デジタル画像集、⑪事業進捗報告書(Project Monitoring Report)の初版、⑫免税情報シート（報告書添付）

2020年度2019年度 2021年度

①

②

③

④
⑤

⑥

⑦

⑨
⑩

⑪

⑫
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資料 2-2 調査方法 

 



資料 2-2．調査方法 

新型コロナウィルスの世界的な流行を受けて、JICA は 2020 年 3 月からの本調査の現地渡航を

延期した。本現地調査は日本から現地傭人を使った遠隔操作により実施し、C/P とはオンライン会

議により協議を行った。 

 

資料 2-2-1．現地調査（ベースライン調査） 

現地傭人を使った遠隔操作によって「廃棄物管理現況把握調査（新行政区域確認のための基礎

調査、ごみ量調査、リサイクル調査、民間収集業者調査、最終処分量調査（不法投棄場調査）、社

会経済調査、医療・建設・農業・有害廃棄物処理状況調査、収集状況調査（一次収集及び二次収

集））」及び「住民意識調査」を実施した。また、「自然条件調査」は現地再委託によって実施した。 

 

資料 2-2-2．カウンターパート協議 

C/P との協議は、ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ（JRSWMG）の週例会議を中心に、必要

に応じて関係者と個別に会議を設けた。これまでの協議の経緯を表 2-2-2-1 に示す。 

 

表 2-2-1-1 カウンターパート機関との協議の経緯 

No. 日付 主な協議内容 

1. ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ（JRSWMG）会議 

1-1 2020 年 5 月 6 日（水） 情報収集調査結果確認、パイロット・プロジェクト（PP）計画 

1-2 2020 年 5 月 15 日（金） PP 実施準備（対象地域選定等）、処分場改善に係る進捗確認 

1-3 2020 年 5 月 29 日（金） PP 実施準備（実施スケジュール、配車計画、費用分担等） 

1-4 2020 年 6 月 12 日（金） PP 実施準備（住民啓発等）、更新計画及び処分場改善に係る協議 

1-5 2020 年 6 月 19 日（金） PP 実施準備（住民意識調査等）、ごみ料金徴収に係る意見交換 

1-6 2020 年 6 月 26 日（金） キックオフワークショップ（6/28, Mauna Block 2）開催準備 

1-7 2020 年 7 月 7 日（火） キックオフワークショップ（7/8, Gudele Block 7）開催準備、更新

計画及び処分場改善に係る協議 

1-8 2020 年 7 月 24 日（金） 更新計画、処分場改善及び廃棄物管理条例案に係る協議 

1-9 2020 年 8 月 5 日（水） 更新計画（収集・処分計画、財務フロー等）の詳細に係る協議 

1-10 2020 年 8 月 14 日（金） PP レビューミーティング実施、家庭ごみ料金徴収に係る協議 

1-11 2020 年 8 月 21 日（金） 住民意識調査（フォローアップ）実施及び家庭ごみ収集の協議 

1-12 2020 年 8 月 28 日（金） PP 対象拡大、処分場改善、独立会計口座に係る協議 

1-13 2020 年 9 月 4 日（金） 無償機材/施設の基本設計及び更新計画に係る協議 

1-14 2020 年 9 月 11 日（金） 無償機材/施設の基本設計及び更新計画に係る協議 

1-15 2020 年 9 月 18 日（金） 車両整備ワークショップの設計及び先方負担事項に係る協議 

1-16 2020 年 9 月 25 日（金） 車両整備ワークショップの設計及び先方負担事項に係る協議 

1-17 2020 年 10 月 6 日（火） 収集計画の詳細及び先方負担事項に係る協議 

1-18 2020 年 10 月 16 日（金） 対象施設の土地取得状況の確認を含む先方負担事項の確認 
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No. 日付 主な協議内容 
1-19 2020 年 10 月 23 日（金） 更新計画（第 3 章）、免税手続き、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-20 2020 年 10 月 30 日（金） 更新計画（第 4・5 章）に係る協議、初期環境調査（IEE）の確認 

1-21 2020 年 11 月 4 日（水） 先方負担事項の確認及びテクニカルノート（T/N）の合意 

1-22 2020 年 11 月 13 日（金） 車両整備ワークショップ、土地証明及び IEE に係る確認・協議 

1-23 2020 年 11 月 20 日（金） 車両整備ワークショップ、土地証明及び IEE に係る確認・協議 

1-24 2020 年 12 月 4 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議 

1-25 2020 年 12 月 11 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-26 2020 年 12 月 18 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-27 2021 年 1 月 8 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-28 2021 年 1 月 29 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-29 2021 年 2 月 5 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協

議、重機の維持管理及び財源・人員に係る確認・協議 

1-30 2021 年 2 月 19 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-31 2021 年 2 月 26 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-32 2021 年 3 月 12 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-33 2021 年 3 月 19 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収及び住民啓発

キャンペーンに係る協議 

1-34 2021 年 3 月 26 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-35 2021 年 4 月 30 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-36 2021 年 5 月 28 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

1-37 2021 年 6 月 4 日（金） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協

議、無償資金協力フローに係る説明、相手側負担事項チェックリ

ストに係る確認・協議 

2. ジュバ市役所 CEO との個別面談 

2-1 2020 年 9 月 9 日（水） 無償機材/施設の基本設計及び更新計画に係る協議 

2-2 2020 年 9 月 16 日（水） 無償機材/施設の基本設計及び更新計画に係る協議 

2-3 2020 年 9 月 23 日（水） 車両整備ワークショップの設計及び先方負担事項に係る協議 

2-4 2020 年 9 月 30 日（水） 車両整備ワークショップの設計及び先方負担事項に係る協議 

2-5 2020 年 10 月 7 日（水） 収集計画の詳細及び先方負担事項に係る協議 

2-6 2020 年 10 月 14 日（水） 収集計画の詳細及び先方負担事項に係る協議 

2-7 2020 年 10 月 28 日（水） ごみ料金徴収等に係る協議 

2-8 2020 年 11 月 11 日（水） 先方負担事項の確認及びテクニカルノート（T/N）の合意 

2-9 2020 年 11 月 18 日（水） 車両整備ワークショップ、土地証明及び IEE に係る確認・協議 

2-10 2020 年 12 月 16 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議 

2-11 2020 年 12 月 23 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

2-12 2021 年 1 月 20 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 
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No. 日付 主な協議内容 
2-13 2021 年 2 月 3 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

2-14 2021 年 2 月 17 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

2-15 2021 年 3 月 3 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

2-16 2021 年 3 月 10 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

2-17 2021 年 3 月 24 日（水） 土地証明及び IEE に係る確認・協議、ごみ料金徴収等に係る協議 

3. 省庁機関との個別面談 ※現地傭人による現地協議 

3-1 2020 年 3 月 10 日（火） 保健省との面談（医療廃棄物に係る情報収集） 

3-2 2020 年 5 月 22 日（金） 農業・食糧安全省との面談（農業廃棄物に係る情報収集） 

3-3 2020 年 5 月 22 日（金） 国土・住宅・都市開発省との面談（建設廃棄物に係る情報収集） 

4. クォーターカウンシル（QC）・コミュニティミーティング ※現地傭人による現地協議 

4-1 2020 年 6 月 8 日（月） PP 実施に係るコミュニティリーダーとの協議（2QC） 

4-2 2020 年 6 月 19 日（金） PP 実施準備：JRSWMG での協議（2QC） 

4-3 2020 年 6 月 20 日（土） PP 実施準備：コミュニティミーティング（Mauna Block 2） 

4-4 2020 年 6 月 28 日（日） PP キックオフワークショップ（Mauna Block 2） 

4-5 2020 年 7 月 8 日（水） PP キックオフワークショップ（Gudele Block 7） 

4-6 2021 年 1 月 13 日（水） PP 実施に係る QCs、DES-JCC、ブロックとの協議 

4-7 2021 年 2 月 6 日（土） PP 実施準備：コミュニティミーティング（Atlabara C） 

4-8 2021 年 2 月 20 日（土） PP 実施準備：コミュニティミーティング（Kuwait） 

4-9 2021 年 6 月 21 日（月） PP 実施に係るコミュニティリーダーとの協議（3QC） 
*PP：パイロット・プロジェクト 
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資料 2-3-1 パイロットプロジェクト①（定時定点収集） 

 



資料 2-3-1．パイロットプロジェクト①（定時定点収集） 

2020 年 6 月から 8 月にかけて、廃棄物の定時定点収集に係るパイロット・プロジェクトを、ム

ヌキブロックに属するマウナブロック 2 及びグデレブロック 7 の 2 カ所で 2 回実施した。パイロ

ットプロジェクト前後に住民意識調査によるモニタリング・比較を実施し、廃棄物収集車両によ

る廃棄物収集の住民の意向、実施可能性、料金支払い意思等を調査し、更新計画に反映した。パ

イロットプロジェクトを通して、廃棄物管理における住民の責務、排出者責任及び汚染者負担の

原則等の理解の促進、不法投棄の禁止及び定時定点収集による適正排出・処理等に関する啓発活

動を行った。 

本パイロット・プロジェクトの概要を表 2-3-1-1 に、住民意識調査の概要を表 2-3-1-2 に示す。

パイロット・プロジェクト及び住民意識調査は、実施主体である JRSWMG を中心に対象地域を決

定し、区長や地域住民と連携しながら実施準備を行った。新型コロナウイルス感染拡大防止のた

め、住民を対象とするコミュニティミーティング及びキックオフワークショップは開催できなか

ったが、JRSWMG を中心に対象住民を個々にフォローしながら定時定点収集パイロット及び住民

意識調査を実施した。 

 

表 2-3-1-1 パイロット・プロジェクト（定時定点収集）概要 

項目 マウナブロック 2 グデレブロック 7 

定
時
定
点
収
集 

実施日 第 1 回：2020 年 7 月 8 日(水) 
第 2 回：2020 年 7 月 15 日(水) 

第 1 回：2020 年 7 月 10 日(金) 
第 2 回：2020 年 7 月 17 日(金) 

収集方法 定時定点収集 
(3 ヵ所の収集場所を設定し、収集場所に

は看板を設置した) 

定時定点収集 
(常設の収集場所を確保することができ

なかったため、収集作業員が収集時に

鳴らす音に合わせて住民がごみを排出

するという収集方法を導入した) 
対象世帯数(計画) 第 1 回：50 世帯 

第 2 回：50 世帯 
第 1 回：50 世帯 
第 2 回：50 世帯 

対象世帯数(実績) 第 1 回：80 世帯 
第 2 回：60 世帯 

第 1 回：不明 
第 2 回：不明 

ごみ収集量 排出源 第 1 回 第 2 回 合計 
対象 

世帯 
120 80 200 

対象世

帯以外 
80 20 100 

合計 200 100 300 
(単位：袋) 

排出源 第 1 回 第 2 回 合計 
対象 

世帯 
100 80 180 

対象世

帯以外 
10 10 20 

合計 110 90 200 
(単位：袋) 

出典：調査団 
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表 2-3-1-2 住民意識調査概要 

項目 マウナブロック 2 グデレブロック 7 

住
民
意
識
調
査 (

パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
前) 

実施日 2020 年 6 月 24 日(水)～6 月 25 日(木) 2020 年 6 月 27 日(土)～7 月 1 日(水) 
調査対象世帯数 50 世帯 53 世帯 
居住年数 10 年以上が過半数 6 年以上が 42 世帯 
平均月収 5,630 SSP 4,816 SSP 
ごみ収集料金支払意志額 平均 438 SSP／月／世帯 平均 425 SSP／月／世帯 
ごみ処理方法 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ごみ構成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住
民
意
識
調
査 (

パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
後) 

実施日 2020 年 8 月 22 日(土)～8 月 25 日(火) 2020 年 8 月 24 日(月)～8 月 28 日(金) 
調査対象世帯数 51 世帯 50 世帯 
居住年数 10 年以上が過半数 2-5 年が 21 世帯、6 年以上が 23 世帯 
平均月収 3,215 SSP 8,107 SSP 
ごみ収集料金支払意志額 平均 764 SSP／月／世帯 平均 461 SSP／月／世帯 
ごみ処理方法  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ごみ構成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：調査団 
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資料 2-3-2．パイロットプロジェクト②（料金徴収） 

(1) 目的 
 本パイロットプロジェクトは、ジュバ・レジャフ廃棄物管理グループ（JRSWMG）の主導の下、

家庭ごみ料金徴収の実現可能性の検証及び料金徴収体制の構築を目的に実施する。 

 

(2) 対象地域 
No. 地域名（QC） ブロック名 対象世帯数 

1 Atlabara C（アトラバラシー） カトールブロック 約 150 世帯 
2 Kuwait（クウェート） ムヌキブロック 約 150 世帯 
3 Hai Neem and Nimra（ハイニーム・ニムラ） ジュバブロック 約 900 世帯 

 

(3) 実施期間 
Atlabara C・Kuwait：2021 年 3 月～ 

Hai Neem and Nimra：2021 年 4 月～ 

 

(4) 実施方法 
No. 項目 Atlabara C Kuwait Hai Neem and Nimra 

1 収集日 毎週土曜日 毎週土曜日 毎週土曜日 
2 収集時間 8:00 am- 12:00 pm 8:00 am- 1:00 pm 8:00 am- 12:00 pm 
3 収集方法 戸別収集（Door to Door 

Collection）*1 
道路脇収集（Curbside 
Collection）*2 

戸別収集（Door to Door 
Collection）*1 

4 料金徴収額 1,000 SSP/世帯/月 1,000 SSP/世帯/月 1,000 SSP/世帯/月 
5 料金徴収方法 QC による徴収（戸別訪問） 
6 予算管理 ブロックによる予算管理（徴収料金のブロック会計口座への預金を含む

出納管理、ごみ収集費用の予算執行承認等） 
*1 決められた収集時間までに住民が各住居前に排出したごみを収集する方法 
*2 マイク放送等により収集車両の到着を伝え、住民が主要道路まで運んだごみを収集する方法 

 

 
図 2-3-2-1 予算管理フロー 

 

 

 

クォーター 
カウンシル 

(QC) 
ブロック 住民 

料金徴収 

(1,000SSP/世帯/月) 

預金 

予算執行申請（収集費用） お金の流れ 
指揮系統の流れ 

【凡例】 

予算執行承認 

出金 
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資料 3．相手国関係者リスト 

所属及び氏名 / Agency and Name 職位 / Position 

環境・林業省: Ministry of Environment and Forestry 

Joseph Africano Bartel UnderSecretary 

Cecilia Mogga Kenyi Deputy Director of Pollution Control and 
Environmental Management 

中央エクアトリア州農業・環境・林業省: Ministry of Agriculture, Environment and Forestry, Central 
Equatoria State 

Diseremo Sebit Director for Environmental Management 

Logonda Isaisah Moro Deputy Director for Planning and Research 

保健省: Ministry of Health 

John Pasquale Rumunu Director General for Preventive Services 

農業・食糧安全省: Ministry of Agriculture and Food Security 

Victor Slivano Bennet General Director 

国土・住宅・都市開発省: Ministry of Lands, Housing and Urban Development 

Abuni Eriyi Bassa Acting General Director 

財務・計画省: Ministry of Finance and Planning 

Arop Nuoi Arop Director for Aid Coordination 

Lwiza Deng Staff of Aid Coordination 

Monica Santino Staff of Aid Coordination 

中央エクアトリア州財務省: Ministry of Finance, Central Equatoria State 

Richard Wani Philip Deputy Director of Administration and Finance 

中央エクアトリア州インフラ省: Ministry of Physical Infrastructure, Central Equatoria State 

Felix Ramadan Lankiri Director of Lands 
中央エクアトリア州住宅・土地・公共事業省: Ministry of Housing, Land and Public Utilities, Central 
Equatoria State 

Emmanuel Matayo Wani Director General 

ジュバ市役所: Juba City Council 

Martin Simon Wani Former Chief Executive Officer 

ジュバ環境衛生局: Department of Environment and Sanitation, Juba City Council 

Gasim Erasto Ibrahim Director 

Geroge Lagu Peter Former Director 

Elizabeth Senisio Lado Acting Director 

Martin Manasseh Lemi Former Director 

Rose Mary Venansio Loro Deputy Director of Environmental Management 

ジュバブロック: Juba Block Council 

John Pansiano Loro Director 

Mogga Ngwangki Laki Morbe Former Director 

ムヌキブロック: Munuki Block Council 
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Simon Kenyi Director 

Amal Rajab Juma Former Director 

Stephen Vijilio Kose Gumbe Former Director 

カトールブロック: Kator Block Council 

Felix Lado Director 

ジュバ郡: Juba County 

Mr. Charles Joseph Wani Commissioner 

レジャフパヤム: Rajaf Payam 

Mogga Ngwangki Laki Morbe Director 

Joseph Loro Tombe Laku Former Director 

JICA 南スーダン事務所：JICA South Sudan Office 

友成 晋也  : Shinya TOMONARI Former Chief Representative 

相良 冬木  : Fuyuki SAGARA Chief Representative 

山根 誠   : Makoto YAMANE Senior Representative 

山中 祥史  : Yoshifumi YAMANAKA Representative 

今井 史夫  : Fumio IMAI Representative 

武田 真佑子 : Mayuko TAKEDA Representative  

苗村 和正  : Kazumasa NAEMURA Representative 

千葉 真梨子 : Mariko CHIBA Project Formulation Adviser 
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